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ま え が き 
 

 

 障害者職業総合センターでは、平成３年の設立以来、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に

基づき、わが国にける職業リハビリテーション・サービス機関の中核として、職業リハビリテー

ションに関する調査研究をはじめとして、様々な業務に取り組んできています。 

 さて、本書は当センターの研究部門が実施している「障害を配慮した雇用システムに関する研

究」のなかで収集した関連資料をとりまとめたものです。 

 本書では、ＩＬＯが刊行した『障害者の雇用率・納付金、リハビリテーション基金～政策およ

び実施のための指針～』（１９９８年）の全文翻訳を中心に掲載しております。なお、「障害者の

雇用率制度について」では、参考資料としてオランダ、イギリス、日本の研究者による見方や考

え方を紹介してあります。 

 本書が、たくさんの関係者の方々に読まれ、わが国における障害者の職業リハビリテーション

を前進させるための一助になれば幸いです。 
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Ⅰ 研究目的および結果の概要 

 

１ 研究の目的・課題・方法 

 

 「障害を配慮した雇用システムに関する研究」の目的・課題は、労働市場における障害を配

慮した雇用制度として障害者雇用割当制度＝障害者雇用率・納付金制度をとくにとりあげ、

欧米先進諸国における障害者の雇用機会拡大の雇用システムと比較検討することである。研

究の方法としては文献・情報の収集を主としたが、インターネットを通じた国際共同研究で

ある Rutgers University の Bureau of Economic Research と WID (World Institute on 

Disability) によるThe International Disability Exchange and Studies (IDEAS) 2000 Template 

Project にも松井亮輔教授（北星学園大学）とともに参加した。その成果について、

http://www.bcm.tmc.edu/ilru/ideas/index.html を参照されたい。本書では ILO 刊行による

Thornton (1998) の全文翻訳を中心に掲載した。 

 

２ 結果の概要 

 

ソーントン，１９９８，『障害者の雇用率・納付金，リハビリテーション基金～政策および実

施のための指針』（Patricia Thornton,1998,Employment Quotas, Levies and National 

Rehabilitation Funds for Persons with Disabilities: Pointers for policy and practice, ILO）では、

フランス、ドイツ、ポーランド、日本、オーストリア、中国、ハンガリーの７カ国レポートの分

析の結果から政策立案および実施運営の指針を記述している。その概要は以下の通りである。 

  

なお、障害者の雇用率・納付金制度は、ソーントンのいう「西ヨーロッパ及び日本型」や「東

ヨーロッパ及び中国型」などとそれぞれの国の歴史的発展をふまえて成立しており、１つの定型

というものは存在していないが、ここではその制度がもつ基本的な特徴および基本原則という視

点からまとめた概要を記述する。そのため、ILO報告書で多くの部分をさいて記述されている雇

用率・納付金制度の導入や運営管理にあたってのいろいろな実務上のポイントについてはとりあ

げていない。 

 

１． この報告書作成の背景  ＩＬＯ（国際労働機関）及びポーランド障害者リハビリテ

ーション全国基金の共催により、１９９７年２月ポーランドのワルシャワにおいて、「全

国者リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議」が、情報交換を目的に開催
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された。この会議の主題である「リハビリテーション基金」とは、障害者の雇用率・納付

金制度のもとで事業主から徴収される納付金を収入の原資として、事業主、障害者、サー

ビス提供者等に様々な形で還元される特別に設置運営された基金のことを指す。本書は、

その会議における発表と討論およびその会議のために全国基金、政府、事業主団体、労働

者団体および障害者団体の代表者によって準備・提出された雇用率・納付金制度とそれに

関連するリハビリテーション基金に関する文書を、ＩＬＯからの委託でヨーク大学社会政

策研究所のソーントン氏がレビュー・まとめたものである。そして、このレポートの結論

は、政府、事業主、労働者は、障害者の労働市場への参加を効果的に促進する共通の

義務があり、雇用率・納付金制度およびこれに関連する全国リハビリテーション基金

は、その義務と目標の達成を推進する効果を潜在的に有している1つの方法を提供す

るものとしている。ILOは、雇用率・納付金制度に対して中立的な立場をとっているが、

障害者の職業リハビリテーションのすべてに関する政策と実施の基礎となる、可能な限り

の情報を提供・交換することの重要性を強調している。 

 

２． 重要な役割を担っている雇用率・納付金制度  国際的には、障害者個人の権利

（非障害者と共に、自由に選択し、差別のない、質の高い生産的な雇用を得る権利）

に焦点を当てた政策モデルに注目が集まっている。個人の権利という観点に立つと、

雇用率制度は雇用の質に注目していない、雇用の権利を高めることを支援していない、

という批判が出てくる場合がある。また、能力及び生産力の低下を保護するという慈

善的制度のイメージに関する反対意見もある。しかし、政府、事業主、労働者が参加

し、障害者の意見を代表して適切に運営されているリハビリテーション基金は、社会

において障害者が等しく生産的なメンバーとして信頼され、就業し、雇用を継続し、

向上することができるようにするために、重要で責任ある役割を担っている。会議で

は、これらのゴールを達成するためには、継続的な経験の交換が必要であること、異

なったアプローチに関する情報を提供し、雇用率・納付金制度及び国のリハビリテー

ション基金を設置する場合に考慮すべき問題について、広く周知することが必要であ

ることを示した。 

 

３． 雇用率・納付金制度の基本原則  雇用率制度(quota system, quota scheme)は、ヨ

ーロッパ社会で生まれ、発展し、深く根づいてきた政策のアプローチを象徴しており、障

害者を雇用するのは社会の義務であるとする慣行が、長い間にわたって受容されてきたこ

とが基盤となっている。最も単純な形式は、民間あるいは公的部門の事業主に対し、定め

られた率の障害者を雇うことを義務づけるものである。納付金制度（levy system）は、目

標を達成できない場合、財政的貢献（納付金）を事業主が選択することを認めるという点
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で、単純な雇用率制度とは異なっている。その実施方法には様々な形態があるので、雇用

率・納付金制度はある特定の唯一のモデルというよりも、むしろ各国の実情と条件に合

わせて運用することが可能な、広義の概念といえる。ただし、雇用率・納付金制度を長期

間支え、共通にみられる原則は、①障害者雇用は社会の責任・義務である、②基金の分配

は、事業主の連帯責任に基づく、③目的は、障害者の職業的統合を促進すること、この３

つである。しかし、９０年代以降に導入されたいくつかの制度においては、これと反対の

原則が実際に採用されてこともある。すなわち、納付金の支払いは義務であり、障害者を

雇用することにより、これを回避できる、というアプローチで、納付金を障害者雇用によ

り免除される税金であるとすることは、直接に雇用することを最優先することで障害者の

雇用機会を均等にすることが社会の義務であるという基本原則とは、あきらかに相容れな

い。また、事業主の連帯責任で経済的負担のアンバランスを調整するという原則は、日本

やフランスでは雇用率の対象とならない事業主も納付金の受益者となりうるというよう

に拡大している。さらに、障害者の職業的統合を推進するために納付金（基金）が分配さ

れる範囲が広がりすぎると、就業することを最終目的にしている人々が対象から外れてし

まうという危険性もある。基金の分配範囲を広くしすぎると、直接の雇用を促進するとい

う目的に対して、逆効果となる場合がある。 

 

４． 雇用率制度に対する批判  現在では通常、雇用率制度はアファーマティブ・アクシ

ョン（積極的な差別撤廃措置）の一種としてとらえられており、労働市場において不利な

立場にある人々のために、雇用機会を均等化することを目的としている。障害があるゆえ

に雇用の対象から外されがちな、資格を有する障害者にも雇用機会を与えるように事業主

に勧めることにより、差別に反対するという立場である。しかし一方で、アメリカのよう

に雇用率制度の歴史を持たない国においては、雇用を義務付けるということは、ほとんど

の障害者は仕事を得るための競争ができず、有能さを認められて仕事を獲得することがで

きないと決め付けることになる、という批判に基づいた考え方がある。この場合は、雇用

率制度とは哀れみから障害者を優先的に雇用する義務であるとみなされ、時には、雇用率

制度は懲罰的な法律にすぎないとみなされることもある。また一方では、雇用率・納付金

制度は、罰則ではなく「奨励」であると見ることもできる。この制度は障害者の雇用機会

を平等にすることは社会における義務である、という概念を具現したものであり、その目

的は納付金収入を増やすことではなく、障害者の雇用機会を増大させることにある。 

 

５． 雇用率および雇用義務の対象となる組織  障害者の雇用率の水準は、納付金制度

のない国の場合、国により1％から 15％（イタリア）までと、非常に幅が大きい。雇用率

に加えて納付金制度がある場合、国ごとのその雇用率の幅が比較的狭くなっている。雇用
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率の対象部門として民間部門以外の公共部門を含むことは必ずしも典型的な方法ではな

い。公共部門が雇用率を達成して民間部門の規範となることができれば、これは明らかに

利点である。西ヨーロッパ型の制度では、授産施設の運営者は、法のもとの事業主とはみ

なされず、雇用率・納付金制度は適用されていない。また、雇用義務の対象を企業全体の

大きさの基準で考えるか（最も通常の方法）、あるいは事業所別（フランスの例）に適用

するかを決めることは重要なことである。前者の場合は、事業主は障害を持つ従業員を１

つの事業所に集中して雇用する（例えば、障害者を雇用する下請企業を設立する）ことに

より、雇用率を達成することが可能になる。日本では、政府がこの方法を促進する政策を

とっており、第三セクター企業は日本障害者雇用促進協会（JAED）から相当な額の助成

金を受けている。雇用率・納付金制度において対象となる企業（従業員）規模の設定は、

国により様々である。ドイツは１６人、フランス（事業所ごと）及びハンガリーは２０人、

オーストリア２５人、ポーランド５０人、日本６３人である。そして、法律で雇用率のた

めに従業員数を計算する際に、ある職種全体（パイロット、漁師、救急隊員等）を除外す

ることを認めることは珍しいことではない。その職種の除外が正当化されている理由の 1

つとして、障害者にとっての危険性、あるいは困難さがあげられる。身体障害者が雇用義

務の対象である日本では、高所・地下・水上での労働等、仕事として「不適切な」業種、

及び鉄道の運転手やパイロット等、公共の安全を考慮すべき職種に対して、特別の除外率

が適用されている。しかし、日本で医師、教師のように高度な資格を必要とする専門性の

高い職種が除外されている理由は、明確でない。このように職種を除外する考え方は、統

合という目的に反しており、障害の否定的な固定観念を強めると考えられている。また、

雇用率・納付金制度において、事業主の対応としてその他の選択肢・方法が用意されてい

る場合がある。フランスでは、民間・半官半民の事業主は、障害を持つ労働者の統合を目

的として、従業員組合との交渉により合意に達した協約を適用することにより、雇用義務

を達成するという選択肢もある。ポーランドの制度のように、規定の雇用数を達成するか

わりに、授産施設と下請契約を結ぶことを選択肢としている制度もある。これに対し、補

助的な労働市場を支援することは、職業的統合といえるだろうか、という疑問も出されて

ている。これに対してフランスは、授産施設の営業活動を支援することにより、障害を持

つ労働者は通常の生産的労働者ではないという考えに反対して、社会的統合の促進を助け

ているのだ、と反論している。 

 

６． 制度の対象となる障害者  「障害とは何か」という、原則に対する基本的な問いか

けが必要である。医学的に定められた条件だろうか。機能障害、けが、病気を原因とする

身体機能の低下か。あるいは個人の機能的な障害と社会における障壁や物理的環境の相互

作用だろうか。８９年以前の中央及び東ヨーロッパ諸国において、障害の認識は、かなり
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の部分が労働者社会の概念に縛られたものであった。障害者（受益者）とは、けが、病気、

職業病により通常の環境における労働能力を部分的にあるいは完全に失った者であると

定義されていた。オーストリア、ドイツ及び日本において長年実施されてきた雇用率・納

付金制度においては、障害の原因、あるいは障害が生じた環境は問題とされず、障害の定

義は労働能力と関連づけられていない。ドイツでは、職業能力の減少を示唆すると考えら

れるのを避けるために、重度障害者法における「稼得能力の減少」という言葉を、８６年

に「障害程度」と置き換えた。フランスでは、長年かけて雇用義務の対象者を拡大し、受

益者（障害者）グループの枠を広げてきた拡大方式であるため、雇用率・納付金制度の受

益者を決める唯一の方法というものはない。雇用機会を得たり、維持するのが最も困難で

あると考えられるより重度の障害者の統合を促進する特別の方法を持つ制度もある。重度

障害をもつと分類される従業員、あるいは特別の条件下にある者を、雇用率の計算の際に

複数人と数えることもできるような制度もある。雇用率・納付金制度において障害者を医

学的分類のみでは十分とらえられないと考えられている。これらにかわるアプローチとし

ては、ILO１５９号条約の第１条に規定された障害者の定義（「障害者」とは、正当に認定

された身体的または精神的障害の結果、適当な雇用に就き、それを継続し、かつ、それに

おいて向上する見込みが相当に減退している者をいう）に基づいたものが考えられる。そ

こでいう「減退している」というのは、かならずしも労働能力の減退ではなく、その者の

生産性が比較的低いと認められることを意味している。またこれは、周りの態度や環境が

「減退」に影響を及ぼしているので、適切な措置をとることにより、医学的障害分類とは

関係なしに障害者が労働市場に参加できることを認識したものである。 

 

７． 納付金（リハビリテーション基金）の性格  納付金の主な目的は、事業主が目標

とされる雇用率を達成することを奨励するものであり、基金財源の増加を意図するもので

はない。目的は、収入を増やすことではなく、障害者雇用を増大することである。しかし、

東ヨーロッパおよび中国型の近年導入した新しい雇用率・納付金制度では、ほとんどの場

合、雇用率は達成するにはほど遠く、制度の目的はむしろ財源確保と捉えられている。事

業主の財政的貢献（納付金）は、実際に雇用することが不可能な場合の最後の手段として

のみ認められる場合と、正規の選択肢であると考えられる場合とがある。納付金は、法的

制裁とは考えられておらず、納付金を支払わない事業主は、罰則金を科せされるが、これ

は通常あまり適用されない。事業主から徴収した納付金は、一般的には特別リハビリテー

ション基金に入れられ、事業主、障害を持つ労働者、サービス提供者等に、様々な形で還

元される。その基金は、公的補助金として障害者のための訓練及び雇用促進のために使わ

れることが多い。納付金基金は、障害者のリハビリテーションや雇用等のサービスに対す

る国の唯一の財源とはなりえない。また、事業主からの納付金が、職業的統合のために必
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要なすべての投資に適合することを期待してはいけない。納付金額の決定には、事業主の

採用態度、賃金水準や障害者雇用に伴うコスト等と関係する要素が絡んでおり、複雑であ

る。要するに、事業主の障害者採用及び雇用維持を奨励するにはどの程度が適切かを考え

ることが、納付金額決定の重要な基礎となる。目的は収益を最大にすることではないので、

基金の財政的ニーズを優先すべきではない。雇用義務を達成した事業主に生じた余分なコ

ストを補償するのに十分な額の収入確保が必要とされる、ということである。 

 

８． 納付金（基金）の配分  配分の主な受益者は、事業主、障害者、授産施設・保護企

業、障害者のリハビリテーション実施機関の４つである。ほとんどの場合、事業主が主な

受益者となっている。障害者の大多数が小規模企業に雇用されていることを考え、フラン

ス、ドイツ、ポーランドの場合、基金の配分がこれらの企業に有利になるような配慮がさ

れている。フランスでは、中小企業での障害者雇用促進を国策としている。受益者として

事業主が対象となる論理的根拠としては、障害者雇用に関連するコスト（管理コスト、他

からの補助が見込めない適応措置、あるいはドイツのように、重度障害者に対する通常よ

り多い有給休暇の付与に伴うコスト等）の補償、あるいは、低い生産性に対する補助、が

あげられる。助成金あるいは補助金は、事業主が差別する可能性がある者を雇用すること、

あるいは助成がなければ考慮しなかったかもしれない適応措置をとるようすすめるため

の奨励策ともなる。事業主は、特定の障害をもつ労働者の雇用、雇用の維持、仕事の創出

を支援し、あるいは障害をもつ労働者一般の現在･将来の利益のために、基金を受け取る

ことができる。どんな場合も障害者が基金配分の最終受益者であるのは当然であるが、か

ならずしも、障害者自身が基金を受け取る必要はない（日本では認められていない）。通

常、直接障害者自身を支援するために基金が使われるケースは、①仕事に必要な機器の購

入あるいは整備に対する助成金、②仕事及び職場のアクセスの改善、③通勤手段に対する

助成金あるいは融資（車の購入･改良等含む）、④訓練及び技能開発プログラムに参加する

費用の補助、⑤自営の開始に対する助成金あるいは融資、である。フランスでは、採用報

奨金があり、一時金が事業主に支払われ、非常に評判がよい。オーストリア、フランス、

ドイツの場合は、授産施設・保護企業は一般企業が対象となる法律とは別の対象で、雇用

率の対象とはならない場合が多いが、作業所の設立や、フランスのように一般雇用環境へ

の移行促進のためだけに、納付金基金の配分を受けることができる場合がある。一方、ポ

ーランドなどＥＵ以外の諸国において保護企業や障害者の雇用を支援する各種団体（任意

団体、事業主団体等を含む）は、新たな雇用率･納付金制度において、基金の最大の受益

者となっている。納付金（基金）は職業上の利益のために、①リハビリテーション、②訓

練･再訓練、③職業評価･指導、④職探し・職業斡旋･フォローアップ、⑤通勤手段／事業

主や職場における啓発活動のために、組織が助成を受けることもできる。研究や開発を支
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援する基金配分もある。たとえば、ドイツの基金は、職場復帰に資する支援機器に関する

膨大な情報データベースを持っているREHADATにも配分・支援をしている。 

  納付金を原資とする基金は、障害者が一般労働市場に参入する、あるいはとどまるの

を支援するための資金源として重要な役割を果たしてきた。その利用法には2つのタイプ

があり、西ヨーロッパおよび日本型では、納付金基金を主に労働市場における統合を促進

するために使う。これに対して、東ヨーロッパおよび中国型、とくに東ヨーロッパで顕著

なのは、障害者の労働市場への統合を促進する以外の目的に基金を充当している。後者は、

雇用以外の利益を追求するグループの目的に合わせており基金の本質がゆがめられ、障害

者の雇用促進という国の戦略からこの制度を分離する可能性を生じさせる。最悪の場合、

障害者雇用の推進を阻止しかねない。一般に、既存の基金においては雇用以外の目的に対

する助成の割合は減らしていくべきであると考えられている。特に労働組合員は、障害者

団体や財団の援助には国の予算を使うべきであると主張する。国によっては、基金の援助

により作業所の仕事やリハビリテーション活動を提供している財団や協会に、障害者が依

存しすぎていることも知られている。 

  目標とした雇用が達成されれば納付金基金はなくなるわけであるから、こうした財源

はその定義上、一時的なものである。従って、国の歳入に代わるものでもなければ、障害

を持つ国民の権利を守るために、国が法的義務として提供するプログラムの代わりともな

りえない。事業主に対するこの特別税（雇用率の遵守により変動する暫定的なもの）は、

障害者の雇用及び再雇用の準備を確実にし、障害をもつ労働者に対する平等な取り扱いと

均等な機会の権利を保障する、継続性のある制度を作るという政府の責任に代わることは

できない。 

 

９． 全国リハビリテーション基金の組織管理  雇用率・納付金制度を実施するには、

納付金を徴収し、雇用記録を綿密に調べ、基金を分配し、基金の利用を監視し、その結果

を発表する力を持つ組織が必要となる。同時に、基金組織自体も管理され、調査され、監

査される必要がある。事業主からの納付金規模は大きく、その徴収と分配を管理する法的

機関の設立が必要となり、ドイツや中国のように既存の組織（多くは労働省、社会省、保

健省）にこの責任を付加するか、フランスのように、この目的のために特別の組織を設立

することになる。ほとんどの制度（オーストリア、フランス、ドイツ、日本等）において、

事業主からの納付金が「全国リハビリテーション基金」の唯一の収入となっている。これ

らの基金のほとんどは、国の障害者雇用政策を成功させるために、戦略的に極めて重要な

ものである。設立後長期間を経ている西ヨーロッパおよび日本型の基金の場合は、事業主

の納付金は、主に障害者雇用を促進するために使われている。全国リハビリテーション基

金は、国に代わって責任を担う役割を果たしているが、管理運用に関しては、比較的自由
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度が高い。基金が一般社会の信頼と、障害者雇用の促進に対する事業主の関与を維持する

ためには、会計に関する責任の所在と透明性、適切に定義された基金の使用法、基金の徴

収と分配のための首尾一貫した戦略、および明確に提示できる結果が重要な鍵となる。全

国リハビリテーション基金の運営は、基金の政策の影響を受ける部門のすべてあるい

は一部の代表により構成される理事会が行うのが典型的な形式である。フランスの基

金の理事会は、事業主団体、労働組合、全国障害者協会の代表者を含む。基金活動の

効果、つまり、雇用率・納付金制度の効果を評価するための一定の評価基準を作るこ

とは、詳細な研究と徹底的な議論を必要とするが重要なことである。制度の効果は、

各国それぞれの方法で評価しなければならない。すべての結果を数量的に評価できる

わけではない。質的な面から、事業主と障害者の両方の経験を評価する方法を見つけ

ることも重要である。初期の段階における政策の周知及び効果の評価には、適切な統

計的基盤が必要である。基金活動の社会･経済的効果を調査する際には、大学等、独立

の研究機関のノウハウも利用すべきである。また、雇用率・納付金制度の成功のかぎ

は、周知・啓発である。企業レベルだけでなく、社会のすべての部門に対し、障害者

を雇用の場へ統合することの重要性について、熱意を持たせなければならない。 

 

１０．現状の総合評価と展望  長期間を経て、雇用率のアプローチは、リハビリテーショ

ン、雇用準備および就職サービス、ジョブコーチ等の就職後の支援、事業主および労働者

に対する財政的奨励策、補助機器類及び職務や職場の改善に対する補助金、事業主の態度

の改善や自主的活動、病気や障害を理由とした差別を禁止する法律等、一般市場における

障害者雇用の促進を目指す一連の政策中の１つでしかなくなった。これらの政策の中で、

雇用率制度は突出した中心的制度ではなく、他の施策により補完される場合にのみ有効で

ある、と考えられることが多くなった。雇用率に意味をもたせるために、政策上他の施策

と組み合わせることが必要となる。これらの方策は、しばしば雇用率の政策そのものより

重要となる。ヨーロッパにおいて、雇用率というアプローチは現在でも国の政策の１つの

選択肢ではあるが、関心の対象は差別撤廃のアプローチ（障害者がなぜ雇用市場において

不利な状態にあるかを理解し、障壁を克服していくアプローチ）に傾きつつあり、これま

で雇用率を採用したことがない国々、アメリカ、オーストラリア、カナダが注目されてい

る。その重要な一歩は、ヨーロッパ障害者機会均等連絡委員会(European Commission on 

Equality of Opportunity for People with Disabilities)の「障害に対する、権利に基づいた

機会均等アプローチに向う新たな原動力(a renewed impetus towards the rights-based 

equal opportunities approach to disability)」であった。 
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訳者註： 

 このレポートは、１９９７年２月に開催された「全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する

国際会議」に基づいて作成されたもので、紹介されている雇用率、対象従業員規模等は国際会議当時の

ものである。 

 したがって、日本の場合、レポートでは雇用率１．６％、適用対象企業の従業員規模は６３人以上と

なっているが、その後の法改正によって、それぞれ１．８％、５６人以上となっている。 

 また、ドイツの場合も、レポートでは雇用率６％、適用対象企業の従業員規模は１６人以上となって

いるが、２０００年１０月の法改正により、雇用率５％（ただし、２００２年１０月に再度見直すこと

となっている）、従業員規模２０人以上と変更になり、課徴金の額も一律２００マルク（月額）だった

ところ、実雇用率に応じて２００、３００、５００マルクと３段階になったので、あわせて留意された

い。
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Ⅱ ソーントン『障害者の雇用率・納付金、リハビリテーション 
基金 ～政策および実施のための指針～』ILO 

１９９８年（全文翻訳） 

 

はじめに 

 

 ILOは、障害を持つ労働者が、障害を持たない労働者と等しく、質の高い職業を自由に選択す

る権利を享受すべきであると信じている。この考えは、加盟国に対して障害者の訓練及び雇用を

重視する国の政策を策定し、実施し、定期的に検討することを求めた、ILOの職業リハビリテー

ション及び雇用（障害者）に関する条約（第159号）に反映されている。障害者が雇用に対する

準備を整え、また、障害を持つ労働者のために職場を改善するためには、特別の施策が必要とな

る場合が多い。障害者が確実に雇用機会を得ることができるようにするために、特別の方策が必

要となることもある。このような方策の 1つに、雇用率・納付金制度及び国のリハビリテーショ

ン基金がある。 

 

 ILOは、アフリカ、アジア、ラテンアメリカの途上国に加え、中央及び東ヨーロッパ諸国にお

いて、障害者の雇用機会を促進するための効果的な方策を見出そうとする動きが高まっているこ

とに注目してきた。これは、制度を検討し、あるいは国の障害関連施策や法律を制定しようとし

ている諸国から、ILOに対して雇用率制度やリハビリテーション基金に関する情報がほしいとい

う依頼が多数よせられていることに反映されている。これらの制度や基金の運営に関して多くの

経験を有している国もある。また、制度の設立を検討しており、リハビリテーション基金の経験

を持つフランス、ドイツ、日本、及びポーランド等の国々から学びたいと考えている国もある。 

 

 上記の理由から、ILO理事会はこの問題を取り上げた、地域間の政労使三者構成による会議の

開催を承認した。1997年2月27日から3月 1日まで、ワルシャワで開催されたこの会議は、フ

ランスのリハビリテーション基金 AGEFIPH及びドイツ労働社会省の協力により、ポーランド障

害者リハビリテーション全国基金及びILOが共同で組織した。これら諸機関が協力し、1年にわ

たって準備したものが、第1回全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議であ

る。ILOの要請を受けた 11 ヶ国が同会議に出席し、オブザーバーとして 7 カ国の代表者が参加

した。国の基金、政府、事業主団体、労働者団体、障害者団体及びリハビリテーションやサービ

ス提供機関の代表者総勢 75名が、2日半にわたる会議に臨んだ。 
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 同会議の目的は、障害者の労働市場への効果的な参加を促進するために、政府、事業主及び労

働者が共有する義務を推進する1つの方法としての雇用率・納付金制度と、これに関連する全国

リハビリテーション基金の利点と欠点に関し、情報交換をすることであった。会議のプログラム

は、雇用率・納付金制度及び関連するリハビリテーション基金がすでに確立している国々の代表

者による発表と、これらの制度を最近採用した国々、及び採用を検討している国々からの意見や

質問により構成された。また、雇用率・納付金制度とは関連を持たないリハビリテーション基金

を持つ国々の意見は、基金の管理及び分配に関する議論を、いっそう有意義なものとした。 

 

 全体会議での発表、パネルディスカッション、及び分科会において、特別な基金の機能と必要

な補足的政策の基盤となる原則を改めて検討し、国の基金の強制力や成果を比較し、基金徴収及

び分配の管理について考え、事業主団体、労働者団体、及び障害者団体の指導・調整に関する責

任を検討した。 

 

 ILOは雇用率・納付金制度に対して中立的な立場をとっているが、障害者の職業リハビリテー

ションすべてに関する政策と実施の基礎となる、可能な限りの情報を提供することの重要性を強

調するものである。よってILOは、既存の雇用率・納付金制度及び国の基金に関する情報の集約、

及びこのような制度を策定する際に考えるべき原則と問題点の指針の作成を、ヨーク大学社会政

策研究所に委託した。この出版物は、会議における議論、及び招待された国の基金、政府、事業

主団体、労働者団体、及び障害者団体の代表者が提出した論文をまとめたものである。 

 

 また、社会政策研究所が会議準備グループとの協力により実施した調査票に対する、6 ｶ国から

の回答にもふれている。会議準備グループ及び調査票を完成した方々の多大な努力に感謝したい。 

 

 ILO は、ポーランド全国障害者リハビリテーション基金に対し、会議の開催、専門的な運営、

優れた通訳及び翻訳の手配、事務局及び技術的支援の提供に加え、ポーランド流のすばらしい歓

待に対し心から感謝するとともに、会議の会場となったコンスタンチン・リハビリテーションセ

ンターの職員及び障害を持つ若者たちに、お礼のことばをささげたい。 
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序 

 
１ 「雇用率」の概念の導入 
 

 西欧諸国において、障害を持つ労働者の「雇用率」という概念は長い歴史を持つ。雇用率制度

は、ヨーロッパ社会で生まれ、発展し、深く根づいてきた政策のアプローチを象徴しており、障

害者を雇用するのは社会の義務であるとする慣行が、長い間にわたって受容されてきたことが基

盤となっている。 

 

 一定比率で障害を持つ労働者を雇用する義務が任意である場合もあるが、通常は法的に規定さ

れている。最も単純な形式は、一定数以上の労働者を雇用する民間部門及び（あるいは）公的部

門の事業主に対し、定められた率の労働者が障害者であることを義務付けるものである。雇用率

の対象となる障害を持つ労働者の定義は、広義であっても狭義であってもよい。通常、法の対象

となる全ての事業主に、国の定める一定の目標（対象となる従業員の４％あるいは６％等）の達

成が義務づけられるが、企業の規模や産業別により、異なった雇用率が設定される場合もある。

全てではないが、多くの雇用率制度において、目標とされる雇用率を達成しない事業主は、法律

に違反した事により罰金を科せられる。 

 

 多くの場合、雇用率制度の実施方法は上述の方法より複雑で、形態も様々であり、しばしば論

議をよぶ。例えば、特定の者 （若年者、重度障害者等） を雇用する場合は 2人（ダブルカウン

ト）あるいは 3 人（トリプルカウント）と数えられること。あるいは、業種によって（建設業、

鉱業、船員等）は、障害者に適さないと考えて、総従業員を算定する際に除外すること。また、

雇用という直接的行為ではなく、授産施設（sheltered workshops）との契約、あるいは障害者の

統合を推進するような企業ベースの契約等の行為が雇用率の対象と見なされる場合もある。 

 

 納付金制度（levy system）は、目標とする率の障害者雇用を実現するために設けられた特別基

金に対する財政的貢献（納付金）を事業主が選択することを認めるという点で、単純な雇用率制

度とは異なっている。この様な貢献は、実際に雇用することが不可能な場合の最後の手段として

のみ認められる場合と、正規の選択肢であると考えられる場合がある。納付金は法的制裁とは考

えられていない。納付金を支払わない事業主は、罰則金を科せられるが、これは通常あまり適用

されていない。事業主から徴収した納付金は、一般的には特別リハビリテーション基金に入れら

れ、雇用主、障害を持つ労働者、サービス提供者等に、様々な形で還元される。リハビリテーシ

ョン基金は、公的補助金として障害者のための訓練及び雇用促進のために使われることが多い。 
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この様に、実施方法には様々な形態があるので、雇用率・納付金制度はある特定の制度という

よりは、むしろ各国の実情と条件に合わせて運用することが可能な、広義の概念である。 

 

ただし、雇用率・納付金政策というアプローチに共通する明確な主題がある。この政策が、障

害者の雇用機会を平等にすることはその国の社会における義務である、という概念を具現してい

る点である。雇用率は、事業主が達成すべき基準を具体的に示すものである。国は、義務の達成

を奨励し、支援するが、仕事を提供するのは事業主であるので、責任は最終的に事業主にある。

納付金の主な目的は、事業主が目標とされる雇用率を達成する事を奨励するものであり、財源の

増加を意図するものではない。 

 

 

２ 雇用率と雇用率・納付金制度の歴史 

 

 雇用率政策のアプローチは日本でも 1960年から採用されてはいるが、歴史的にみると、その

性格上ヨーロッパの施策であることがわかる（註１）。 

 

 雇用率の設置は第１次世界大戦にさかのぼり、ドイツとオーストリアにおける、傷痍軍人の社

会復帰を促進するための規則及び法律が発端である。雇用率制度の下に障害をもつ退役軍人のた

めに仕事を留保するという提案が、1920年に連合軍会議において最初に国際的に議論され、「各

国政府は、公共機関及び民間企業の事業主に障害を持つ退役軍人の雇用を義務づける法律を採択

すべきである」、という勧告が出された。ILOの後援により1923年に開催された専門家委員会は、

障害を持つ退役軍人の雇用を促進する法的義務の採用を支持し、一定数の従業員を雇用する事業

主はこの法律の対象となるが、雇用することが困難である場合は除外する事を提案した。この除

外対象となる事業主、及び目標とされた雇用率を達成しなかった事業主は、納付金あるいは罰則

金を支払う事が義務づけられた。 

 

 雇用率を達成しない場合の罰則金あるいは納付金を含め、一定規模以上の企業の事業主に対す

る法的義務の原則は、1920年代初期のポーランド等（註２）数カ国において採用され、これはオ

ーストリア、フランス、ドイツ、イタリアにおいて、長期にわたって採用されてきた法律の基礎

となった。 

 

 長い年月を経て、雇用率制度は戦争により障害者となった一般市民、労災の犠牲者、最終的に

は保険未加入の障害者にまで徐々に、対象が広げられてきた。第 2 次世界大戦の終結までには、
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障害を持つ労働者の雇用機会の質を保証するために事業主を啓発し、必要な場合には相応な率の

障害者を雇用することを強要するべきであるとするILO会議（1944年フィラデルフィアで開催）

の勧告により、雇用率の原則は強化された。雇用を義務とする制度をとっている大多数の国では、

大戦後、義務の範囲を広げた。また、英国やオランダ等が、初めて雇用率を法制化した（しかし、

この両国はすでにこの義務的雇用制度を廃止している）。こうした初期の制度は、完全雇用の状態

で機能するような設定であった。 

 

 その後、ギリシャ、ルクセンブルグ、スペインが採用し、アイルランドとベルギーは、公共部

門のみに導入した。1986 年の EC 勧告により、EU 諸国でこの原則は一層強化された。現在、

EU諸国の2／3の国々で何らかの形態による割り当て雇用が採用されている一方で、ある種の制

度は制限付きあるいは非効果的な方法で実施されているという事実を認識しておかなければなら

ない（註３）。 

 

 EU諸国以外では、第 2次世界大戦後の中央及び東ヨーロッパ諸国で雇用率が広く普及してき

たが、これは労働者が職に配置される統制経済制度においてのことであった。1990年代になると、

これらの国のうち白ロシア、リトアニア、ウクライナを含む数カ国は、民間部門を対象とした法

定雇用率を持つようになった。 

 

 日本の雇用率制度は、1960年（納付金制度は1976年に導入された）にさかのぼる。エジプト、

トルコ、マレーシアでは、民間部門も含めた雇用率制度を持つ（註４）。割り当て雇用の条項はア

ンゴラ、モーリシャス、フィリピン、タンザニア等、様々な発展途上国の法律にも含まれている

（註５）。 

 

 

（註１）ヨーロッパにおける雇用率制度の歴史については、Lisa Waddington(1994)“Legislating to 

employ people with disabilities: The European and American way”, Maastricht Journal 

of European and Comparative Law, 1, 4, 367-95を参照。 

（註２）Madhav R. Kulkarni(刊行年不明)Quota System and Employment of the Handicapped: 

Experiences in Three Countries, Michigan State University. 

（註３）EC 諸国における雇用率制度運用の詳細については、Patricia Thornton＆Neil Lunt(1997) 

Employment Policies for Disabled People in Eighteen Countries: A Review, York: Social 

Policy Research Unitを参照。 

（註４）Suresh C. Ahuja(ed)(1992) Social Security and Other Benefits for the Blind, Paris: World 

Blind Union. 
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（註５）Willi Momm ＆ Masaaki Iuchi(1998) “International labour standards and national 

employment legislation in favour of disabled persons”, 17.14 - 17.18 in J.M. Stellman(ed) 

Encyclopaedia of Occupational Health and Safety, 4th edition, Vol. I, Geneva: 

International Labour Office. 

 

 

 雇用率と雇用率・納付金制度の発展 

 

 現在EU諸国においては、雇用率・納付金制度を持つ国は少数派である。障害者を雇用する義

務を果たさない事業主に対する納付金という概念は、オーストリアでは1920年、ドイツでは第2

次世界大戦直後にさかのぼる。フランスにおいては、直接に雇用する代替としての納付金の支払

いは、1987年の制度改革の折に導入された。 

 

 1989年以後、「社会制度の移行期にある」いくつかの国々が、新たな市場経済という背景の中

で、雇用率・納付金制度を法制化した。チェコ共和国、ハンガリー、ポーランド、ルーマニア、

ロシア、スロバキア共和国等である。中国でも、現在雇用率・納付金制度が採用されている。ア

フリカやアジアでこの制度（多くの場合、強制ではない）を採用しているのは、モロッコ、チュ

ニジア、アゼルバイジャン、パキスタン、タイ、ベトナム等である（註）。 

 

 このように、それぞれ独自の状況において、雇用率・納付金制度の新たな流れが生まれている。 

 

（註）ILO提供の情報による。 

 

 

３ 雇用率と雇用率・納付金制度の原則 

 

 雇用率制度はヨーロッパにおいて大きな発展をとげ、その根底にある原則は様々に解釈され

るようになった。雇用率制度の受益者が、障害を持つ退役軍人あるいは労災の犠牲者からもっと

広いグループに拡大されるにつれて、倫理的義務あるいは責任という当初の原則は、次第に弱ま

ってきた。 

 

 現在では、通常雇用率はアファーマティブ・アクション（差別是正のための優先的取り扱い）

の一種としてとらえられており、労働市場において不利な立場にある人々のために、雇用を均等

化することを目的としている。障害があるゆえに雇用の対象から外されがちな、資格を有する障



― 19 ― 

害者にも雇用機会を与えるように事業主に勧めることにより、差別に反対するという立場である。

しかし一方で、アメリカのように雇用率の歴史を持たない国においては、雇用を義務付けるとい

うことは、ほとんどの障害者は仕事を得るための競争ができず、有能さを認められて仕事を獲得

する事などできないと決め付けることになる、という批判に基づいた考え方がある。この場合は、

雇用率とは哀れみから障害者を優先的に雇用する義務であるとみなされ、時には、雇用率は懲罰

的な法律にすぎないとみなされることもある。また一方では、雇用率・納付金制度は、罰則では

なく、「奨励」であると見ることもできる。 

 

 納付金制度を支える原則には、広い範囲において近似である。基本的には、ある規模以上の企

業の事業主は障害を持つ労働者の雇用に貢献しなければならず、実際に障害者を雇用することが

理想であるが、不可能な場合は財政的貢献をすることになる。目的は、収入を増やすのではなく、

雇用を増大する事である。ドイツにおいては、納付金の支払いにより障害者雇用の義務を免れる

事は出来ない。日本の場合も同様で、事業主は納付金を支払っても、身体障害者を雇用する義務

を免れたことにはならない。フランスでは、法に定められた義務（障害者の雇用、保護雇用部門

との下請け契約、統合プログラムの実施）を達成する可能性がない場合のみ、自発的な納付金の

支払いが期待されている。 

 

 納付金の原則には大差ないが、機能の詳細は様々である。ドイツでは、リハビリテーションの

資金を得るためでもなければ、強制するための方策でもない。むしろ機会均等のための制度であ

る。必要な数の障害者を雇用していない事業主により支払われた納付金は、障害者雇用により生

じる余分なコストを補うために、障害者を雇用している事業主に分配される。日本においては、

共同責任を促進するという原則により、身体障害者を雇用している事業主のコストを補うために、

納付金を分配する。フランスでは、企業の経済的制約を認め、障害者を雇用あるいは訓練するこ

とにより直接障害者雇用の促進に貢献できない事業主は、障害者の企業への統合を支援する基金

に貢献することで、義務が免除される。 

 

 

４ 雇用率制度は一連の政策のなかの１つ 

 

 長期間を経て、雇用率のアプローチは、リハビリテーション、雇用準備及び就職サービス、ジ

ョブコーチ等の就職後の支援、事業主及び労働者に対する財政的奨励策、補助機器類及び職務や

職場の改善に対する補助金、事業主の態度の改善や自主的活動、病気や障害を理由とした差別を

禁止する法律等、一般市場における障害者雇用の促進を目指す一連の政策中のひとつでしかなく

なった。これらの政策の中で、雇用率制度は突出した中心的制度ではなく、他の施策により補完



― 20 ― 

される場合にのみ有効である、と考えられることが多くなった。実際上、雇用義務の限定的範囲、

行政力の限界、不適切な罰則は、雇用率政策というアプローチの影響を制限し、信頼性を減じて

いる。 

 

 従って、雇用率に意味をもたせるために、政策上他の施策と組み合わせることが必要となる。

これらの方策は、しばしば雇用率政策そのものより重要となる。事業主は雇用率に反対すること

が多いが、労働組合は、雇用率が事業主に対して、障害を持つ労働者に対する社会的義務を守ら

せるための圧力を与える唯一の手段であると見なすことが多い。しかし、多くの条件がそろわな

い限り（特に、適切かつ可能な仕事があり、訓練を受けて、与えられる職務を期待通りにこなせ

る能力を持つ障害者がそろっていること）、障害者雇用の義務を規定する理由付けにはならない。

政府は、障害者の労働市場への統合を実現させようとするなら、これらの条件が満たされている

事を確認する義務がある。資格、職業能力、職務遂行能力の極めて劣った障害者を雇用すること

を事業主に科すために、雇用率のような規定を利用するのは、道理にかなっていない。 

 

 中央及び東ヨーロッパ諸国においては、現在、雇用率（正確には雇用率・納付金制度）が障害

者の直面する雇用問題に対処するための標準的な政策のようである。特に、経済の移行期にある

国においては、雇用率・納付金制度は多くの場合、新たな市場経済の中で障害者の一般雇用を促

進するために新しく制定された政策の中枢をなしている。前述したように 1991年以降、これら

の国々の多くは雇用率・納付金制度を法制化（まだ実施されていない場合もある）している。な

お、中国では、もうすでに導入されている。 

 

 雇用率・納付金制度を設置する場合、これらの国々は既成の制度を手本とし、自国の状況に合

わせて実施方法の詳細を定めている。ある文化的経済的環境から他の環境へ概念を移行する場合、

障害者雇用義務の基本的な原則が薄れる場合もあるだろう。特に、制度がまだ適切な技能を持つ

障害者やアクセスの良い職場環境を提供できるまでに至っていない場合は、その可能性が高くな

る。1974年に西ドイツで雇用率・納付金制度が法制化された時、6％の雇用率達成は極めて高い

目標であったが、1982年の平均達成率は 5．9％であった。これとは対照的に、新しい雇用率・

納付金制度では、ほとんどの場合雇用率は達成するにはほど遠く、制度の目的はむしろ財源確保

と捉えられている。 

 

 ヨーロッパにおいて、雇用率というアプローチは現在でも国の政策の１選択肢ではあるが、興

味の対象は差別撤廃のアプローチ（障害者がなぜ雇用市場において不利な状態にあるかを理解し、

障壁を克服していくアプローチ）に傾きつつあり、これまで雇用率を採用したことがない国々、

アメリカ、オーストラリア、カナダが注目されている。英国は1995年に 50年間効果のあがらな
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かった雇用率制度から、差別撤廃政策に転換した。アイルランドは、雇用における差別に反対す

る権利を導入する方策を模索している。スウェーデンでは、雇用の場で、障害を理由とした差別

を撤廃する法律を準備している。ドイツでは憲法が改正され、フランスとフィンランドでは健康

状態あるいは障害を理由とした差別を違法とし、罰則規定を改正した。ヨーロッパでは、政策策

定レベルでの焦点が移行しつつある。重要な第一歩は、「障害に対する、権利に基づいた機会均等

アプローチに向う新たな原動力（註）」を与える事を目的とした、ヨーロッパ障害者機会均等連絡

委員会であった。 

 

（註）COM（96）406最終パラグラフ 7 

 

 

５ 納付金の再分配政策 

 

 雇用率・納付金制度は、障害者が一般労働市場に参入する、あるいはとどまるのを支援するた

めの重要な資金源として機能してきた。 

 

 納付金基金の主な利用法には、2種の型がある。 

 

 ①西ヨーロッパ及び日本型：納付金基金を、主に労働市場における障害者の作業効率を高める

ため、及び、事業主が障害者を雇用する、あるいは雇用を維持することでこうむる、あるいはこ

うむっていると感じる不利益を除去するための様々な施策に投資する。②東ヨーロッパ及び中国

型：主に事業主に対し、就労が困難な労働者を雇用させるための財政的奨励策として納付金基金

を使う。すなわち、生産能力の劣る労働者を雇用するのを補完する形態である。 

 

 これに加え東ヨーロッパで顕著なのは、障害関連の他の活動に対する資金としてこの基金を使

うべきだという大きな公的圧力にこたえるために、障害者の労働市場への統合を促進する以外の

目的に基金を充当することである。この様な傾向は、他の利益を追求するグループの目的に合わ

せて基金の本質がゆがめられ、障害者の雇用促進という国の戦略からこの制度を分離する可能性

を生じる。最悪の場合、障害者雇用の推進を阻止しかねない。 

 

 ある国々にとっては、国の基金ができた事は、障害者のための雇用政策を実施していく上で重

要なことである。しかし、目標とした雇用が達成されれば納付金基金はなくなるわけであるから、

こうした財源はその定義上、一時的なものである。従って、国の歳入にかわるものでもなければ、

障害を持つ国民の権利を守るために、国が法的義務として提供するプログラムの代わりともなり
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えない。事業主に対するこの特別税（雇用率の遵守により変動する暫定的なもの）は、障害者の

雇用及び再雇用の準備を確実にし、障害を持つ労働者に対する平等な取り扱いと均等な機会の権

利を保障する、継続性のある制度を作るという政府の責任に代わる事はできない。 

 

 

６ 全国リハビリテーション基金 

 
 しかし現実問題として、集められた基金は大きく、納付金の徴収と分配を管理する法的機関の

設立が必要となり、ドイツや中国のように既存の組織にこの責任を付加するか、フランスのよう

に、この目的のために特別の組織を設立することになる。両アプローチをここでは「全国リハビ

リテーション基金」と呼ぶ。ベルギーのように、全国リハビリテーション基金が税金あるいは保

険からの歳入により設立された国もある。また、宝くじの収入でまかなわれる場合もあり、かつ

てスペインでは、非政府系全国組織がこうした収入によるリハビリテーション基金を管理してい

たことがある。事業主の納付金も含めた、国あるいは民間の自由意志による一連の資金が、職業

リハビリテーションだけではなく、一般的なリハビリテーションのための基金となっている国も

ある。 

 

 これらの基金のほとんどは、国の障害者雇用政策を成功させるために、戦略的に極めて重要な

ものである。特に、障害者のための労働市場政策を支援するために国家予算を割り当てる伝統を

持たない国々においては、こうした基金は依然として、雇用政策を推進するために重要な役割を

果たしている。しかし長期的に見れば、基金は唯一の方策というよりは、支援的、補助的役割を

担うものであると考えられることが多い。 

 

 全国リハビリテーション基金は、国に代わって責任を担う役割を果たしているが、管理運用に

関しては、比較的自由度が高い。基金が一般社会の信頼を得て、障害者雇用の促進に対する事業

主の関与を維持するためには、会計に関する責任の所在と透明性、適切に定義された基金の使用

法、基金の徴収と分配のための首尾一貫した戦略、及び明確に提示できる結果が重要な鍵となる。 

 

 

７ 本報告書の組み立て 

 

 本報告書は、3部からなる。第 1部は、フランス、ドイツ、ポーランド、日本における雇用率・

納付金制度、基金の分配政策及び管理方法の紹介に加えて、オーストリア、中国、ハンガリーに

おける制度の簡単な説明。 
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 第2部は、雇用率・納付金制度の方法と実施形態を考察する際の議論である。政策目標の設定：

この制度は、誰のために何を目標とするのか？ 制度の目標は国の障害者雇用政策とどのように

関連付けるのか？ 事業主に対する納付金を支えている原則は何か？ 等々。その政策目標の実

行：目標を達成するために助成する場合、最も適切な方法は何か？ 貢献者と受益者を定義する

際にどのような基準を採用すべきか？ 貢献の度合いはどのように設定すべきか？ 等々。 

 

 第3部は、全国リハビリテーション基金の管理運営の考察である。意思決定のプロセスはいか

なるもので、誰がそれを査察するのか？ 基金の制度と管理はいかにすべきか？ 納付金の徴収

と再分配の制度はどのように実施するか？ 貢献者と受益者に周知する最良の方法、成功させる

ための方法、確証を得る方法、等々についてである。 
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第 1 部 国別およびサマリーレポート 

 

 

国別レポート  

 

１ フランスの制度（註） 

 

 障害者の職業的統合は、1987 年法（7月 10日）により定義されている。この法の特徴は、か

つて効果のあがらなかった法律と対照的に、結果をあげることが義務付けられていることである。

この法律の結果、どのような改革がなされたかを評価するには、まず以前の法律の主な特徴を知

る必要がある。 

 

（註）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議において、AGEFIPH会長Gerard 

Bolleeが発表した、「フランスにおける障害者の職業統合のための法的枠組み」（”Legal Framework in 

France for the Vocational Integration of Disabled People”）に基づく。 

 

 

１．１ 制度発展の歴史 
 

 フランスでは、第1次世界大戦後、多数の戦傷者を社会復帰させるために最初の規則ができた。

1924年法（4月26日）は、身体的能力に影響を受けた労働者が直面する困難を考慮するもので、

戦傷者とそれに準じる者だけを対象としていた。このグループの人々は雇用を保障され、事業主

は従業員の 10％をこのグループから雇用することが義務付けられた。 

 

 1957年法（11月 23日）により、障害を持つ労働者の雇用に関する包括的な規則が採用され、

｢障害を持つ労働者（disabled worker）｣という語が初めて使われた。法の第 1条によると「知的

あるいは身体的能力が劣っている、あるいは減少していることにより、雇用あるいは雇用を維持

する可能性が少ない者」が、障害を持つ労働者と考えられた。障害を持つ労働者であるという確

認は、地方レベルの政府機関内の特別委員会が行った。 
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 障害者基本法（1975年 6月 30日）の成立とともに、より意欲的な制度が生まれた。この法律

は障害者の権利に関する真の憲章ともいえるもので、広い範囲の合意に基づいている。特に、「援

護」という考えをやめ、「連帯責任」と置き換えた。そして、｢障害の防止と認定、知的あるいは

身体障害を持つ未成年者および成人のためのケア、教育、技能訓練と指導、雇用、最低賃金、社

会への統合とスポーツや余暇活動へのアクセスは、国の義務である｣とした。 

 

 法の策定者は、県の労働長官を長とする県の管理委員会 COTOREP（職業指導・職業再配置専

門委員会）に委託し、障害を持つ労働者の状態を協議し、障害程度を3段階で認定し、解決法を

提案し、財政的支援を行った。COTOREPは、統合を支援するための特別施策の恩恵を障害者が

受けるための、最初の入り口である。障害を持つ労働者の技能あるいは能力にあわせて、訓練、

一般雇用、あるいは保護的環境へと導くのが、この機関である。 

 

 一般雇用への統合に関する主な改革は、EPSR（再雇用準備・フォローアップチーム）の設立

であった。EPSRは、ANPE（全国雇用機関）とともにリハビリテーションの全過程において障

害者を支援し、再雇用を助ける役割を担った。EPSRは障害者を雇用できる企業を探し、必要な

職務についてアドバイスし、就職後も定期的に職業的統合の条件を調査する。従って、主な任務

は長期にわたる雇用を探す事である。法は、4名のスタッフから構成される EPSR（公・民いず

れでもよい）を各県に設置することと定めている。 

 

 しかしこの 1975年法では、事業主の雇用義務に関してプロセスだけを重んじる要件は変更さ

れなかった。労働法は、一定比率の職務を 15 日間、障害を持つ労働者のために留保するよう事

業主に義務付け、この間はANPEが紹介する候補者を優先的に考慮すること、とされた。民間企

業の事業主は、定められた雇用率に従うために、職務を選別しなければならなかった。 

 

 この方式の実施結果は期待通りではなかった。この制度の効果的な実施が、企業に対する候補

者の推薦を早急に行うという就職制度に依存しているからである。1975年から1987年までの間、

フランスにおける全労働力への需要が急激に減少し、失業者は 80万人から 270万人に増加、全

労働力の 10％にも上った。この傾向は、ANPEとEPSRに課せられた目標の達成を非常に困難

なものにした。 

 

 成功はしなかったが、この段階のことを語るのは重要である。初めて法により、障害者に適す

るとみなされる職務の選別が企業の責任であること、また、法律制定者の期待通り、その選別に

あたっては、選ばれた従業員の代表と企業医師（labour doctor）が相談にのることが定められた

のである。この制度の欠陥は、就職候補者の障害の種類と技能が事前に決められていたという事
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実にあった。 

 

 

１．２ 1987 年 7 月の法律 

 

 法（1987年 7月10日）は「事業主の経済的な制約を考慮し、彼らを政策に完全に参加させる

とともに、障害を持つ労働者がアクセスできる雇用を創出する機運を高める」という法律制定者

の意欲をあらわしている。 

 

 この法律を貫く哲学は、ビジネスに関し、プロセスの義務から、結果重視の義務への移行であ

る。1987年法に導入された改革は、障害者雇用率の設定、割り当て雇用の受益者の定義、事業主

が雇用義務を果たすための 4つの方法、という 3項目に沿って実施された。 

 

 第 1に、雇用率の設定。公的部門、民間部門ともに、これ以後、従業員の 6％は障害を持つ労

働者を雇用するという義務が科せられた。20人以上の従業員を持つ企業は全てこの法の対象とな

り、複数の事業所を持つ企業には、全ての事業所に個別に適用される。障害者 1人を雇用すると、

障害の種類、年齢、状態の基準により、1単位（unit）、1．5単位、2単位、それ以上、とカウン

トされる。 

 

 第2に、法は雇用義務により誰が受益者となるかに関し、複数の規則を統合した。以下に法的

義務の受益者を示す。 

・ COTOREP等に登録されている、障害を持つ労働者（企業に雇用される障害者とし

て最多数を占めるグループ） 

・ 労災事故、職業病の犠牲者で、回復不能な、能力の部分的欠損（10％以上）がある

者 

・ 障害年金の受給者で、障害により労働能力が減少しており、所得が２／３に減少し

た者 

・ 軍人年金を受給している戦傷者等 

 

 第３に、法は、雇用義務の一部あるいはその全てを単一の方法ではなく、様々な方法により果

たすことを企業に許していること。障害を持つ労働者を雇用する、授産施設と下請け契約を結ぶ

（実際の雇用に換算して、雇用率の 3％までとする）、障害を持つ労働者を雇用するための１年あ

るいは多年にわたるプログラムを実施する、及び、新しい試みとして、AGEFIPH（障害者職業

統合基金）に納付金（拠出金）を支払うこと。この最後の方法は、前述した方法で法的義務が果
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たせない場合にのみ適用される。 

 

 法律により、基金に対する年間の支払いは、未達成の１職務につき、１時間あたりの最低賃金

の 300、400、あるいは500倍(企業の規模により決定)と設定された。これは未達成の1単位につ

き年間 13，000フランから 18，000フランとなる。 

 

 

１．３ 基金 

 

 障害者職業統合基金（AGEFIPH）は 1987年 7月に設立され、1989年から業務を開始した。

その使命は「障害者が一般雇用の場で就職し、あるいは雇用を維持するための財政的支援」と、

法に定められており、以下の 3つの規則に従って活動している。 

 

 第1に、AGEFIPHは国に代わるものではない。その活動は新たなもので、既存の支援に付加

されるものである。実際、AGEFIPHは国の支援を補完し、他機関と共同で資金援助を実施する

ことが多い。 

 

 第 2に、基金の利用に関して、1987年法は以下の 3項目を優先分野と定めた。 

・ 訓練活動に要する特別費用（障害者のための訓練指導員、訓練前の活動等） 

・ 企業革新および研究活動（職場環境に適応） 

・ 障害を持つ労働者を職業・職務へ統合するための、フォローアップに必要な全ての

方策（EPSRの発展、企業に対する障害者雇用の報奨金等） 

 

第 3に、AGEFIPHは民間企業、及び私法律の規定により、政府が運営する機関のみを対象と

する。基金に貢献しない（納付金の支払い義務のない）国および地方政府機関は、AGEFIPHの

活動対象から除外される。ただし、雇用義務を課せられない企業（従業員 20 人未満の企業）に

対して資金援助することは可能である。 

 

基金は国の私法律に規定された協会（この目的で設立された）に管理され、協会の定款は労働

省の認可を受けている。協会は労働組合、事業主団体、全国障害者協会（NGO）の各代表者に加

え、この３団体と国によって任命される有資格者の４分野で構成される理事会を持つ。 

 

従って、国はAGEFIPHの法的会員ではないが、協会は公的機関の監督下にある。実施するプ

ログラム、年間の活動予算及び前年度の会計報告は労働省の認可を受ける。1991 年 9 月に、国
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を代表して会計監査を行う監査官が任命された。 

 

設立当初から、基金の方針を監督・決定する権利と責任は理事会が有していた。会長は理事会

の決定を実行し、協会の運営を指揮する。 

 

 AGEFIPH は各地域に支部を増やし、現在全国に 16 支部ある。1995 年 1 月以降、援助の

90％は地域レベルで、残りの 10％は国のレベルで決められている。 

 

AGEFIPHは、会長の下、3部門に分かれて運営される。地域調整開発局は、理事会が決定し、

国が認可した政策を実施すると共に、支部のネットワークの管理、活動･開発の分析を担当する。

財務･総務局は、財務、人事、コンピュータ関連等の責任を持つ。総監督局は、内部処理事項が支

部に行き渡っているか、および AGEFIPHが支援するプロジェクトが規則に合致したものである

かの確認をする。外部の会計検査部と内部の監査部から構成されている。 

 

 

１．４ 介入プログラム 

 

AGEFIPHは、様々なパートナー団体および障害者のための具体的な解決策を提供する、4種

の介入プログラムを策定した。プログラムの変更は、介入の内容を改善しようという意欲を反映

したものである。「障害者雇用のための 17 の方策（表１）」に焦点を合わせた現在のプログラム

は、1994 年 6 月から実施されている。これは、以前からある 3プログラムおよび他のプロジェ

クト（特に国のプロジェクト）と共に、補完し合いながら発展する事を目指している。これらの

プログラムは、以下に示す 4目標の達成を狙ったものである。 

・ 職業技能の向上 

・ 産業界（事業主、労働組合）の啓発 

・ 統合への道を拡大 

・ 障害者の直面する技術的障壁への対応 

 

これらの目標は別個に考えるものではなく、同時に、あるいは順次に採用することもできる。 
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表1： AGEFIPHによる障害者雇用のための１７の方策 

 

補助金の受益者  

方 策 

企業 障害者 保護的環境 

仲介機関 

（統合･再就職のための 

訓練及び報告機関） 

産業界の啓発     

－情報･啓発 〇   〇 

－企業に対するカウンセリング 〇    

     

障害者の準備     

－職業評価 〇   〇 

－見習契約 〇 〇  〇 

－職場訓練契約 〇 〇  〇 

－治療上の訓練、機能訓練    〇 

－職業訓練 〇 〇  〇 

     

就職と雇用の維持     

－障害者の雇用の維持と再就職 〇    

－活動創設 〇 〇   

－障害者への職業紹介   〇 〇 

－採用報奨金 〇 〇   

     

職場での支援     

－職場適応 〇    

－職場のアクセス改善 〇    

－統合への支援とﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 〇 〇  〇 

     

保護的環境と職場の改善 

－企業への転職 

 

〇 

 

〇 

  

－保護雇用部門と一般雇用 〇 〇   

部門の格差是正     

－職場改善のための助成金 〇   〇 
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 第 1 の目標：雇用に向けた準備 

雇用の準備とは、雇用の成功に必要な技能を習得するための全ての活動である、と捉えられる

べきである。これには、将来のキャリアを決めるための職業指導と評価、治療上の訓練、専門技

能の習得等が含まれる。職業訓練により、訓練センターにおける職場訓練計画や、企業と若年障

害者間の伝統的な契約関係である見習制度の内容が変更される場合が多くある。 

 

1987年法が成立した時、報告書は若年障害者の訓練制度の弱点を強調した。1975年の基本法

では、若年労働者を出来る限り一般教育の場に統合するよう定められたが、訓練校の数は不充分

で、種類も少なく、全国に配置されていない上に、重度障害者には対応していなかった。特に職

業訓練は、障害者のための特別部門に依存していた。職業リハビリテーションセンターが 75 ヵ

所、一般の職業訓練センターが 10ヵ所あると、年間 6,000～8,000人の入所者を迎えて、計 1万

人の訓練生を受け入れることができる。こうして、公共機関の提供する訓練が増加し、統合政策

が開始されることとなった。AGEFIPHは設立当初からこの二つを目標として運営され、その活

動は、国の活動を補完してきた。 

 

 第１に、AGEFIPHは多くの統合訓練、特別訓練、長期失業者に対する国の訓練コース等の増

設を援助した。資金援助は、もともと障害関連の特別費用にあてるという指定があったが、後に

は訓練の増設にも適用された。 

 

 たとえば、AGEFIPH が全国雇用機関（ANPE）と共同で援助することにより、1990年から5

年間で 1 万人以上の障害者が訓練及び職業統合コースを受けた。同様に、1992年に成人職業訓

練協会と契約したことで、1995年には 1，000人近くに一般雇用への道を、2，000～4，000人

の訓練生に訓練を提供することができた。 

 

第 2 に、一般職業訓練及び見習プログラムを設置して、地方における訓練の拡大を目ざした。

これは、AGEFIPHが 1992年 2月に策定した「障害者訓練のための地方プログラム」の目的で

あった。このプログラムは地方協議会と、場合によっては国との契約によるもので、主に失業者、

及び賃金収入のある者を対象とした訓練・再訓練計画である。1995年の場合、465の訓練機関（215

の見習訓練センターを含む）において2，800人の受け入れが可能で、1，400人以上が訓練を開

始したが、このうち400人が見習い生であった。このプログラムは現在8地方で実施されており、

今後段階的に 8地方が追加される予定である。 

 

AGEFIPHの平均資金援助額（採用報奨金を除く）の１／３にあたる12億 9600万ﾌﾗﾝが1990

年から 1996年の雇用準備活動に使われた。AGEFIPH の受益者グループによる 1996 年の評価
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結果は、障害者が訓練に対する資金援助を、低かった資格レベルを上げ、長期的に見ると雇用の

成功という結果につながるとして非常に高く評価していることを示している。キャリア形成と技

術の発展に追いつくことを目的とする、「継続的教育」も重要な役割を果たしているが、これにつ

いては後に雇用の維持の項で述べる。 

 

第 2 の目標：企業及び組合の協力 

一般雇用への統合を果たすためには、ビジネス界の全面的な協力が必要であるが、失業者の増

加する不況時は特にこれが重要となる。管理者、従業員、専門機関の従業員代表者、労働組合等、

経済界につながる全ての関係者が結集しなければならない。 

 

この意味で、AGEFIPH は「情報・啓発」及び「診断・カウンセリング」のキャンペーンを、

以下の 3つの方法で実施している。 

・ 長期的活動：管理者の意識と受容度を高めるための活動。これらの活動は、多くの

場合事業主団体（経営者協会、通商協会、商工会議所等）や関連のネットワーク（障

害者の雇用促進のための地域団体やOHE-PROMETHEE）に委託される。情報・啓

発キャンペーンにおいては、企業訪問、訓練コース、会合、コミュニケーションキ

ャンペーン等の活動に対して資金援助する。 

・ 情報普及・啓発活動：1990年に全国労働組合と契約を結び、労働組合の主導により

意識啓発のための会合や、数日間の訓練コース等を実施している。これらは企業の

保健・安全・労働条件を担当する委員会の代表者、組合代表者あるいは地方・県レ

ベルの組合の指導者を対象としている。 

・ 直接サービス：統合あるいは雇用の維持に関する特別のニーズを持つ企業に、直接

サービスを提供する。診断・カウンセリング計画により、障害者を職場に統合する、

あるいは雇用を維持するための方策を企業に提供する。 

 

以上に述べた活動のほかに、AGEFIPHは大企業と契約する方策を開発し、これらの実施を支

援している。1992年から、St. Gobain、Thomas and Accor等の大企業、プラスティック及び清

掃会社協会、建築組合連盟等と複数年にわたる活動プログラムの契約を結んだ。これは新しい発

展であり、今後強化される予定である。 

 

8 年間の努力の結果、ビジネス界は障害者雇用が必要であることを認識した。しかし、

AGEFIPHの評価によれば、消極的な会社もある。全ての関係者の協力を得ることは、引き続き

優先事項である。 
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第 3 の目標：就職及び雇用の維持 

AGEFIPHの全ての活動は、最大の目標である「障害者の就職と雇用の維持」に対して、直接

的あるいは間接的に貢献している。 

 

就職に対する直接的支援が、資金援助の大きな部分を占めている。公共の援助に付加して、

AGEFIPH が事業主に採用報奨金を支払うことで、障害者の雇用を容易にする計画を 1990年に

策定した。その後採用報奨金は、受益者、労働契約の内容、金額等の面で変更されてきた。現在

では、常用労働者として、あるいは 12ヶ月以上の期間で障害者を雇用する契約を結んだ場合に、

採用報奨金が支払われる。 

 

この計画は所期の目的を達成した。報奨金が支払われる仕事は、ほとんどが常用であり、契約

期間の限定もついていない場合が多い。２／３は、雇用義務のない、従業員２０人未満の企業に

採用されている。また、１／４の事業主が、この報奨金がなければ障害者を雇用しなかっただろ

うと答えている。報奨金はまた、統合にも役立っており、雇用された障害者のうち５５％が、採

用４年後もまだ同じ職についている。 

 

また、障害者が積極的に職を探すことを奨励するために、求職活動をする障害者に一定額の奨

励一時金が支払われる。 

 

直接的な支援に加え、一般労働市場での就職を支援する団体に対する資金援助が増加している。

1989年以来、AGEFIPHは新設の OIP（統合と就職のための機関）の発展に貢献し、EPSRの

再設置に対する資金援助を行った。これら機関が同じ基準で業務を行い、地理的な配置を改善し、

より効果的に活動を調整できるように、1994年、国と AGEFIPHは EPSR及びOIPに関連し

た契約を結んだ。目標は、調和の取れた就職斡旋サービスの提供である。この関連で、1996年は

1億 4千万フランの援助が行われた。全ての県にESPRあるいはOIPが設置され、1997年まで

には両機関に必要な職員が配置される。 

 

保護雇用部門に関しては、1987 年法において、下請け契約を奨励することにより、企業と授

産施設の協力を目指した。1994年の 17項目のプログラムにより、AGEFIPHは保護雇用から一

般雇用への移行に重点をおいた。「授産施設から一般企業への転職計画」に加え、企業と授産施設

（保護工場）双方に「保護部門と一般部門の格差を是正するための方策」を提供した。目標は、

下請けの技術を開発し、生産の質を高め、授産施設で働く労働者の資格を高めることである。 

 

優先項目の 1つに、障害者の雇用の維持があげられる。第二次産業における雇用機会が減少し
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ている時は、解雇の可能性に対して、即座に調停できる方法を用意することが重要である。1994

年に試験的に作られた「雇用維持」策は、このためのもので、障害者となってから、解決策を見

つけるまでの期間の資金援助が可能である。適用が柔軟で、援助額が一定であることから、企業

は雇用の維持に対する個別の解決法を作り、実施することができる。結果は良好で、この方策の

恩恵を受けた障害を持つ労働者の 94％が雇用を維持しており、事業主の 60％近くが、この資金

援助がなければ、その労働者を解雇したであろうと回答している。 

 

雇用維持策の実施は、企業における障害者の受け入れにも貢献しており、健常者とは別の視点

で見られがちな障害者を敬遠する企業の態度を改善するのに役立っている。 

 

起業は、職業において直接統合を果たしたいと願う多くの障害者にとって、実現可能な解決策

である。AGEFIPHの支援は、事業を自分で起こしたい、あるいは事業を引き継ぎたいと思って

いる障害者に対する、物的・技術的支援という形式をとる。上限 5万フランの助成金は、プロジ

ェクトに対する重要な補助収入となる。「事業創出」策は、原則として失業中の障害者を対象にし

ており、年間 2,000あまりの事業を創出している。 

 

第 4 の目標：障害者が直面する障壁の克服 

 公共の資金援助を補完するとともに、事業と訓練に対する独自の支援として、AGEFIPHはし

ばしば障害の克服に対する特別な支援を提供している。この目的は、障害を持つ労働者の自立へ

の支援、あるいは企業に対して障害者の対処法を提供することにより、職業への統合を容易にす

ることである。 

 

 障害者が労働環境で自立するために個別に提供される資金援助には、以下のようなものがある。 

・ 求職者、学生、見習工、訓練生のための、音声合成装置、映像拡大装置、点字判読

装置、触覚による識別装置等の特別な支援機器購入に対する援助。国、社会保障、

その他の公共機関からの資金援助を補完するもので、上限は 5万フラン。 

・ 求職者、個別訓練を受けている者及び１６歳以上の学生のための、手話通訳や秘書

等の臨時の専門職場介助者への報酬。 

・ 雇用されている、あるいは失業中の障害者が仕事をするために必要となる引越し費

用、車の購入費あるいは改造費、交通費の部分的援助。 

 

資金援助は、建物や職場を改修するために企業に支払われる。 

 

職場へのアクセスは、1991年の基本法（7月13日）の主題であり、20人以上の従業員を持つ
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企業に対して、アクセスの要件を職場及び事務所の建物にまで拡大した。AGEFEPHは、法律に

定められた最低条件を超えた部分で必要とされる、建物及び設備の改修を取り扱う。具体的には、

助成金は建物の改修、建物内部の廊下やトイレのアクセスを確保するための改修、及び若年労働

者向け宿舎の室内の改修に使われてきた。 

 

職場の改善は、主な活動のひとつである。方針を積極的に推進するために、1992 年に、一般

雇用部門における職場改善に対する援助を、国から AGEFEPH へ移管することを提案した。ま

た、採用、雇用の維持、OJT、起業に対する支援も提供している。1996年には、2，800人の障

害者が、職場改善による恩恵を受けており、総額は 9,400万フランに上る。なお、このうち 70％

は雇用の維持に関するものであった。 

 

 

１．５ 業績の展望 

 

 創立以来のAGEFEPHの活動に対する分析を、1991年から 1996年を中心に行いたい。 

 

まずは過去 6年間の社会経済環境を背景にして、活動を考えてみる必要がある。雇用、事業活

動に関して、フランスは非常に困難な時期を迎えている。1991年から1993年後半にかけて、農

業以外の職（総計 1380万）のうち、65万が失われた。その後 2年間、所得を伴う職はわずかに

増加したが、1996年には所得のある就労者数（総数 1330万人）は、0．1％減少した。多数の、

長期にわたる失業は、特定の求職者、特に障害者に大きな影響を与えている。 

 

 

資金源 

 資金に関しては、1987 年法が段階的に実施されてきていることを忘れてはならない。雇用率

3％から、1991年以降は 6％が義務化されている。 

 

 1992年以降、雇用義務がある 8万 6200企業のうち、半分が納付金を支払った。 

 

 法の対象となる企業における、雇用率に満たない障害者数に大きな変化はないが、1992年以降

減少しており、1995年は11万 8000人であった。基金の収入は安定しており、1992年以降毎年

16億フラン程度を保っている。 

 

 障害者の雇用義務がある企業の実雇用率は、1995 年（最新の数字）において4．05％であり、
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1991年の 3．76％からみると向上している。 

 

 障害者雇用率の一般的傾向は、以前のデータから考えると良好である。障害者を雇用する義務

のない、従業員 20 人未満の企業における障害者雇用は、この数年間高い数字を示している。過

去 3年間でAGEFIPHが援助した採用報奨金により、6万 5000人の障害者が恩恵を受けた。 

 

資金援助 

 AGEFIPHの介入件数は非常に多くなっている。過去6年間で 39万件、総額で127億フラン

の援助申し込みがあった。職員による審査を経て 35万件が採用され、総額 930万フランが援助

された。 

 

 援助の増加傾向は、各計画により様々である。採用報奨金に対応する採用奨励策は、1991年か

ら1995年にかけて非常に増加した。AGEFIPH理事会はこの計画の継続については審議せずに、

1995年 10月に新たな統合報奨金制度を設定し、75％以上の件数において CIEの公共援助から

助成を受け、1996年現在も奨励策として実施されている。 

 

 統合関連の政策に対する資金援助は、1991 年から 1995 年まで規則的に増加しており、1996

年は 7億 6000 万フランであった。対象分野は、ビジネス界における啓発活動、障害者への職業

紹介（1996年 2億 1500万フラン）、就職後の支援、保護的仕事及び職場改善への助成金等であ

る。 

 

 この時期の援助は、以下の 3分野に対して支払われた。 

・ 40％：事業主、事業主団体等ビジネス界への援助 

・ 35％：障害者への援助 

・ 26％：企業及び障害者が雇用の維持、再訓練、新しい技能の習得、職場適応等に必

要なステップを取れるよう支援する、支援団体への援助 

 

AGEFIPH の受益者である障害者 

6年間で50万人の障害者が AGEFIPHの活動による恩恵を受けた。彼らは 1あるいは複数の

AGEFIPHによる活動の受益者である。このうち15万6000人が統合報奨金の助けにより再就職、

8 万 5000人が再訓練を受け、12 万 3000 人が AGEFIPH の共同援助により訓練を受け、13万

5000人がその他の支援を受けた。 

 

この業績を評価するには、雇用義務のある企業に雇用されている障害者数が 1995 年で 26 万
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6000人であること、1996年末において、11万 1000人の求職者が障害を持ち、COTOREPが審

理中の件数を加えると 13万人近くになる、という事実を知る必要がある。 

 

もちろん、これら全ての業績を AGEFIPH 単独であげたわけではない。国が承認した

AGEFIPH の戦略は、1987 年法を実施するために、公共機関、事業主団体、労働組合の協力に

より推進されてきた。この意味で、各県において統合に関わる全ての部門の協力を推進する PDI

（県統合プログラム）が非常に重要な役割を果している。国及びAGEFIPHは、今後この協力政

策が強化されることを願っている。 

 

 

 

２ ドイツの制度（註） 

 

 

ここでは、ドイツの制度において最も重要かつ基本的な原則について述べる。制度の詳細につ

いては、この会議の資料中にある雇用率・課徴金（compensatory levy）関連の 6カ国の比較対

照表（付表）及びドイツの調査票の別添（訳者註：本書の 138～141頁を参照）に記してある。 

 

ドイツでは、社会の全ての部門が、障害者を社会の進歩から取り残してはいけないという点で

合意している。目標は統合、すなわち、経済・職業生活への可能な限りの完全参加をも含め、社

会生活への参加を目標としている。 

 

社会が障害者をどのように扱うかは、その社会の道徳的な概念を示している。最良の社会への

統合は仕事・職業への統合であることから、ドイツ連邦政府にとって、障害者及び重度障害者の

職業生活（企業、政府機関）への統合は、これまで同様、現在でも重要な課題である。仕事は生

活の糧というだけではなく、積極的な参加のための機会である。経済的に困難な時代にあっても、

この問題が労働市場及び連邦政府の社会政策における中心課題であるのは、このためである。 

 

重度障害者のために仕事を創出・維持するための重要な要素は、雇用率・課徴金制度である。

ドイツにおいてこの制度は、重度障害者のために適切な仕事及び訓練の機会を創出・維持するた

めの方法というだけでなく、他の重要な方策を補完し、相乗効果をもたらすものである。 

 

ドイツの制度は、一文で表される：事業主は、仕事及び訓練機会の一部を重度障害者に割り当
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てる義務があり、この義務を果さない場合は課徴金（調整納付金）を支払うこととする。 

 

（註）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議における、連邦労働社会問題省長

官 Wilhelm Hecker の発表論文「ドイツの雇用率・課徴金制度（”The German system of 

Employment Quotas and Compensatory Levies”）」に基づく。 

 

 

２．１ 制度発展の歴史 

 

重度障害者を雇用する法的義務は、第 1次世界大戦にさかのぼる。戦争の長期化に伴って戦争

の犠牲者数も増加し、財政的援助のみでは十分でないとの認識が高まり、むしろ、できる限り職

業生活へ復帰させることが必要であるとされた。1917年夏、議会は従業員が一定数以上の企業に

対し、50人につき 1人の戦傷者雇用を義務とする事を決定した。 

 

戦争後復員が始まり、重度の負傷者を採用する法的義務がはじめて導入された。この規則に従

い、事業主は 1％の仕事を戦傷者、労災による被害者等、公共の年金や補償金の受給資格者であ

る重度負傷者に割り当てなければならなかった。数年後、雇用率は 2％に引き上げられ、第 2次

世界大戦終了時まで続いた。 

 

民間企業の事業主には、重度負傷者の雇用義務を全部あるいは一部除外される特別のケースも

あり、この場合は、代替として一定金額を支払わなければならなかった。第 2次世界大戦後、雇

用率を達成できない場合に支払う「事業主救済措置」が、各州が定める規則により初めて法的に

規定された。戦傷者数が極めて多いことから、障害者雇用率が 10％に引き上げられたため、これ

は特に重要な意味を持つ。この課徴金が初めて連邦全体で統一的に規定されたのは、1953年の重

度負傷者法によってであった。雇用率未達成の事業主が支払うべき課徴金の額は、すでに当時か

ら論議をよび、月額 25マルクから平均賃金まで様々の提案があったが、1953年、月額 50マル

クで決着した。 

 

重要な次の段階は、20年後の 1974年、重度障害者法の制定から始まった。対象となる障害者

の範囲が、障害の程度及び原因を問わず、全ての障害者に拡大され、同時に、重度障害者の雇用

義務と課徴金の支払いを規定した制度が改定された。 

 

この法により、16 以上のポスト（職位）を有する事業主は、重度障害者の仕事・職業・社会

への統合に貢献することが義務付けられた。この目的を達成するために、6％のポスト及び訓練
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機会を重度障害者に割り当てるという方法が最優先される。この雇用率を達成できない事業主は、

月額100マルクの課徴金を支払わなければならないが、課徴金を支払うことにより、事業主が重

度障害者雇用の義務を免れるわけではないことが明示されている。公共部門の場合も、雇用率を

達成しなければ、課徴金を支払わねばならない。 

 

1974 年法は、社会政策分野における大きな前進であった。特に、これ以後、法の対象となる

障害者の範囲が特定のグループ（戦争の犠牲者等）に制限されず、全ての重度障害者に拡大され

たことは大きな意味を持つ。法は、「重度障害者」とは、障害の程度が 50％以上で、ドイツに住

むあるいはドイツで働いている全ての者、障害の種類・原因は問わない、と定めている。すなわ

ち、先天的障害を持つ者、疾病・交通事故・家庭内あるいは余暇時の事故を原因とする障害を持

つ者、その年齢として変則的とみなされる健康上の特別な機能障害を持つ者全てが法の対象者に

含まれる。なお、この法的保護は、障害の程度が30％以上で、その障害により労働市場あるいは

訓練の場で特別に困難が生じる者にまで拡大される場合もある。 

 

こうした雇用率・課徴金制度の主な特徴は、基本的には変更されていないが、課徴金のレベル

は 1990年に調整され、現在では月額 200マルクとなっている。 

 

 

２．２ 重度障害者を職業生活に統合するドイツの制度 
 

 ドイツの制度における 2本の柱は、雇用率と課徴金である。 

 

事業主の雇用義務 

現行制度の最も重要な柱は、ドイツの事業主に課せられた雇用義務である。前述したように、

ドイツ国内で 16以上のポストを有する事業主は、6％以上のポストを重度障害者に割り当てるこ

とが義務付けられている。この「ポスト」は、労働者や給与所得者だけでなく、役人、判事、訓

練生、職業訓練の目的で採用される者を含む。除外されるポストもあり、例えば週 18 時間未満

のパートタイム職、仕事の性質上あるいは契約による、8週間以内の仕事等は除外される。 

 

雇用率は根拠なく6％と決められたわけではなく、以下に基づいている。ドイツでは、労働年

齢にある重度障害者の総数は約110万人であるが、そのうち就労しているのは 92万5000人程度

で、19万人が失業者である。重度障害者の就職は困難であるため、適用ポストにできる限りマー

ジンを加えようという考えから、必要なポストの総数を130万ポストとした。民間及び公共機関

全てのポストにおける雇用率 6％というのは、この数字に対応している。 
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雇用率は、ドイツ国内全ての行政機関、産業界、企業形態のいかんに関わらず、民間、公共と

もに、全ての事業主に適用される。個別に雇用率を減じる可能性はない。この法は、民間部門と

公共部門、行政機関と産業界、企業形態の違いにより、雇用機会に差はあるとしても、16人以上

の従業員を雇用する全ての事業主は、少なくとも定められた雇用率6％を達成できる立場にある、

という考えに基づいている。 

 

事業主に課せられた雇用義務は、重度障害者の雇用の権利に対応するものではない。従って、

重度障害者は、政府あるいはその他の事業主から雇用・採用を強要されるわけではない。 

 

事業主が重度障害者雇用の義務を果すためには、常勤の仕事を提供する以外に、重度障害者及

びそれに準ずる者に、週 18 時間未満のパートタイム勤務を提供してもよい。また、障害者に対

して在宅作業を提供してもよい。職場の改善が必要な場合や、障害者が訓練の目的で雇用された

場合は、複数人とカウントできる。 

 

失業障害者 19万人という数字は、約 17％の失業率ということになる。全ての事業主が雇用義

務を達成すれば、重度障害者が失業に陥ることはない。しかし、雇用義務のある全ての事業主の

実雇用率は法定の6％には届いておらず4％であり、民間の事業主だけでみると、実雇用率は3.6％

以下である。 

 

重度障害者の失業の原因は複雑である。まず、彼らの特殊な状況を知っておかねばならない。

失業中の重度障害者の約 63％は 50歳以上であるが、失業者全体でみると、50歳以上は 25％に

すぎない。さらに、失業中の重度障害者で 2年以上職のない者は25％であるが、失業者全体でみ

ると 10％である。 

 

雇用率未達成の理由は、提供しようとする職位に適した障害者がかならずしも見つかるわけで

はない、と事業主は反論する。斡旋を受ける際に、計画的に行わず、急に特別の資格を持つ求職

者の紹介を依頼した場合、障害を持つ適格な求職者がすぐに見つからなくても不思議ではない。

しかし、長期的な人事計画を立てれば、このような状況は回避できる。 

 

多くの事業主が、障害者の採用に積極的なわけではない。しかし、障害を持つ労働者にとって

適切な職場を作るために必要とされる調整は、多くの場合ほんの少しでよい。障害を持つ労働者

は作業能力が劣っている、あるいはかならず企業や行政の費用で職場の改善をしなければならな

いのだ、という誤解をしたり、障害者雇用は余分な費用やその他の不都合をもたらす、と恐れて
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いる事業主もいる。これらは根拠のない恐れである。一方、受けることのできる支援（基金の分

配の項で述べる）は多種ある。ただ、多くの場合障害者を雇用できないのは資金不足のためでは

なく、むしろ想像力の欠如によるもので、障害者が仕事をするところを想像できないためである。

情報不足と先入観が、重度障害者の採用にはリスクが伴う（費用的制約が増大し、激しさを増す

競争の時代に、多くの事業主は対処できない）、という考えを生んできた。 

 

連邦労働社会省は、事業主が障害者に対する法的義務を誠実に果すよう、常に呼びかけている。

事業主は、困難な運命に挑戦しなければならない人々に対する義務を認識し、解決策を積極的に

見いだす努力をすべきである。もちろん、実例が示されれば説得力はより高まる。連邦労働社会

省では、現在職員の 10％が重度障害者である。 

 

課徴金 

 ドイツの制度における２番目の柱は、課徴金である。前述したように、定められた雇用義務未

達成の事業主は、未達成の 1ポストにつき月額200マルクの課徴金を支払う法的義務がある。 

 

 この義務は、事業主が障害者を雇用する意志がないのか、あるいは雇用することが出来ないの

か、を問うものではない。要求されている数の障害者が雇用されていないという｢事実｣のみで判

断される。障害を持つ適格な求職者がいない場合や、事業主が厳しい資格要件を適用して、候補

者が職務に適していないと判断した場合でも、課徴金は支払うことになる。 

 

 すべての事業主は、少なくとも定められた6％の重度障害者は雇用できるような状態に、職場、

設備、機械、用具等を整備し、維持することを義務付けられていることも述べておく必要がある。

このために、課徴金基金から財政援助が受けられる。 

 

 制度の完全な理解のために、課徴金の目的を理解しなければならない。課徴金は、職業リハビ

リテーション、あるいは一般のリハビリテーションを目的とした基金集めではないし、強制手段

でもない。課徴金には、2 つの目的がある。障害者を全く、あるいは法定雇用率以下しか雇用し

ていない事業主の、コスト的優位性を減じるためであり、均等化する機能を果している。規定数

の障害者を雇用している事業主には、障害者に許されている通常より多い有給休暇、あるいは障

害による欠勤のために生じる余分なコストがかかっている。課徴金は、財政負担がすべての事業

主に均等になることを保証するものである。一方で、事業主に対し、雇用義務を果すよう説得す

るためのものでもある。したがって、懲罰的な機能も果している。 

 

 この点で、ドイツの法律により雇用義務を課せられている事業主は、重度障害者を雇用するか、
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課徴金を支払うかの選択が許されているわけではない。課徴金の支払いは、雇用義務の代替法と

して認められているわけではないし、課徴金を支払ったからといって、雇用義務が停止される、

あるいは免除されるわけでもない。課徴金の支払いにより、雇用義務を｢まぬがれる｣ことはでき

ない。 

 

 事業主が重度障害を雇用しないこと、あるいは必要数を雇用していないことにより罰せられる

べきケースにおいて、課徴金よりかなり高い罰金が課せられる場合もあるが、これまでに適用さ

れたことはほとんどない。 

 

 

２．３ 基金の分配 
 

 課徴金収入は、雇用義務の達成度を反映するもので、支払われる額が少ないということは、法

の遵守率が高いということである。したがって、1995 年に支払われた課徴金が 100 万マルクを

上回っていたということは、感心すべきことではない。この資金が利用できるという事実だけが、

唯一の利点である。 

 

 基金は連邦政府と地方政府とでほぼ均等に分けられる。約半分が連邦政府に入り、複数の地方

にまたがる、あるいは中央政府による、重度障害者を職業へ統合するための事業に使われる。残

りの半分は地方政府により、地方レベルの事業や、事業主と重度障害者を対象とした個別のサー

ビスに使われる。 

 

 課徴金収入は、重度障害者を、所得を伴う雇用へ統合するという目的のみに使用されなければ

ならない。医療リハビリテーションのためのプログラム、一般的な社会統合プログラム、重度以

外の障害者を対象とするプログラム等、その他のグループを対象とするプログラムには、別の資

金を充当しなければならない。 

 

 所管の機関が管理、手続きをする上で必要な人件費及び資料等の経費に対しても、課徴金を充

当することはできない。 

 

 また、課徴金基金は、助成あるいは補完としてのみに使用される、ということも重要な点であ

る。すなわち、まずは雇用サービスやその他の社会給付機関による資金援助の可能性を考えなけ

ればならない。事業主によって支払われる課徴金は、所管の公共機関の基金を援助したり、不足

額を補うために使用されてはならない。 
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 課徴金から支払われる給付金を受けるのは、事業主、障害者、特別のプログラムや設備を提供

する施設である。 

 

事業主に対する助成金 

事業主に支払われる給付金としては、まず賃金補助があげられる。重度障害者の統合が特に困

難な場合、これを助けるために通常は最長で3年間、費用の80％を上限として支払われる。また、

重度障害者の雇用や訓練機会の創出に対し、事業主に貸付金、あるいは報奨金の形での投資助成

金が支払われることもある。 

 

 事業主に対して、その他以下の項目に助成金が支払われることがある。 

・ 障害者のニーズに合わせた生産設備、機械、用具等の職場改善及び維持 

・ 重度障害者に対する､パートタイム雇用の創出 

・ 職場及び訓練の場に、必要な支援機器の設置 

・ 適切な職務の雇用（可能なら常用雇用）を可能にする、容易にする、あるいは保障

するための、その他の方策 

 

 最後に、特定障害分野の障害者を雇用することで、特別の努力をしている事業主に対する助成

金がある。視覚障害をもつ労働者の読み取り支援機器の費用等がこれに含まれる。 

 

重度障害者に対する助成金 

 必要に応じて、重度障害を持つ当事者にも様々な助成金が支給される。主なものは以下のとお

り。 

・ 就労支援機器の購入、メンテナンス、修理に対する援助 

・ 通勤費補助：障害に合わせて改造した車の購入に対する特別助成金も含まれる 

・ 経済的自立のための援助：自分の事業をおこすための助成金 

・ 障害に合わせた住居の購入、改修、メンテナンスに対する助成金 

・ 職業資格、技能を取得し、向上させるためのプログラムへの参加（職業紹介機関等

の資金援助を受けていない場合）に対する助成金 

 

施設に対する助成金  

 特定のプログラム及び設備を提供する施設に対して、以下の助成金がある。 

・ ｢精神・社会｣サービス費用の支払いのための助成金：このサービスは、公的なもの

ではないが、公的機関の依頼による場合もあり、職業・仕事関連の支援及びカウン
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セリングを、特に精神障害者に対して提供するものである 

・ 情報、訓練、教育の提供及び情報誌、情報提供のための行事に対する資金援助 

・ 障害者を職業生活に統合することを目的とした施設の設立、増築、設備設置、改善

（特に障害者の作業所及び宿泊施設等）に対する助成金。1995年には、この目的の

ために、課徴金収入の連邦政府分から 1億 4000万マルクが当てられた 

 

 

２．４ 補完的な統合の方法 

 

 雇用義務と課徴金を組み合わせたドイツの制度について述べてきたが、これが障害者を職業生

活に統合する唯一の手段というわけではない。以下に述べるような他の方法と連携して、はじめ

て効果をあげるものである。 

・ 障害者のための専門的なキャリアガイダンス及び職業相談。 

・ 公共の資金による障害者のための総合教育プログラム。市場経済においては、技能

訓練が障害者を統合するための最も重要な要素であるため、必要に応じて、専門の

職業リハビリテーション施設で提供する。 

・ 障害者の職業への統合に必要な場合は、公共の基金からの援助。 

・ 採用後 6ヶ月を経過した重度障害者の解雇に対する特別の保護。 

・ 特別に選出された代表者による、企業あるいは政府機関における重度障害者の利益

代表制度。 

・ 障害者は、能力とニーズに適した仕事が提供されれば、健常者と同様に有能に働け

ることを認識させるための、情報提供と啓発活動。 

 

 この最後の項目に関して、ドイツの経験を紹介した 2種類の出版物がある。連邦雇用サービス

による出版物と、統合の成功例2000以上の記録を集めて記載している REHADATである。両方

とも、英語版も出版されている。 

 

 

２．５ 結論 

 

 近年におけるドイツの障害者政策は、前向きに推進されている。 

 

 1995年末において、ドイツでは 650万人が重度障害者と認定されており、これは人口の約8％

である。このうち110万人は一般労働市場で働くことが可能な者で、一般雇用を得ているのは 92
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万 5000人である。ドイツにおける重度障害者雇用のレベルはかなり高く、雇用と職業生活へさ

らなる統合を進めるための現存の方法は成功しているといえる。 

 

 この成功には、ドイツの雇用率・課徴金制度が特に寄与している、と広く認められている。こ

の制度がなければ、かなり多くの重度障害者が失業状態に陥るであろう。制度における特定の要

素（雇用率の数字、課徴金の額等）が、しばしば政治的な論議の対象となることはあっても、ド

イツでは現在この制度に代わる現実的な制度を見つけられない理由はここにある。 

 

 しかし、一般社会全体が認識しようとしない限り、この党派を超えた共通認識も、障害者施策

を推進することはできない。障害者の置かれた状況を改善するためには、健常者の認識を改めな

ければならない。政府や政策には、機会均等化に向けた枠組みを作ることしかできない。決定的

な要素は、人々が日常生活において、実際に障害者とどのように接するか、である。障害者とと

もに暮らすことは、障害者から学ぶことである。仕事への統合は、実現への重要な一歩であり、

連帯責任とヒューマニティーにおいて不可欠な要素である。ドイツ連邦のワイツゼッカー前大統

領はこのように述べた。「私たちが学ぶべきことは決して容易ではないが、しかし、単純で、しか

も明確である。違っていることは正常なのだ」。 

 

 

 

３ ポーランドの制度 

 

 

３．１ 障害者施策：歴史的背景（註） 

 

 ポーランドにおける職業リハビリテーションは、第 2次世界大戦後、傷痍軍人及び一般戦傷者

のための職業訓練センターにおける短期コース、一般の企業における雇用及び新たに設立された

障害者のための協同組合と共に発展した。 

 

 1950年から、地域レベルの職業リハビリテーション指導員が、職業準備における重要な役割を

果すようになった。1954年からは、2～3人の医師及び社会保障機関の代表者 1人により構成さ

れる地域及び県レベルの「障害者及び雇用のための医療委員会」が、障害年金の受給、職業リハ

ビリテーションの受講、及びリハビリテーション助成金の受給基準を決定する目的で、障害の認

定証を発行している。 
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（註）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議における、労働社会政策省長官、

障害者全権大使である Adam Gwara の発表論文「障害者の法律及び歴史的背景(Legislation, 

laws on the disabled and their historical background)」に基づく。 

 

 

障害者のための協同組合 

 一般的には、障害者のために特別に設立された協同組合での就労が、最も優れた解決策である

と認識されていた。障害者の経済力を高め、雇用の率を高める目的で、1949年に障害者中央協同

組合が設立された。1954年までに、計338ヵ所の協同組合で7万3000人の障害者が雇用された。

1988年には、422ヵ所の協同組合が19万人の障害者を雇用した。協同組合における障害者従業

員の比率は様々である。1970年代に定められた規定によれば、協同組合は県知事が定める雇用基

準指数に適合していなければならないとされ、協同組合毎のばらつきはあってもよいが、県内に

おけるすべての協同組合の平均は 70％であった。 

 

 設立当初から、リハビリテーション目的と経済的目標を合わせた障害者の協同組合という形が、

ポーランド型リハビリテーションの特徴であった。リハビリテーション部と外来患者用クリニッ

クにおいて、外科医、臨床心理医、ソーシャルアシスタント、訓練員、職業評価専門家、手話通

訳者等が雇われた。療養所、リハビリテーションセンター､余暇センターの経営や、独自の科学的

研究プロジェクトは、リハビリテーションの理論的基礎を築く一助となった。協同組合は、知的

障害、精神障害、視覚障害、重度の運動障害を持つ人々の雇用に対して、中心的役割を果した。 

 

 1960年、職業リハビリテーションの責任は、労働省から、名称変更した保健社会保護省へと移

管された。協同組合のモデルには、基本的な変更はなかった。協同組合は、就労者に対して医療

及びリハビリテーションを提供することが義務づけられていた。特定の製品を独占的に製造する

権利、税の免除、その他の義務の免除等を含む、経済的支援措置があった。年を経るにつれ（1967

年、1973年、1985年）、協同組合の任務は増加し、特別の労働条件を必要とする障害者の保護工

場の設立、職業講習(特に若年者向け)の実施等も加わった。 

 

 障害者協同組合連合（1980 年以降は中央障害者協同組合連合及び中央視覚障害者協同組合連

合）が、運営原則、基準、任務、諸手続き（広範囲のリハビリテーションを提供し、中央リハビ

リテーション基金を分配する等）を決定することとなった。ポーランド障害者連盟（聴覚障害者

連合、老齢者・障害年金受給者・障害者連合、傷痍軍人連合、視覚障害軍人連合及び障害防止協

会）も、協同組合を支援すると共に、独自の製造工場を運営し、障害者のためのキャンペーンを
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実施して、保護制度に大きな影響を与えた。 

 

一般雇用 

 1967年 5 月の重要な法律は、障害者雇用計画に関する大臣協議会令である。これは、障害者

の健康を損ねずに平均的作業能率を上げられるようなポストに障害者を雇用し、作業ワークショ

ップを実施する一般企業の義務を定めた(しかし、基準となる雇用率は規定されなかった)。この

目的を達成するために、従業員 500人以上の事業主に対し、障害を持つ労働者のための雇用・リ

ハビリテーション委員会を企業内に設置することが義務付けられた。 

 

1980年代後半には、一般企業で雇用されている障害をもつ従業員は 60万人程度であったと推

定されている。しかし、通常事業主は作業能力の高い者を雇用しようとし、重度障害者の雇用を

避ける傾向にあったため、より重度の障害者は分離され、協同組合での就労に集中する結果とな

った。 

 

社会的背景 

過去を振り返ると、分離制度で満足していたことで、障害者を社会から隔絶する結果を生んで

いたことがわかる。障害者は協同組合の中で問題の解決をはかろうとし、社会は障害者の存在を

認識しなくなっていた。 

 

1989 年まで、障害者に関するその他の問題に気づいていなかったという事実が、状況をいっ

そう悪くしていた。街並、家屋、公共の建物は、移動障害のある者のニーズをまったく考慮せず

につくられたため、教育・文化施設、オフィス、商店等ほとんどの施設はアクセスが悪いという

状況が生じた。教育施設や学校のアクセスが悪い状態が長年続いた結果、ほとんどの障害者の教

育レベルは低く、職業技能は単純作業ができる程度でしかなかった。障害者のニーズにあわない

アパート、バリアの多い道路、アクセスの悪い公共交通等が、障害者をいっそう隔絶に追いやっ

ていた。障害は社会主義時代のプロパガンダには不向きであり、関係当局はそんな状況を利用し

ていた。障害者問題について議論されることはなく、メディアはこの問題を注意深く避けていた。 

 

リハビリテーションﾝの理論的基礎は、逆にこの時代に大きな発展をとげた。Wiktor Dega 教

授、Marian Weiss教授、Aleksander Hulek教授等数人の著名な人々により、ポーランド国内よ

りむしろ国際的に知られている「ポーランド型」制度は、この時期に生まれた。 

 

1989 年以降の変化 

1989年 12月、雇用法のもとに、職業リハビリテーションの責任の一部（職業指導及び職業紹
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介）が、労働社会政策省に移管された。1990年、中央障害者協同組合連合、中央視覚障害者協同

組合連合を含む全ての協同組合本部が解散され、1991年には高齢・傷痍軍人・障害者連合（1982

年に、国連障害者年に合わせ、議会決議の実施を監査する機関として設立されたもの）が解散さ

れた。 

 

経済制度の変革により、多くの企業が倒産し、一般の企業における雇用は減少した。多くの障

害者が職を失い、あるいは早期引退を強制され、障害年金あるいは老齢年金の受給者となった。

自由市場経済における新たな経済条件での経営に対する準備がまったく整っていなかったため、

協同組合は特に大きな打撃を受けた。これら全ての変化に伴い、法に規定されていた職業及び社

会リハビリテーション関連の制度はすべて廃止された。 

 

より一貫性のある、先進的なリハビリテーションと統合へのアプローチにむけての法的ステッ

プを以下に示す。 

・ 1991年 5月 9日の障害者雇用・職業リハビリテーション法は、労働市場における雇

用機会の平等を目的とし、障害者問題の解決における中心的役割を障害者全権大使、

国務大臣、労働省にゆだね、職業、医療及び社会リハビリテーション関連活動を支

援する基金を集める、全国障害者リハビリテーション基金の設立を定めている。 

・ 1991年 9月 7日法は、障害児、若年障害者のための特殊学校及び教育センター制度

を定めている。 

・ 1994年 8月 19日法は、精神障害者の権利保護に関する法である。 

・ 1994年 7月 7日法は、障害者のために建物・施設のアクセス規則を定めている。 

・ 1990年 11月29日に改定された社会支援に関する法は、困難な生活環境に対して支

払われる各種の補助金の可能性について定めている。 

 

障害者全権大使の主な責務は、雇用、リハビリテーション、就労条件に関する国の政策の立案、

障害者の社会・雇用状況の分析・公表、プログラムの開発、雇用・リハビリテーション・生活水

準基準の規範を定める法のレビュー、障害者施設・機関で働く職員の研修プログラムの開発、地

域雇用リハビリテーションセンターの仕事内容の監督、及び全国障害者リハビリテーション基金

を管理する管理委員会会長の任務である。 

 

1996 年に法制度が再検討され、障害者のニーズにどこまで対応するかが評価され、新たな法

律が現在（この会議中）草案されている（註）。これにより、障害者の機会均等（特に職業活動及

び労働市場における地位）のための制度は維持され、強化されることとなった。 
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現在ポーランドには 450万人の障害者がおり（総人口の 14％以上）、中央統計局は 2010年ま

でには600万人に増加すると予測している。障害の原因は変化し、複雑化している。しかし、現

代文明のもたらす疾病の脅威、保健・医療ケア推進の遅れ、労働条件の厳しさ、交通事故、保健

知識の低さ、健康の重要さに対する関心の低さ等は徐々に改善されつつあるので、今後は障害者

数の増加は押えられるであろう。 

 

（註）障害者職業・社会リハビリテーション法は、1997年 8月 27日、ポーランド議会で採択された。

3．10追記参照。 

 

 

３．２ 障害者リハビリテーションのための全国基金（註） 

 

1991 年の障害者雇用・職業リハビリテーション法 

 1991年 5 月 9日の障害者雇用・職業リハビリテーション法は、事業主の障害者雇用に関する

義務と権利を規定し、職業紹介、障害者全権大使の設置、全国障害者リハビリテーション基金の

設立を定めた。 

この法における規則は、フランス及びドイツの制度を参考にしており、全ての事業主は 6％以

上の障害者を雇用すべきであるという前提に基づいている。 

 

（註）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議における、全国障害者リハビリテ

ーション基金理事長Roman Sroczynskiの発表論文「ポーランドにおける基金の活動のレヴュ

ー(Review of the Fund’s Activities in Poland)」に基づく。 

 

 

３．３ 基金への支払い 

 

義務付けられている6％の障害者雇用を達成していない対象事業主は、必要とされる雇用数（常

用雇用ポスト）と実際に雇用している数の差について、全国障害者リハビリテーション基金に毎

月定められた額を納付しなければならない（註１）。1996 年 11 月に事業主が支払った金額は

189US＄、12月は 200US$であった。 

 

 保護就労企業の場合も、免税額の 10％を基金へ納付する。税の減免措置は、40％以上の従業員

が障害者であり、適切な労働条件及び医療・リハビリテーション措置が提供されるような保護就

労企業の設立を奨励するために実施されてきた。保護就労企業は、おもに、障害のために一般労
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働市場での雇用が不可能な人々のためにある。 

 

従業員総数が 50人以下の企業（註２）、及び国あるいは地方政府が暫定的に出資している機関

は、基金への支払いが免除される。1996 年、1万 4000人以上の事業主及び約 1500の保護就労

企業に対し、支払い義務が適用された。 

 

基金への支払いは、納税条項により規定されており、国庫金会計監査事務所が納付を管理し、

全国障害者リハビリテーション基金等の特別基金への支払いを監査する。事業主の事業に対する

監査結果は、基金に送られる。 

 

支払い義務を怠った、あるいは滞納した事業主に対しては、行政訴訟手続令により、基金が支

払い義務立証の手続をとる。基金には訴状発行の権利があり、債務者に追徴金の支払い通告をせ

ずに、税務署に収税吏を送るよう指示できる。これをもとに、収税吏は債務者の銀行口座及び動

産を差し押さえる。執行吏の助けにより、不動産の差し押さえも可能である。このように、基金

は裁判所の判決なしに納付金を集めることができ、効果をあげている。 

 

6％の障害者雇用を達成しなかった場合、事業主には 2種の選択肢が与えられている。第 1に、

複数にカウントされる、より重度の障害（てんかん、言語障害、視覚障害、聴覚・言語障害、精

神障害）を持つ者を雇用すること。第 2に、保護就労企業の生産する製品やサービスを購入する

こと。ポーランドの市場において、これらの製品やサービスは品質、価格両面において競争力を

つけてきているため、事業主はこの保護就労企業への協力という形式に、非常に興味を持ってき

ている。この結果、この部分の基金収入は減少しており、1995年は1億260万7千US$であっ

たが、1996年は 1億 200万 2千US$であった。 

 

一方、全従業員の6%以上障害者を雇用している事業主は、実雇用率と同率の税を免除される。

50%以上であれば、事業主は所得税が免除される。税の減免による資金の半分は企業が保有し、

残りの半分は基金に入る。 

 

その他、国庫予算からの補助金、寄付金、経済活動による収入等がある。しかし、現在までの

ところ事業主からの納付金収入が基金の90%近くを占めており、約 10%が自前の収入（主に使用

目的のない現金の運用）である。 

 

（註１）納付義務が生じた場合は、事業主は翌月の２０日までに基金に支払い、金額を記載した書類

に銀行振込確認証のコピーを添付する。これはコンピュータに入力され、納付金額及び支払



― 50 ― 

いの記録が追跡できるようになっている。 

（註２）1997年 8月 27日の障害者職業・社会リハビリテーション及び雇用法により、25人以下とな

った。 

 

 

３．４ 基金の目的 

 

法の規定により、基金の財源は障害者の職業・社会・医療リハビリテーションに分配されるが、

主な目的は以下の通り。 

・ 障害者のための新たな仕事の創出及び既存の仕事への適応 

・ 訓練及び再訓練 

・ リハビリテーション施設の建設及び改修 

・ 活動療法ワークショップの設立及び運営 

・ リハビリテーション及び社会制度の整備 

・ 保護就労企業の銀行ローンの利子に対する助成 

・ 障害者への交通保険割引に対する補償 

 

「主な」分配目的としたのは、他の目的にも使用可能であることを意味している。設立当初か

ら、基金は法に定められた項目以外にも多くの目的に資金援助してきた。 

 

基金が助成している他の項目は以下の通り。 

・ 公共施設の建築上の障壁除去 

・ 障害者の交通機関やアパートの改善 

・ リハビリテーションを目的とした一定期間の滞在（医療・社会リハビリテーション

を兼ねた積極的な休養） 

・ 障害者のニーズに合わせた公共交通機関、地域の交通機関 

 

公表されているプロジェクトのもとに、職業活動の助けとなるもの（乗用車、コンピュータ、

アパートの改修等）の購入費に対して、基金は障害者にローンを提供する。また、地方や小都市

における新たな仕事の創出を奨励し、資金援助すること、障害者に対する補装具や医療補助具を

無料提供している保健省の不足分を援助することに加えて、非営利の臨時雇用機関のネットワー

クを通して、障害者に支援機器やリハビリテーション機器を提供する制度を支援している。 

 

基金運営の最初の 1年半は、基金集めの期間であったといえる。この時期、支出は収入の約 25%
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であった。基金の利用率が非常に少なかったのは、事業主が障害者の仕事創出に対して十分な理

解を持っていなかったためである。もう 1つの重要な理由は、法を実施するために設立された基

金やその他の機関が実際に組織されたのが、法の施行後であったためである。 

 

必要な準備期間を経ずに法が施行されたという事実が、事業開始後 5年以上もの間、基金をよ

り効果的に利用し、管理するために諸機関の規則・手続が変更され続けた理由を示している。全

ての分配目的が規則や手続の中に含まれ、基金の受益者にも理解されたのは最近であることを認

めざるを得ない。 

 

法に規定された基金の「主な」分配目的のリストに加え、基金の余剰金はローンの拡大、企業

との関係強化、社債の購入、廃止の恐れがある障害者の職務の維持、及び青少年の職業・社会・

医療リハビリテーションのために使用してもよいという条項がある。最後の 2項目は、1995年8

月の議会で法に加えられたが、これは前年に基金が実施したことの法的確認である。 

 

基金からの助成を申請できるのは、以下の者である。 

事業主：障害者に仕事を提供しようとする者であれば、地位や活動の範囲は問わない。失業中

の障害者に新たな仕事を作るために要するコスト、あるいは既存の仕事の整備に要する費用がそ

の職務の平均賃金の30倍を上限とする補償を必要とする場合。現在、これは約1万2000US$で

ある。これに加え、事業主は 18 ヶ月間、職業紹介所から紹介された障害者の賃金補償（約

400US$の国民平均賃金を上限とする）及び社会保険掛け金の補償を受ける資格がある。なお、

事業主は、障害者をこのポストに 3年以上雇用する義務がある。 

 

保護就労企業、政府及び地方政府機関、NGO：障害者のための業務を行っている場合は、以

下の助成金を受けることができる。 

a. 職業・医療・社会リハビリテーションに要する設備の建設及び改善 

b. 活動治療ワークショップの設立及び運営 

c. リハビリテーション及び社会のインフラ整備 

d. 公共施設、障害者の居住する建物、道路の障壁の除去 

 

障害者：基金の出資による訓練や再訓練コース、事業開始のためのローン、一定期間の休養・

リハビリテーションのための滞在（大部分を基金が援助する）、アパートの障壁除去、職業の推進

を支援する特定プロジェクトにおけるローン。 

 

保護就労企業：上述した目的のほかに、障害者の雇用を維持するために、(a)銀行ローンの利子
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に対する補助、及び(b)知的障害、精神障害を持つ従業員の賃金に対する助成金を申請できる。基

金の余剰資金（主として投資プロジェクト）からの優遇利子によるローンや、廃止の恐れがある

障害を持つ従業員の職務を維持するための援助も申請できる。 

 

障害を持つ従業員の作業能力が低いことと、医療・社会リハビリテーションを提供するという

要件があることから、経済活動コストが通常より高くなる、という保護就労企業の運営に関わる

特殊な状況を理解した法の策定者は、これらの企業に対して、所得税及び給与税を国庫に納める

義務を免除した。保護就労企業は、免税金額の90％をリハビリテーション資金にまわし、残りの

10%を全国障害者リハビリテーション基金に移管する。この他、保護就労企業は財務省が定める、

より有利な付加価値税関連の規則の対象となっている。1996年以降、保護就労企業から基金に支

払われた付加価値税の余剰金は、これらの事業主に対する助成に使われている。 

 

 

３．５ 基金の活動と資金の分配 

 

 基金から資金援助を受けている障害者のための数多くの活動が、すでに多くの目に見える結果

を生んでいる。 

 

 1991～1996年において、基金の裁量で動かせる資金の総額は15億 2000万US$であった。こ

の期間、基金は法に規定された多くの活動に必要なコストに対する援助として、約 12億 US$を

支出した。基金の資金は以下のように使われる。  

 

仕事の創出：1992年から 1996年において、事業主が障害者のために提供した新しい仕事は7

万 1600件（1996年は 1万 7800件）で、障害を持つ従業員の賃金及び社会保険料支払いに対す

る補助金（一般雇用及び保護雇用）として支出した額は 4億 5600万US$にのぼる。 

 

 訓練・再訓練：1992年から1996年において、1万1300人の障害者に提供（1996年の訓練コ

ース修了者は 1000人）、総計 200万US$（1996年は 20万US$）であった。 

 

 活動療法作業所：就労に適さない障害者のための活動療法作業所を利用した障害者の数は約

7000人であった。1992年以降、作業所の設立及び運営に対する資金援助（1996年で50ヵ所）

として基金が支出した額は4950万US$（1996年は 2320万US$）であった。現在、新たに 12

の作業所（入所者数計 350人以上）が設立中である。 
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 建物の障壁除去：公共の建物及び障害者のアパートにおける障壁除去のために、基金は 1993

年から 1996年までで 1億 820万 US$（1996年で 2440万 US$）を割り当てたが、この部門の

需要は非常に大きい。 

 

 1991年法（5月 9日）に規定された業務を実施するために設立された、地域障害者雇用リハビ

リテーションセンターの業務遂行のために、基金は一定の金額を割り当てている。センターの運

営は、地方労働局（特別行政機関）の組織内の業務となる。 

 

 法に規定されたその他の業務については、基金本部が直接財務管理を行う。 

 

 

３．６ 助成金の主な受益者 

 

保護就労企業 

 基金は保護就労企業に対し、以下の助成金を提供する。 

・ 知的及び精神障害を持つ従業員の賃金補助：1992年から 1996 年における助成金総

額は 5800万 US$（1996年は 1万 4500 人、1550万 US$）であった。従業員 1人

あたり 1カ月の助成金額は、国の最低賃金に当人の社会保険料の75％を加えた額で

ある。例えば、1996年 12月における常勤職 1件に対する助成金は、102US$である。 

・ 銀行ローンの利子の 50％：1992 年から 1996 年の総額は約 4900US$にのぼった

（1996年は 1950万US$）。 

・ 廃止の恐れがある職の維持：89人に対して 1600万US$。 

・ 医療・余暇施設整備及びリハビリテーション・医療機器の追加購入：1994年から1996

年だけで、助成金総額は 1100万US$。 

・ 障害者の低い作業能率に起因する生産性及び定期サービスの減少による収益不足の

補償、資金投入に対する部分的補償、資金の流動性を維持するためのつなぎ融資、

及び銀行ローンと基金が提供したローンの返済に対する助成金：1996年に保護就労

企業から基金に支払われた付加価値税の余剰金を使った助成総額は 4040万 US$に

のぼる。 

 

保護就労企業に対する国の財政政策及に加えて、基金からも財政援助が得られることから、保

護就労事業に興味を示す事業主が増大した。1992 年には、560 事業所、障害を持つ従業員数 8

万 700人であったが、1995年には 1360 事業所、10万 5000人となった。1997年 2月 15日現

在、1800人の事業主が約 14万人の障害を持つ従業員を雇用している。 
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ヘルスケア施設 

 サービスの向上及び活動範囲（特にリハビリテーションサービス）の拡大のために、基金はヘ

ルスケア施設に総額 5000万US$の財政援助を行った。このうち、 

・ 2500万US$以上を、ヘルスケア施設のプロジェクト拡大・向上及びリハビリテーシ

ョン・医療機器提供のためと指定した。 

・ 約 2500 万 US$を、障害者のための義肢装具、リハビリテーション機器、医療用補

助具提供を促進するためと指定した。 

 

職業及び社会リハビリテーション提供施設 

 中央機関、地方行政機関及び文化・教育施設は、過去 3年間で障害者の職業及び社会リハビリ

テーションのために、基金から 1700万US$以上の交付を受けた。 

  

NGO 

 障害者のための広範な活動（医療ケア、教育）及び指定基金等の責任を担う中央及び地方行政

機関に加え、ポーランドでは多くの NGOが障害者と施設の仲介役を果たしている。約4500の

協会、連合、基金が、特定の障害グループを支援する活動を行っている。ポーランド視覚障害者

連合、ポーランド聴覚障害者連合、ポーランド知的障害者協会、障害防止協会等である。これら

団体の多くは数十年の歴史を持ち、国際的にも活躍している。 

 

 多くの場合、これら団体の活動に対する自己資金は少なく、中央及び地方行政機関からの資金

は不充分なことが多いため、基金は可能な限りの支援を行っている。1994年から1996年に基金

がNGOに対して提供した助成金総額は、3600万US$以上である。 

 

障害者に対する短期リハビリテーション滞在 

 基金は1993年以降、一定期間のリハビリテーション・休養滞在費用の一部を援助しているが、

障害者は基金が対応できる範囲以上に、この形式のリハビリテーションに興味を示している。現

在までに基金は4100万US$を支出し、33万人（1996年は14万 1000人）の障害者及び介助者

が 2週間の滞在に参加するのを支援した。 

 

 1995年 8月、1991年法（5月 9日）に補足条項が追加され、基金の指定余剰金は児童及び若

年者のための職業・医療・社会リハビリテーションを対象とできるようになった。1996年の助成

金は 630万US$にのぼったが、この分野のニーズはこれよりずっと大きい。 
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交通プロジェクト 

 ポーランドにおける基本的な問題は、公共交通が障害者にとって不親切なことである。医療・

リハビリテーションセンターや職場への通勤が不可能なために、就労が妨げられていることが多

い。この点を改善するために、基金は低床バス等アクセスの良い都市の公共交通機関の購入及び

保護就労企業や障害者施設で通勤に使用したり、リハビリテーションセンターや活動療法作業所

が使用するミニバスの購入資金を援助している。過去5年間で 600 台以上の低床都市バスｽ及び

700台のミニバス購入の資金援助、受注、つなぎ融資を行った。1995年及び 1996年に基金が交

通プロジェクトに対して支出した金額は、2530万US$である。 

 

「政府の行動計画」における省庁及び中央機関 

 障害者のための「政府の行動計画」において規定されている省庁及び中央機関の任務に対して

も、基金はつなぎ融資を行っている。この行動計画は 3年以上実施されてきたが、省庁及び中央

機関が計画を実現するのを支援するために、基金は現在までに 1540万US$を支出した。 

 

 

３．７ 優先的融資 

 

 コスト補償及び助成金に加え、基金の集めた資金は優先的融資にも使われる。 

 

 保護就労企業は 1991年から 1996年までに 943件(1996年：８1件)の融資を受け（主な対象

は投資プロジェクト）、総額 1億 7000万US$(1996年：2970万US$)であった。 

 

 地域の雇用サービスは、1992年から1996年までに6000件以上の障害者による起業に対して

総額 2870US$(1996年：1500件、930万US$)の融資をおこなった。 

 

 基金が発表し、実施した指定プログラムのもとで、1 万 6200 人が総額 6560 万 US$の融資を

受けた。これらは特定個人を対象とした、職業活動及び教育課程を支援するプログラムである。

融資の対象者は、自家用車やコンピュータの購入、教育・外国語学習の学費支払い、居住場所の

改修あるいは転居をした者である。これらのプログラムの人気は非常に高く、基金の支援範囲を

超えている。 

 

 特に失業率の高い 3 地方の小さな町や村に住む者のために、1995年に特別の指定プログラム

が開始された。障害を持つ労働者のために仕事を創出した事業主、あるいは起業した障害者は、

優先的に融資が受けられる。1996年末までに、このプログラムのもとに106件、総額130万US$の
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融資が行われ、その結果１８０の仕事が創出された。最近このプログラムは拡大され、新たに 9

地方が追加された。 

 

 

３．８ 全国障害者リハビリテーション基金の運営 

 

 基金の組織は、管理委員会及び理事会から成る。 

 

 管理委員会の会長は障害者全権大使が務め、6名の委員の任命・解任は労働社会政策省が行う。 

 管理委員会の責任は以下の通り。 

a. 基金の事業計画及び財務計画案の採択 

b. 基金の資金援助を受ける事業の基準を決定 

c. 理事会の融資申請の承認 

d. 理事会活動の管理と評価 

e. 理事会が提出する年次活動報告の承認 

 

 理事会は理事長と 2名の副理事長から成り、理事長の任命・解任は障害者全権大使の提案に従

って、労働社会政策省が行う。 

 理事会の責任は以下の通り。 

a. 基金の事業計画及び財務計画案の作成 

b. 資金援助対象事業の選択 

c. 管理委員会の予算以外の財務管理 

d. 基金の資金による融資の利用内容の監視 

e. 活動報告を管理委員会に提出 

f. 基金の職員の採用及び仕事内容、給与条件の決定 

 

 毎年基金は財務計画を策定し、これは国家予算の付則として添付される。財務計画及び実施報

告書は、議会の社会財務政策委員会の監査を受ける。 

 

 また、全国障害者リハビリテーション基金は指定基金の運営機関として、毎年国の上級監査機

関の監査を受ける。 

 

 基金の主な組織として、ワルシャワの本部及び地方支部がある。本部は組織関係の業務及び基

金の活動の調整をおこない、直接業務及び支部の業務の管理を行う。基金の運営コストは収入で



― 57 ― 

まかなうことになっており、1996年末で 3470万US$、総収入の 2.3%であった。 

 

 理事会のメンバーは局を担当する。 

a. 理事長直轄局 

b. 経済・財務局（副理事長担当） 

c. 運営・地方業務局（副理事長担当） 

  

 各局には、部長、課長、係長が置かれる。本部には独立ポストである顧問及び個別の問題ごと

に会長代理を置くことができる。 

 

 現在本部に 417人、地方支部に 157人（総計574人）の職員がいるが、うち8.5%が障害者で

ある。本部の職員数は据え置き、支部の職員数を増やす計画である。 

 

 支部は、管轄地域内の団体が基金を正しく利用しているかを監視し、障害者の雇用やリハビリ

テーションサービス及び地方政府や障害者団体に協力する上で、仕事の創出と障害者の専門的活

動に特に力を入れている。支部の職員は、雇用サービスを通して全国障害者リハビリテーション

基金から受けた資金が正しく利用されているかを監査し、障害者のニーズの把握に努め、関係

NGOとの接触をはかる。 

 

 基金の資金援助を申請する団体は、財務手続きに従って、まず支部に申請する。1996年 7月、

財務の決定権を分散化する第一段階として、基金の理事会は、厳密に規定された範囲内での財務

の決定権を支部に与えた。申請は支部で完成され、審査された後、本部の担当部に送られ、ここ

で法律に規定された正式な手続きを経てから理事会に提出され、決定される。申請を審査する際

には、申請者が既に基金の資金を利用したことがあるか、その場合には規定どおりに利用し、期

間内に決済したかについて、特に注意しなければならない。 

 

 保護就労企業に対する財政援助のより効果的な形態を探すために、基金は 1996 年に、一般市

場より有利な条件で設備や機器類をリースする会社を設立した。これは、リースサービスが増え

れば、基金の保護就労企業に対する投資ローンに取って代わるだろうという考えによる。 

 

 

３．９ 結論 

 

 障害者の社会における機会均等を目的とした様々な活動の効果は、既に明白である。しかし、
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ポーランドが障害者の 10年のメッセージ内容を成し遂げるには、まだすべきことは多くある。 

 

 過去 5年間においてポーランドが経験した利点と欠点は、現在障害者のための方策を実施して

いる国々、あるいは制度開発中の国々にとって役立つであろう。新たな社会経済環境において国

内の制度を構築しつつある中央・東ヨーロッパ諸国には、特に役に立つはずである。同様に、よ

り多くの経験と長い伝統をもつ国々の制度は、ポーランドにおける障害者の職業リハビリテーシ

ョンと雇用制度をより完成したものにする過程において、有意義である。 

 

 

３．１０ 追記 

 

 1997年8月27日、ポーランド議会は障害者の職業・社会リハビリテーション及び雇用法を制

定した。新しい法律は、1991年 5 月 9 日の障害者雇用・職業リハビリテーション法により採用

された方策の継続と発展を規定している。以下は、特に重要な改正点である。 

 

１． 障害者リハビリテーション基金の受給資格となる活動範囲の拡大。新たな法によると、基金

の年間収入の 65%以上が障害者の雇用と職業リハビリテーションに充当され、5～10%は、

児童及び若年者の医療・社会・職業リハビリテーションに当てられる。 

 

２． 雇用率制度の拡大：25人以上の常用労働ポスト（以前は50人以上）を持つ企業に対し、6％

以上の障害を持つ従業員を雇用する義務を課す。 

 

３． 保護就労企業として必要な資格要件を、障害を持つ従業員 20人以上から40人以上に増やし

た。その他の要件は従来通り。 

 

４． 最重度障害者の新たな雇用形態として、職業活動作業所の設置に法的・財政的基盤を与えた。

これらは、地方政府あるいは障害者の職業・社会リハビリテーションを業務とする基金、協

会、社会機関による設立が可能である。 

 

５． リハビリテーション・訓練センターを新設することにより、障害者により多くの訓練施設を

提供する。 

 

６． 障害者の政策決定への参加を増大するために、国立障害者諮問委員会の設立に対する法的枠

組みを作る。 
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 障害者の地位の向上を推進したもうひとつの法律は、1997年 8月 1日に議会が採択した障害

者権利憲章である。ここでは、障害者は自立し、活動的な生活を送る権利を有し、差別を受けて

はならない、と述べられている。 

 

 

 

４ 日本の制度（註） 

 

 

 厚生省が 1991年に実施した調査によると、日本の身体障害者数（年齢18歳以上、病院、施設

等の入所者を除く）は272万人と推定されている。知的障害者（18歳以上）の推定数は 25万4000

人である。 

 

 日本政府は、障害者プランに重点を置いている。健康、教育、所得、雇用、住宅、アクセス、

安全等に関する施策やプロジェクトにより構成される障害者プランは総理府の主導のもとに組織

され、展開されている。障害者プランにかかわる機関のうち、労働省は雇用関連部分の責任を負

っている。1993年の労働省による調査によると、身体障害者 34万 4000人、知的障害者 3万人

が、民間部門（農業及び漁業を除く5人以上の労働者を雇用している事業所）に常用労働者とし

て雇用されている。 

 

 これらの数字を見るとかなり成果があがっているように思えるが、障害者雇用の実態は必ずし

も満足できるものではない。第１に、非常に多くの障害者が雇用を求めているが、その多くが就

職できていない。統計によれば、年間約 6～7 万人が就職サービスを求めて公共職業安定所を訪

れるが、このうち就職できたのは3万人以下である。従って、職業安定所に登録し、積極的に求

職活動を行っている障害者が 7万人程度も滞留する結果となっている。 

 

 第２に、多くの事業主が規定の雇用率を達成するために、もっと障害者を雇用しなければなら

ない状態にある。1976年以後、事業主には法定雇用率（1996年現在1.6％）が課せられている。

最新の労働省報告によると、1996 年における、民間企業の総労働者数に占める障害者の割合は

1.47％であり、これは法定雇用率を0.13％下回っている。同報告によれば、雇用率を達成してい

ない企業の割合は、一人以上の障害者を雇用する義務のある企業の49.5％に上っている。供給と

ニーズに対し、改善の余地があることは明白である。 
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（註１）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議において、日本障害者雇用促進協

会（日障協）八島靖男常務理事が発表した「障害者の雇用開発及び促進」に基づく。追加資料

として、労働省、都道府県及び日障協による「障害者の雇用促進のために：事業主と障害者の

ための雇用ガイド（1996年版）」及び「障害者の雇用の促進等に関する法律」を使用した。 

（訳註）本論文中、著者の解釈の誤りと思われる記載が数か所あるが、ここでは原文通り訳してある。 

 

 

４．１ 法律の歴史 

 

 労働省の雇用プログラムは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」を基盤として展開されてき

た。 

 

 法律が最初に制定されたのは 1960 年であり、それ以前は、公共職業安定所が求職障害者の登

録及び特別就職サービスを実施していた。当時すでにいくつかの国では法律が制定されており、

1955年にはILOの「身体障害者の職業リハビリテーションに関する勧告」第 99号が採択された

こともあって、障害者の雇用をより効果的に促進するための法律の必要性が強く認識されるよう

になった。 

 

 当初は「身体障害者雇用促進法」という名称で、身体障害者の雇用のみを対象とし、知的障害

者及び精神障害者は法の対象範囲外であった。この法律により、初めて雇用率が制度化されたが、

雇用率は事業主に対する努力義務でしかなかった。しかし、障害者を対象とした雇用政策分野に

おいて、これは注目に値する重要な進展であった。この結果、労働省の一連の調査によれば、民

間部門で就労する労働者のうち身体障害者の占める割合は年々増加した。 

 

 これ以後、数次の法律改正、行政上の変更等を経て、現在の制度が形作られた。これらのうち

最も画期的なものは、1976年の法改正である。これにより雇用率は強制的な義務となり、同時に

納付金制度が導入された。 

 

 1987年の法改正も注目に値する。この改正により、知的障害者及び精神障害者が雇用プログラ

ムの法的枠組みに統合された。ただし、事業主に対する雇用義務の対象からは、はずされた。ま

た、「身体障害者雇用促進法」という名称は、現在の「障害者の雇用の促進等に関する法律」に改

められた。 
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 この改正により、日本政府がILOの「職業リハビリテーション及び雇用（障害者）に関する条

約」第 159号を批准することが可能となったことも、特記すべきである。同条約は 1992年に批

准された。 

 

 雇用率制度が導入された 1960年以後、障害者の雇用は改善され、一般労働市場に参入する障

害者が増加し、多くの者が就労するようになった。労働省の統計によれば、民間部門で就労する

障害者の割合は着実に増加してきた。1977年 1.09％、1982 年 1.22％、1987年 1.25％、1992

年 1.36％、1996 年は 1.47％となっている。この観点から、日本の雇用率等の施策は、障害者雇

用の発展に寄与しているといえる。 

 

 現在、政府は雇用率制度に関し、1 つの課題に直面している。知的障害者の雇用を新たに義務

化しようとするもので、労働省に任命された特別審議会がこれを審議してきた。審議会は 1997

年 1月に知的障害者を雇用する義務を採用すべきであるという勧告を出し、労働省はこの勧告に

沿って、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「法」という）の改正に向けて準備を開始

したところである。知的障害者の雇用が義務化された場合は、雇用率は現在の 1.6％から0.2％な

いし 0.3％引き上げられると報告されている。 

 

 

４．２ 職業リハビリテーション 
 

 法は、雇用率・納付金制度に加え、職業リハビリテーションについても規定している。 

 

 職業リハビリテーションには、就職サービスも含まれる。地方における労働省の下部組織であ

る公共職業安定所（以下、「安定所」という）が、職業指導、適性検査、就職後のフォローアップ

を含む就職サービスの責任を担っている。 

 

 安定所は障害者に就職を斡旋する前に、「適応訓練」とよばれている特別コースを受講すること

を勧めることがある。これは障害者の就職を年頭において選ばれた企業において実施される、一

種のOJTである。訓練生には、政府から訓練手当てが支給される。 

 

 「障害者職業センター（以下、「職業センター」という）」とよばれる特別組織網が提供するサ

ービスもある。これらは国の施設であるが、日本障害者雇用促進協会（日障協）に運営されてお

り、全国に約 50 ヵ所ある。これら職業センターの役割は、職業評価、職業指導、職業準備訓練

（労働習慣の習得を目的とする）、職業講習に加え、事業主に対する助言等のサービスを実施する
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ことである。職員は、職業リハビリテーションを専門とし、研修を受けた専門家である。 

 

 各職業センターとその地域の安定所との協力関係が、非常に重要であるとされている。安定所

は職業センターの持つ専門知識（職業評価、職業指導等）を必要としており、職業センターは、

就職サービスを提供する安定所の能力を必要としている。 

 

 障害者の職業訓練は、職業訓練校（職業能力開発校）で行われる。職業訓練の分野においても、

統合をめざすのが政府の政策である。しかし、障害があるために特別の準備を必要とする障害者

を受け入れる、障害者のための職業訓練校も数多くある。 

 

 

４．３ 雇用率制度 

 

 事業主は法のもとで、社会連帯の理念に基づき、適当な雇用の場を与える社会的責務があり、

進んで身体障害者の雇入れに努めなければならない。 

 

 原則として、法はすべての事業主（国、地方公共団体、民間）を雇用率の対象としている（註

１）。すべての民間部門の事業主は、1.6％の身体障害者雇用率によって計算される法定雇用数以

上の身体障害者を、常用労働者として雇用しなければならない。従って、企業が 63 人以上の常

用労働者（すべての事業所をまとめた数）を雇用している場合、事業主は1人の障害者を雇用す

る義務がある。特定の産業・事業部門においては、業種ごとに異なる「除外率」を設定する制度

により、雇用率を適用するには不適切と考えられる業種に、割引を適用する。完全に除外される

唯一の業種は、船舶運行事業である（註２）。現在雇用率は身体障害を持つ労働者と求職者の数を

もとに計算されている。 

 

 雇用率達成の義務は身体障害者を雇用することであるが、知的障害者を雇用した場合は、雇用

率において身体障害者を雇用したものとみなされる。重度身体障害あるいは重度知的障害を持つ

従業員は、雇用率の計算において、2 人とみなされる。これらの従業員は、短時間労働の職に雇

用されてもよいが、この場合は雇用率では 1人と計算される。 

 

 身体障害者は、身体的な機能の障害、あるいは失われた機能を詳細に示した法の別表により定

義される（完全あるいは部分的な視力、聴力あるいは音声・言語・そしゃく機能の損失、肢体・

指の損失、肢体、指あるいは体幹の機能損失、心臓・腎臓・呼吸器の機能の減退、その他定めら

れた身体の機能障害で、日常生活が著しく制限されるもの）。身体障害者、知的障害者共に、証明
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書が発行される。 

 

 雇用率を達成していない事業主は、雇用率まで障害者数を増やすよう、身体障害者の雇入れに

関する計画を作成することを命じられる場合がある。 

 

 

（註１）Terence Isonは「障害者雇用率：日本の経験」（1992年）Kobe University Law Review 26

号の中で、公共部門における雇用率は、非現業 2％、現業 1.9％、ある種の公共団体の場合は

1.9％（政令により規定）、と報告している。 

（註２）同掲書 

 

 

４．４ 納付金・助成金制度 

 

 国、地方公共団体、及び法に規定された法人は、納付金・助成金制度の対象とならない。 

 身体障害者雇用納付金・助成金制度は、障害者雇用の全般的レベルを上げるために、雇用率未

達成の企業から納付金を徴収し、多数の身体障害者を雇用している企業に助成金を給付するもの

である。身体障害者や知的障害者を雇用するには、作業施設や設備の改善、特別な雇用管理等の

費用が必要となり、経済的負担を伴うことから、雇用義務を守っている事業主と、そうでない者

との間にアンバランスが生じる。納付金・助成金制度は、この経済的負担のアンバランスを調整

し、事業主の社会連帯責任を実現することを目的としている。従って、納付金は罰金ではない。

事業主は、納付金を支払ったからといって、法に規定された率の障害者雇用義務を免除されるわ

けではない。 

 

 現在は常用雇用労働者数 300人以下の事業主は、納付金の支払いを免除されている。 

 

 原則として、事業主は法定雇用障害者数に応じて納付金を支払うこととされているが、雇用率

を達成した事業主は、納付金の支払いを免除される。 

 

 規定数に達しない従業員一人につき月額 US$400（5 万円）という納付金の標準額は、規定数

の障害者を雇用するために必要な経費一人あたりの平均額を考慮して、労働省が決定する。 

 

分配 

 徴収された納付金は、納付金基金の分配を行う日障協の収入となる。国、地方公共団体、法に
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規定された法人は、基金の分配を受けない。 

 

 法により、納付金は障害者の雇用促進を目的とする、と規定されている。基金の約80％は事業

主に対して支払われ、約 20%が障害者の職業教育や技能訓練を実施する団体及び研究・教育・情

報サービス等を通じて障害者雇用を促進する事業主団体に分配される。 

 

 このうち、障害者を雇用する事業主の経済的負担の調整を目的とする「調整金」と「報奨金」

の 2 種類がまず優先される。3番目の「助成金」は、障害者を雇用する事業主、及び障害者の雇

用促進サービスを実施する機関を支援するための補助金である。プログラムの運営は、納付金か

ら支払われる（1995年総支出額 39億 1500万円）。 

 

 調整金は、雇用率を超えて障害者を雇用している事業主に支払われる。調整金の額は、その超

えて雇用している障害者の1人につき月額2万5000円（US＄200）である。（1995年総支出額

50億 5800万円） 

 

 報奨金は、納付金の支払いを免除されている雇用主（従業員300人以下）が、5人あるいは全

従業員の 3％を超えて障害者を雇用している場合に支払われる。支払い額は、規定数を超えた 1

人につき月額1万 7000円（US＄136）である。これは、小さな企業のほうが障害者に雇用機会

を多く提供しているという事実を考慮し、報奨金により、雇用がますます奨励されるという認識

のもとに採用された（1995年総支出額 58億 5400万円）。 

 

 助成金は、一般の事業主及び機関を対象とする（1995年総支出額 184億 2300万円）。助成金

の対象は 9種類ある。 

・ 障害者の作業施設や設備の設置 

・ 重度障害者の職場適応 

・ 障害者作業設備の更新 

・ 障害者処遇改善のための施設設置や整備 

・ 障害者の福祉を増進するための施設設置や整備 

・ 重度障害者に対する特別雇用管理（通勤対策、住宅対策、介助者等） 

・ 重度障害者多数雇用事業所の施設設置、改善、設備の更新 

・ 障害者能力開発訓練のための施設又は整備の設置、運営費及び受講費 

・ 障害者雇用支援センターの設置及び運営費 
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４．５ 労働省と日本障害者雇用促進協会の責務 

 

 障害者の雇用促進については、労働省と日障協で役割を分担している。 

 

 労働省は、特に政策策定の責務を担い、就職斡旋（日本では、就職斡旋は政府の独占事業であ

る）と雇用率達成の執行が中心任務である。日障協の責務は、以下の通り。 

・ リハビリテーションサービスのうち、高度に専門的、技術的な側面 

・ 納付金の徴収 

・ 納付金基金の分配 

・ 雇用に関する相談、教育、情報サービス 

・ 職業リハビリテーション等、障害者雇用問題に関する調査・研究 

 

日障協は、1977年に設立された。その設立及び運営は、障害者の雇用の促進等に関する法律（以

下「法」とする）に規定されている。まず事業主団体が集まって協会の設立を提案し、会員の参

加のもとに協会を設立、労働省は法律の規定に基づいているかを確認した上で協会の設立を認可

する、という手続きを経る。労働大臣が認可できるのは唯一の団体で、これが日障協である。 

 

 日障協は、事業主団体、経済団体、工業団体等を会員として構成されている。大多数を占める

のは事業主団体のグループ、すなわち各都道府県の障害者雇用促進協会のグループである。実際

上、日障協の設立以前から、各都道府県には障害者雇用促進協会があり、これらの団体は民法の

もとに設立された、自主組織であった。 

 

労働大臣は、法の規定に基づいて、日障協にその業務の一部を行わせることができる。これ

らの業務は以下の通り。 

・ 障害者職業センターの運営 

・ 国立障害者職業訓練校の運営 

・ 納付金の徴収 

・ 納付金基金の分配 

 

 日障協が職業センター及び職業訓練校を運営するための財源は、政府から交付される。毎年徴

収される納付金は日障協の収入となり、報奨金及び助成金の支払いに使われる。 

 

 日障協の職員数は600人以上で、このうち半数は職業リハビリテーションの専門家であり、労

働省の認定した職業リハビリテーションカウンセラーとしての資格を持つ者である。これらカウ
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ンセラーの大部分は、各地の職業センターに配属されている。 

 

 日障協の本部は東京にあり、職業センターのほかに、7 ヵ所の駐在事務所がある。東京近郊に

ある障害者職業総合センターは、本部の一部であり、多種の活発な研究部門を持つほか、地方の

職業センターや職業訓練校のコントロールセンターとしての役目を担っている。 

 

 労働省と日障協の協力関係は、障害者雇用を促進するための中心的な役割を果たしてきた。政

府の着実な政策と、日障協の専門的サービスが、多くの障害者を雇用しようと努力する事業主に

とって、非常に役立っている。 

 

 

 

サマリーレポート  

 

 

５ オーストリア（註） 

 

 

５．１ 制度の歴史 
 

 雇用率及び課徴金（compensatory levies）の歴史は1920年、オーストリア共和国におけ

る傷痍軍人のための最初の法律制定にさかのぼる。すべての民間企業は、従業員 20 人に対

し 1人、それ以上は 25人につき１人の傷痍軍人を雇用しなければならず、達成できない場

合は課微金の支払いが義務付けられた。これは課徴金基金に集められ、傷痍軍人のために使

われた。 

 

 数度の改正はあったが、現在の雇用率・課徴金制度の基礎を作ったのは1946年法である。

1953年法により定められた、事業主は従業員 15人につき１人、これを超える 20人毎に１

人の障害者を雇用するという義務は、1989年に、20人につき１人、これを超える 25人毎

に１人、と緩和された。法の対象となる障害の種類は拡大され、1973 年には、障害の原因

にかかわらず、平等にすべての障害が対象となった。1975 年、雇用率制度の対象はすべて

の事業主に拡大され、公共部門と民間部門に対する別規則の適用は廃止された。課徴金の額
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は数回変更されたが、もっとも大幅な変更は、1979年の月額 600オーストリアシリングへ

の引き上げ、及び1985年の月額 1500オーストリアシリングへの引き上げである。1996年

現在の課徴金は、未達成の１名につき月額 1960オーストリアシリングである。 

 

 雇用率にカウントされるのは、少なくとも障害程度が50％以上であると評価された者でな

ければならない。障害程度は、個々の機能障害あるいは疾患に対するポイント数を特定する

医療専門家により決められる。 

 

 多くの改正を重ねてはいるが、雇用率・課徴金制度の本質は、導入当初から基本的には変

わっていない。 

 

 

５．２ 事業主の雇用義務 
 

 25人以上の従業員を雇用する全ての事業主は、民間、公共を問わず、雇用率を達成する義

務が課せられている。従業員 25人につき 1人以上の対象者を雇用する義務があるので、25

人～49人の従業員を雇用する事業主は1人、50人～74人の場合は 2人の障害者を雇用しな

ければならないということになる。これは雇用率 4％にあたる。しかし、公共部門において

は、従業員総数を計算する際に、20％を除外することになっている。 

 

 法は、雇用すべき人数の変更を認めている。障害者の職が不足している場合には、単位と

なる従業員数を 20 人に減ずることができる。また、技術的理由から規定数の達成が不可能

な部門の場合は、単位を最高 50 人まで増やすことができる。たとえば、林業（40 人）、炭

坑（45人）、航空輸送（35人）等であるが、現在までにこれが適用された部門はごくわずか

しかない。数字が変更されたのは、100例程度である。技術の発展により、障害者をごく少

数しか雇用できない、あるいは全く雇用できない部門はほとんどないと信じられている。 

 

 雇用率の達成度を計算する際に、特定の障害を持つ者をダブルカウントすることになって

いる。これらは、視覚障害者、19歳以下の者、見習い生、50歳以上で 70％以上の障害を持

つ者、55歳以上の者、及び車椅子使用者である。この目的は、若年重度障害者、訓練中の者、

及び老齢者の雇用を重点的に奨励するためである。訓練中の対象障害者を雇っている事業主

には、その 1人毎に課徴金と同額の報奨金が支給される。 

 

 1994年、対象となる事業主の約 19％が雇用率を達成した。雇用率以上に障害者を雇って
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いる事業主には、規定数を超える１人毎に980オーストリアシリングの報奨金が支給される。 

 

 

５．３ 均等化課徴金 
 

 事業主が雇用義務を果たさない場合、あるいは部分的にしか果たしていない場合、規定数

に満たない 1人毎に、均等化課徴金（equalisation levy）を支払わねばならない。課徴金額

は、事業主の収益、取引高、財務状況等には関係なく一定で、行政は納付の免除は一切行わ

ない。課徴金額（1996年で 1960オーストリアシリング）は政令により定められており、定

められた計算式により継続的に調整されている。  

 

 

５．４ 基金の分配 
 

   すべての方策は、障害者の職業リハビリテーションを目的としている。障害者雇用法は、

対象障害者及び／あるいはその事業主に対する多岐にわたる助成について定めている。 

・ 個別の支給：賃金コストの補助、車購入援助、交通費手当、車椅子使用者用住宅

のアクセス改善助成金、訓練手当、職場支援機器、及び起業のための助成金 

・ 特別プログラム及び協会に対する助成金 

・ 授産施設に対する助成金 

・ 雇用率を超えて障害者を雇っている事業主、授産施設と仕事の契約をしている事

業主に対する報奨金 

 

事業主への賃金補助と報奨金で、基金の総支出の約半分を占めている。しかし、異なったタイ

プの助成が互いに補完するよう意図されているため、支出項目を個々に取り上げることは、誤解

を招く恐れがある。 

 

賃金コストと採用に対する助成は、雇用義務の達成の程度には関係なく、事業主に対して支給

される。連邦政府及び地方政府は、賃金補助の対象とならない。 

 

支給の対象となるためには、その従業員が対象グループに属する障害者でなければならない。

障害者雇用法の目的が障害者を職業生活へ統合することであるため、学生、職業訓練生、引退年

齢の者は対象者とはならない。助成の提供は、個別のニーズに基づいており、収入及び購入価格

の上限が定められている。補助率の上限は 50％である。 
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基金は、この法律の下で助成を提供することができる唯一の機関であり、地方政府等の機関は、

社会保険及び雇用サービスの提供機関である。すべての関係機関がチームを組んで、個別に他機

関の支援提供機能を評価することになっている。 

 

 

５．５ 基金の管理 
 

均等化課徴金基金は、顧問委員会と協議の上、連邦労働社会問題省大臣が管理する。顧問委員

会は、退役軍人団体、障害者団体、地方政府、労働者、事業主、財務省の代表者により構成され

る。顧問委員会による管理に加え、基金の財務は、通常の内部監査及び監査総局による外部監査

を受ける。連邦の社会問題事務所による基金の分配は、連邦省により中央政府の監視及び管理を

受ける。 

 

（註）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議の参加国から選択して実施したア

ンケート調査に対する、オーストリア国の回答に基づく。 

 

 

 

６ 中国（註１） 

 

 

６．１ 発展の歴史 
 

中国で障害者雇用率政策が開始され、雇用率を達成していない事業主から納付金を徴収するよ

うになったのは、1990年代の初めである。中国語では納付金を「就業保障基金」といい、基金が

障害者の雇用を保障するために使用されることを表している。政策は他国の経験を参考に、労働

法及び 1990年の障害者保護法に基づいている。 

 

中国の改革及び外国に対する開放政策開始以降、特に計画経済から市場経済制度への移行期に

おいて、伝統的な障害者雇用の形式である授産施設は危機に陥った。ほとんどの授産施設の設備

は単純で整備されておらず、技術は旧式で、管理面においても競争力がなかった。したがって、

市場経済が発展するにつれ、障害者のための雇用機会を提供する新たな方法が必要となってきた。



― 70 ― 

中国の障害者数は、約 6000万人である。 

 

1990年の29地方、1２都市における 1439社・機関（重・軽工業、機械・電気産業、通信・商

業分野）を対象とした調査によると、障害者の実雇用率は、全従業員の 0．93％であった。障害

者に適切な職を提供することはさほど困難ではないし、彼らは仕事をこなす能力がある、という

証左である。したがって、雇用率政策は適切だといえる。雇用率制度の利点には、以下が含まれ

る。 

・ 一般の居住地の近くで就労できる利便性がある。 

・ 障害者の職の選択肢がより多い。 

・ 相互援助及び相互理解を促進し、障害者と健常者の統合がはかれる。 

・ すべての事業主には障害者に仕事の場を与える連帯義務がある、という原則に適合

している。 

 

中国障害者連合会の下にある、省あるいはそれ以上のレベルの雇用サービス機関が、その地方

における障害者雇用の調査及び障害者の雇用・失業の情報収集を実施するとともに、職業能力・

適性の評価、職業訓練・講習の提供、及び訓練を修了した者を事業主に紹介する責任も持つ。こ

の機関のもう１つの機能が、納付金の管理である。 

 

 

６．２ 雇用率 
 

1990年の障害者保護法は以下のように定めている： 

 

国の機関、非政府組織、企業、団体、都市及び地方の共同組合組織は、一定の比率の障害者を

適切な仕事、職位に雇用しなければならない。雇用率は、地方、自治区及び中央政府直轄地の政

府が、実際の条件に沿って決定する（30条）。 

 

 

６．３ 納付金 
 

 財務省が 1995 年に発布した障害者雇用促進納付金運用規則によれば、その組織で働いてい

る障害者数が雇用率以下の場合は、組織は定められた金額を支払う。この場合、年間の納付金額

は、規定の数と実際の雇用数（雇用率を満たしていない）の差に、前年におけるその地方の職員・

労働者の平均年間賃金を乗じた数である。たとえば、都市のある企業が、雇用率により5人の障
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害者を雇用すべきところ、3人しか雇用していない場合（2人足りない）、その都市の職員・労働

者の平均年間賃金が 5000元（603US$）であれば、その企業は 1万元（1205US$）を支払うこ

とになる。 

 

 組織の資金が不足している場合、あるいは、企業に政策上認められている損失がある場合、

納付金の減額あるいは免除を申請できる。申請が認められなかった場合、あるいは支払いを滞納

している場合は、一日につき滞納金額の 5／1000の罰則金を支払わなければならない。 

 

 

６．４ 基金の分配 
 

 その地方の障害者雇用のニーズにしたがって、省あるいはそれ以上のレベルの雇用サービス

機関は基金分配の年間計画を立てる。予算は財務局に提出され、検討・承認される。 

 

 納付金は、以下の目的にのみ分配される。 

・ 障害者の職業訓練費用（基金の 50％を占める） 

・ 法に規定された数以上の障害者を雇用している事業主に対する報奨金（20％） 

・ 障害者が共同所有する企業（授産施設）及び民間企業の、障害を持つ従業員に対す

る賃金補助、ただし、実施報告及び予算の確認・承認に基づく場合のみ（20％） 

・ 財務局の承認の下に、雇用サービス機関の諸経費に対する支給、あるいは障害者雇

用のための事業に直接使われる費用（10％） 

 

 

６．５ 基金の管理 
 

事業主から徴収された納付金は、特別予算基金に属する。納付金は銀行に預金され、利子は基

金に積み立てられる。納付金は予算及び支給計画の確認及び承認を行う財務局により運営される。

監査局は、基金の監査及び監督をおこなう。 

 

全国労働組合連合は、この制度を積極的に奨励し、発展させるべきであると表明している。制

度が実施されることにより、障害者を仕事の場に統合するという企業の積極的な取り組みを保護

するだけでなく、求職障害者の経済的困窮を補助し、より多くの障害者の求職活動を支援するこ

とになる。当面は、納付金の徴収をスムーズに行い、基金の利用を促進するために、管理・審査

制度も含め、行政によるきめ細かな施策を策定して基金の管理を明確にし、納付金の効果をいっ
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そう高めることが必要である（註２）。 

 

（註１）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議に出席した中国代表団が、会議

における討議のために用意し、発表したものに基づく。 

（註２）同会議のために全国労働組合連合社会保障部のZhang Zhilinが用意した国別レポートから引

用 

 

 

 

７ ハンガリー（註） 

 

 

７．１ 制度の歴史 
 

雇用率制度の法的基盤は 1983年法令 8号がもととなっており、以後何度か改正された。この

後、1993年XVIIIリハビリテーション基金法が1995年末に廃止され、1996年1月1日以降、

労働省により管理される労働市場基金がリハビリテーション基金を法的に継承した。 

 

 

７．２ 強制的リハビリテーション雇用率 
 

リハビリテーション雇用率（rehabilitation employment quota）はその年の平均職員数の

5%と規定されている。雇用率制度の対象者は、障害を持つ労働者が健康状態の悪化により労働能

力が減じたために、これまでの職で永続的に業務の遂行が十分にできない場合、とされ、障害程

度は 40%以上でなければならない。 

 

ほとんどの事業主は、5%の障害者雇用率を達成していない。従業員 20人以上の営利団体が未

達成の場合は、労働市場基金リハビリテーション部にリハビリテーション納付金を支払うことが

義務付けられている。経済団体、法律事務所、民間企業にこの義務が課せられる。住宅協同組合、

社会団体、協会、基金、公益企業、非営利団体は雇用義務を免除される。 

 

雇用率を達成している営利団体は 6%である。事業主の 15%は障害者を雇用してはいるが、規

定数にまで達していないため、リハビリテーション納付金も支払っている。79%は障害者を雇用



― 73 ― 

せずに、納付金を支払っている。雇用率達成を奨励するには、リハビリテーション納付金の額が

不十分であるといわれている。納付金額は、未達成の１人につき年間8000フォリント（46US$）

である。この額は、国家予算法により、毎年定められる。 

 

支払い義務のある営利団体は、納付金額を計算し、国の税・財務監査事務所が管理するリハビ

リテーション納付金口座に直接支払い、監査事務所はこれを毎月労働省に振り込むことになって

いる。 

 

雇用率を超えて障害者を雇用している企業は、国庫予算から支払われる助成金を申請すること

ができる。一定の基準により財務省が指定する対象企業（基本的には総従業員数の 60％以上が障

害者であること）及び社会雇用機関（地方自治体が所有し、障害者や失業者等を雇用する機関）

が雇用率以上の障害者を雇用している場合にも、助成金を申請できる。これらの機関は、95%が

雇用義務を達成している。 

 

 

７．３ 基金の分配 
 

リハビリテーション基金の年間収入は約 6 億～7億フォリント（3万 4000～4万 US＄）であ

るが、助成金の年間申請額は60億～70億フォリントである。基金の分配は、募集に対して申請

がなされた場合にのみ行われる。募集が行われた時点で応募すると、目的、参加条件、資金援助

方法等に関する情報が得られる。 

 

仕事を創出、あるいは維持した事業主がその対象となる。政府の省庁及び国レベルの政府機関

を除く、障害者を雇用する全ての組織が対象である。雇用されている障害者は、障害程度が 40％

以上であるか、聴覚障害者、全盲あるいは視覚障害者であり、医療証明書あるいは国立医療専門

家機関の発行する証明書を所有していなければならない。 

 

基金の約70％が障害者を雇用する団体に、5％が就労準備中の障害者へ、20％が授産施設、5％

がサービス及びその提供機関に分配される。基金は仕事の創出と維持及びプロジェクトの推進に

焦点をあわせている。リハビリテーション基金は、プロジェクトタイプの支出に対する資金援助

を行い、資材や賃金等の運営費に対する援助は行わない。すべての申請に対して、現場の調査と

直接情報を重視した評価が行われる。 

 

開発費の20％は自己資金であること、3年間は雇用を維持する義務、国の労働センターとの協
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力等が資金援助の条件となっている。 

 

意思決定のプロセスには、事業主、従業員、地方自治体、各局連絡委員会及びハンガリー労働

市場委員会の代表者により構成される労働委員会が関与する。雇用法に基づき、公共福祉省及び

労働省がこの決定を承認し、支援する。 

 

 

７．４ 基金の管理 
 

リハビリテーション基金は労働市場基金の一部であり、基金管理を主管する労働省が職員を雇

っている。基金の管理は本部の主な任務であり、基金の継続的な活用を確実なものにする任務は

各地方にまかされている。基金の財務は、財務省、国の会計監査事務所、及び政府調整事務所に

管理されている。基金は投資されず、未使用の基金は年度末に国庫に組み入れられる。 

 

助成金の申請時を除くと、メディアがリハビリテーション及び雇用の問題を取り上げることは、

非常にまれである。 

 

 

（註）全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する国際会議の参加国から選択して実施したア

ンケート調査に対する、ハンガリー国の回答に基づく。 
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第２部 政策の立案 

 

 

 

 各国の制度が示しているように、雇用率・納付金制度の１つの定型というものは存在しな

い。雇用率制度を設置しようと考えている国は、自国の歴史的発展をふまえ、現状に適した

制度を策定することになる。雇用率及び納付金の義務の対象となる事業主はだれか、納付金

額をどのように設定するか、受益者となる障害者はだれか、納付金基金をどのように使うか

等、雇用率・納付金制度の目的と原則に関する、相互に関連した決定がなされなければなら

ない。しかし、このような問題を提起する前に、国の政策策定者はまず自国の現状を考え、

雇用率・納付金制度が適しているかを考えたいと思うだろう。 

 

 

１ 環境は適切か？ 
 

 雇用率・納付金制度の採用に、時期及び国の状況が適しているかどうかを決めるためには、

多くの点を考慮する必要がある。 

 

社会・医療ケアのインフラ整備 

 雇用率・納付金制度の採用を考えている国の多くは、障害者の就労を可能にする医療や補

装具が十分に提供されていない状況にあるかもしれない。医療的ケアが十分に整備されてい

ないために慢性的に健康状態が悪いということは、身体的損傷と同様に大きな問題である。

「社会病」の発生（エイズ、HIV、ストレス等）に対する対策も必要となる。紛争を経験し

た国では、身体の損傷や精神的トラウマの対策に対するニーズが増大するだろう。同様に、

障害者が就労するためには最低限の資金が必要となるが、収入維持のための適切な制度が整

っていないかもしれない。最低限の社会的・医療的ケアのインフラは、雇用率・納付金制度

の前提条件である。 

 

経済・労働市場環境 

 現在の失業率及び予測される傾向、労働力に対する需要、仕事創出のニーズは、雇用率制

度の実施可能性に影響を与える。初期の制度は、完全雇用という条件下での実施を想定して

作られた。失業率が高くなるほど、障害者雇用の特別な義務について一般社会（特に事業主）



― 76 ― 

を説得させるのが困難になる。 

 

隔離の伝統 

 一般と切り離した教育施設や職場及び特別ケアの歴史があり、これに起因して社会の主流

における機会が不足していると、障害者のエンプロイアビリティー（雇用される可能性）に

対する社会の態度を変革するのに、多大な投資が必要となる。事業主及び職場の同僚に、障

害者は社会の主流において雇用される権利があると説得する必要がある。これまでは一般就

労の可能性があるとは考えられていなかったグループの人々（特に精神障害を持つ者等）の

統合を果たすことは、特に難しい課題である。 

  

障害者雇用に対する既存の制度 

 一般雇用を目標とする雇用率・納付金制度は、これまで多くの障害労働者を就労させてき

た既存の授産施設あるいは保護雇用機関の運営を経済的に脅かす可能性がある。これらの機

関が障害者の統合を推進するか否かについても議論の余地があり、保護労働に対する雇用

率・納付金制度の役割は、国家レベルの難しい判断である。 

 

国の補助金資金の必要性 

 雇用率・納付金制度の目的は、障害者の雇用を最大限に増やすことであるため、究極的に

制度の成功が証明されるのは、この制度の必要性がなくなったときである。この政策が効果

をあげるにつれ、納付金基金に蓄積される資金は減じていく。この点だけを考えても、納付

金基金は、リハビリテーションや雇用等のサービスに対する国の唯一の財源とはなりえない

ことがわかる。また、事業主からの納付金が、職業的統合のために必要なすべての投資に適

合することを期待してはいけない。障害者が一般雇用の場を得ることを確実にするためには、

医療費や補助具、リハビリテーションや訓練を実施しながら収入を維持すること、職業準備

サービスの提供者への資金援助、適切な宿泊施設、通勤のための交通機関等のために、その

他の資金源も必要となる。 

 

実施能力 

 雇用率・納付金制度を実施するには、納付金を徴収し、雇用記録を綿密に調べ、基金を分

配し、基金の利用を監視し、その結果を発表する力を持つ組織が必要となる。同時に、この

ような組織自体も管理され、調査され、監査される必要がある。これらは明白だと思われる

が、規定を実施する際に必要な規則を持たない法律、実行力を持たない全国リハビリテーシ

ョン基金、といった実例が存在している。法律には強制力があっても、基金に制度を実施す

る運営資金が不足していることもある。法律の制定と、運営体制の確立の間に時間的余裕が



― 77 ― 

ない場合には、特別の問題が生じる。制度を実施する能力は、必須の前提条件である。 

 

 

２ 雇用率・納付金制度の目的は何か？ 
 

 雇用率・納付金制度は、障害者の雇用機会を均等にするための仕組みである。就職したり、

就労を維持するという点において、不利な状況にある一定のグループを特別に支援する積極

的な行動形態である。 

 

 目的は、障害者の雇用への参加を均等にすることである。これは、従業員中の障害者の割

合を増やすように、事業主の採用方法に直接影響を及ぼすことにより達成される。あるいは、

直接の雇用が不可能な場合、障害者の競争力を高めることや、適切な雇用機会を容易に得ら

れるような方策に対して納付金を分配する、という間接的方法もある。 

 

 フランスの基金AGEFIPHによれば、雇用率・納付金政策は「飴と鞭」により目的を達成

する、と表現している。事業主は納付金の支払いをできるだけ避けようとし（「鞭」）、財政

的支援（「飴」）を得られるという予測のもとに障害者を採用し、雇用を維持するというわけ

である。フランスにみられるように、長期間実施されてきた制度においては、制度の目的は

雇用を最大にすることであり、基金の収入を増大することではない。 

 

 

３ どのような原則が雇用率・納付金政策を支えるか？ 
 

 雇用率・納付金制度を長期間支える 3つの原則を、以下に示す。 

・ 障害者雇用は社会の責任である。 

・ 基金の分配は、事業主の連帯責任に基づく。 

・ 目的は、障害者の職業的統合を促進することである。 

 

社会の責任 

 社会の責任という原則（事業主に対する法的義務という枠組）は、雇用率・納付金政策の

アプローチを伝統的に支えてきた。義務とは、定められた数に達するよう、障害者を雇用す

ることである。直接に雇用することが不可能な場合は、障害者で充当すべき職に対して納付

金を支払わなければならない。 
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 1990年代に設置されたいくつかの制度においては、これと反対の原則が採用されている。

すなわち、納付金の支払いは義務であり、障害者を雇用することにより、これを回避できる、

というアプローチであるが、法律自体は、納付金の前に雇用を考えるというヨーロッパや日

本の原則を踏襲する傾向にあり、このアプローチが法律に明記されていることはない。しか

し、障害者を雇用すれば救済措置として回避できるが、基金への納付金支払いを義務とする

ことの法的基盤を作ることに賛成する意見も少数ながらある。ただし、納付金を障害者雇用

により免除される税金であるとすることは、直接に雇用することを最優先することで障害者

の雇用機会を均等にすることが社会の義務であるという原則とは、あきらかに相容れない。 

 

 制度の枠組みを作るときには、最初から原則を明確に提示し、誤解に基づいた解釈の原因

となるような要素については、注意深く考慮することが必須である。雇用率を達成すること

が不可能な場合に（ポーランドにおける雇用率の達成予測は、1～1.5％である）、経済・社

会状況によっては、事業主に課せられた多種の納付金や税金との関連で、意図されたとは反

対に、納付金が単にもう1つの税金であるとみなされることがあったとしても不思議ではな

い。税金担当機関の監督下にあり、基金の収入を増やすために対象となる事業主の枠を広げ

るようなことがあれば、この見方が正しいと確認されてしまうだろう。貢献することで事業

主が得ることになる利益について十分な情報を提供すれば、納付金を税金とみなす考えをな

くすことができる。 

 

連帯責任 

 社会の義務を達成しなかった者から徴収した納付金を、達成した者に分配することは、連

帯責任の原則の適用である。長期間実施されてきた制度においては、この原則は異なった形

態で運用されている。ドイツは明確な「均等化」の原則を持つ。直接雇用するという法的義

務を果たしていない事業主は、義務を果たしている事業主のコストを援助しなければならな

い。この経済的負担のアンバランスを調整するという原則は、日本でも適用されているが、

同時に障害者を多数雇用していると認められた小企業の事業主に対する費用の援助も行わ

れている。フランスの場合も同様で、雇用率の対象とならない事業主も納付金分配の受益者

となりうる（基金の 60％を充当）。 

 

職業的統合 

 納付金は事業主から徴収され、障害者の職業的統合を推進するために分配される。障害者

の職業的ニーズは、上述したような各国の状況により、様々である。例えば、義肢義足、車

椅子等の補助具や必要な措置がなければ、身体障害者の統合の可能性は非常に困難である。

同様に、住宅や交通機関が整備されていなければ、職場への通勤が不可能である。従って、
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法に定められた基金の範囲も様々である。しかし、分配範囲を広げすぎると、就労すること

を最終目的にしている人々が対象から外れてしまうという危険性もある。社会及び医療的ニ

ーズが大きく、要請が多い国においては、どこに線を引くかは、基金にとって難しい選択で

ある。 

 

 基金の分配範囲を広くしすぎると、直接の雇用を促進するという目的に対して、逆効果と

なる場合がある。事業主が、自分たちの貢献が雇用の促進に有意義に使われるのではなく、

国が支援するような広範囲にわたる社会のニーズを満たすために使われていると思えば、雇

用率・納付金制度の基本原則に疑問を抱くことになるだろう。 

 

 また、授産施設あるいは保護雇用の支援のために基金を使うことも問題となる。ほとんど

の労働者が障害者であるような施設での仕事は、はたして「統合」といえるだろうか。 

 

 このように義務の性格は、新たな制度を発展させる際の、重要な最初の政策決定である。

この決定の後に、対象となる事業主と対象の範囲が問題として提起される。雇用率の対象と

なる事業主と、この中で納付金を支払う事業主、この2者は、相互に関連を持っている。 

 

 

４ 雇用率・納付金の対象となる事業主はだれか？ 
 

 雇用率の対象となる事業主を決める基準として通常使われるのは、部門、従業員数及び業

種であり、これらの基準は相互に関連している。 

 

部門 

 まず、雇用率はすべての部門（公共、半官半民、民間、保護・授産部門）に適用すべきか、

という問題がある。 

 

 もし公共部門が規定の雇用を達成する立場にあり、民間部門の規範となることができれば、

これは明らかに利点である。公共部門についても法律で規定しようとする傾向はあるが、公

共部門を雇用義務の対象とすることは、必ずしも典型的な方法ではない。ポーランド、ハン

ガリー、中国は、国あるいは地方自治体の機関には現在適用していない。ポーランドでは、

民営化された国有企業も除外されている。 

 

 公共部門が雇用率の対象である場合、納付金の支払いは要求されるのだろうか。ドイツの
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場合、すべての公共部門は納付金を課せられるが、フランスでは、半官半民の場合のみに適

用される（公益機関、鉄道、有料道路会社、国営ラジオ・テレビ会社等、約28機関）。日本

では、国及び地方公共団体はすべて雇用義務の対象となっているが、納付金の義務は課せら

れず、雇用率を達成しなかった場合は、雇用計画を策定しなければならない。民間部門の事

業主が、納付金を国による賦課あるいは税金とみなす危険性がある場合、法のもとに公共及

び民間部門を公平に扱うように考慮することは重要である。しかし、公共部門の実施状況を

的確に監視するためには、行政の財源がかなり必要となろう。 

 

 西ヨーロッパ型の制度では、授産施設の運営者は、法のもとに事業主とはみなされず、雇

用率・納付金は適用されない。1990 年代に雇用率・納付金制度を採用した多くの国には、

大多数の従業員が障害者である保護雇用企業あるいは協同組合という基盤がある。ある制度

においては、保護雇用企業も雇用率を達成しなければ理論的には納付金を課せられるが、実

際は、この特別な資格（保護雇用企業と認定されること）を得るために必要な障害を持つ労

働者数は、雇用率が義務とする数よりはるかに多いので、納付金を支払うことはない。 

 

従業員数 

 雇用率制度の実施において、雇用率が適用されるのは、一定数以上の従業員数を雇用する

事業主である。これには 2種のアプローチがある。 

・ すべての事業主が雇用率の対象となるが、一定規模の事業主がうまく除外される

ように雇用率が決められている（例えば、日本では雇用率は 1.6％と定められて

いるので、従業員が 63人以上の場合のみに雇用義務が生じる）。 

・ 従業員数が一定数以上の事業主のみが、法の対象となる。 

 

 雇用義務は企業全体の大きさを基準に考えるか（最も通常の方法）、あるいは事業所別（フ

ランスの例）に適用するかを決めることは重要である。前者の場合は、事業主は障害を持つ

従業員を 1事業所に集中して雇用する（例えば、障害者を雇用する下請企業を設立する）こ

とにより、雇用率を達成することが可能になる。日本では、政府がこの方法を促進する政策

をとっており、第三セクター企業は日本障害者雇用促進協会から相当な額の助成金を受けて

いる（註）。 

 

 どのように仕事を定義するかを考えることも重要である。従業員数の計算は、常用労働者

に加え、パートタイム労働者、期間を定めた契約社員、訓練生あるいは見習い生等をどのよ

うに扱うかでかわってくる。雇用率を目的とする従業員数の計算は、公共部門と民間部門で

異なる場合もある。オーストリアの公共部門は雇用率の対象となるが、総職員数を計算する
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際には職員数の 20％を除外する。 

 

 納付金支払いの対象者を決める際に、通常は雇用義務の対象者を決める場合と同じ規則が適用

される。しかし日本には、一定規模（常用労働者数300人）以下の企業は納付金の支払いを免除

されるという規定がある。 

 

 雇用率・納付金制度において対象となる規模の設定は、国により様々である。ドイツは従業員

数 16人、フランス（事業所ごと）及びハンガリーは20人、オーストリア 25人、ポーランド 50

人、日本 300人（納付金支払い義務）。規模を設定するには、その国における事業主の規模別及

び部門別の雇用人口に関するデータが必要となる。あらゆる国に共通する計算式というものは存

在しない。社会・経済の移行期にある国々で起こっている労働市場の急激な変化をみていると、

民間部門の成長、あるいは小企業の数の増加に合わせて規定数が変更されていくだろうと思える。 

 

 雇用率・納付金制度を導入する際に、初期には小企業を除外するというのも一方法であろう。

例えば、フランスでは対象となる規模を最初は34人と設定し、移行期の2年間は 25人、3年目

から 20人とし、雇用率も最初は 3%で、その後 6%まで、毎年増やしていった。 

 

（註）Terence Ison「障害者のための雇用率（Employment quotas for disabled people）」（1992年）

神戸大学法律レビュー（Kobe University Law Review） 26 号 

 

除外職種 

 雇用率のために従業員数を計算する際に、法律がある職種全体（パイロット、漁師、救急

隊員等）を除外するのは珍しいことではない。こうすることで、自社の従業員の大多数がこ

れらの職種に属する事業主を除外する効果を生む。企業あるいは事業所の規模を計算する際

に、障害者にとって不適切であると考えられる特定の職位を除外する場合もある。フランス

では、民間・半官半民両部門あわせて約10％にあたる職が除外されている。範囲は広く、車

の運転手、職業として航海あるいは旅行に携わる者、資格の有無にかかわらず肉体労働の従

事者（工業、建設・土木、林業、レンガ・石工、埠頭作業、漁業等）である。 

 

 職種の除外が正当化されている理由の1つとして、障害者にとっての危険性、あるいは困

難さがあげられる。身体障害者が雇用義務の対象である日本では、高所・地下・水上での労

働等、仕事として「不適切な」業種、及び鉄道の運転手やパイロット等、公共の安全を考慮

すべき職種に対して、特別の除外率が適用されている。しかし、日本で医師、教師のように

高度な資格を必要とする専門性の高い職種が除外されている理由は、明確でない。 
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 このように職種を除外することは、統合という目的に反しており、障害の否定的な固定観

念を強めると考えられている。 

 

納付金義務の免除 

 オーストリアの法律のように、免除を認めない法もあるし、納付金の支払いが困難である

ことが正当化の理由とされている制度もある。ポーランドでは、基金管理委員会の委員長が、

社会的あるいは経済的に特別の配慮が必要とされる場合に、事業主の納付義務免除を決定す

る権利を有している。 

 

その他の選択肢 

 雇用率・納付金制度において、事業主に対してその他の方法が用意されている場合もある。

フランスでは、民間・半官半民の事業主は、障害を持つ労働者の統合を目的として、従業員

組合との交渉により合意に達した協約を適用することにより、雇用義務を達成するという選

択ができる。ポーランドの制度のように、規定の雇用数を達成するかわりに、授産施設と下

請契約を結ぶことを選択肢としている制度もある。これに対し、補助的な労働市場を支援す

ることは、職業的統合といえるだろうか、という疑問も呈されている。これに対してフラン

スは、授産施設の商業活動を支援することにより、障害を持つ労働者は通常の生産的労働者

ではないという考えを否定し、社会的統合の促進を助けることになる、と反論している。 

 

  

５ 雇用率はどのように設定すべきか？ 
 

 納付金制度のない国における雇用率は、国により1％から 15％（イタリア）までと、非常

に幅が大きい。雇用率に加えて納付金制度がある場合は、国ごとの雇用率の幅が比較的狭い。

日本 1.6％、オーストリア 4％、ハンガリー5％、フランス、ドイツ及びポーランドでは 6％

である。通常は、各国とも標準となる雇用率が採用されている。 

 

 納付金支払い義務のある国においては、達成すべき雇用率には、対象となる障害を持つ労

働者数と、事業主の雇用能力を共に反映しなければならないのは明白である。日本では、労

働者数と身体障害を持つ求職者数をもとにして、1.6％の雇用率が決められている。ドイツで

も同様に、6％の雇用率を決める計算式は、労働年齢にある重度障害者の就労者数と失業者

数をもとにして、重度障害者の就職にはある種の困難が伴うことを考慮に入れたものである。 
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 事業体の規模が大きくなるに従って雇用率を高くする、というように、規模によって異な

った雇用率を設定する方法もある。このような制度は最近ルクセンブルグで採用され、イタ

リア及びスペインでは、長年にわたって議論されている。また、事業主の障害者雇用能力を

考慮するという理論により、産業部門ごとに雇用率を調整する方法もある。オーストリアの

法律ではこの選択肢が可能とされているが、あまり適用されてはいない。一般的に、障害者

雇用は実際上すべての事業主にとって、等しく可能なはずである、と考えられているためで

ある。ある業種に異なった雇用率を設定するという考えは、障害を固定的にとらえるという

理由から批判されることがある。 

 

 もし雇用率が労働市場における障害者人口をもとに決められているなら、地域・地方別の

雇用率を設定するべきであるという議論が可能である。中国では、地域ごとのニーズや環境

により、雇用率が異なっている。 

 

 あまり一般的ではないが、実雇用率に上限と下限を設定する方式がある（註）。このよう

な制度は、企業が障害を持つ従業員を特定の事業体に集中し、半隔離状態に置くのを避ける

方策ともなるだろう。 

 

 雇用率をどの程度に設定するかの決定は、雇用及び納付金義務の対象となる企業・事業体

の最小規模の決定と関連があるのは明白である。両方とも、国あるいは地域における、企業

規模ごとの仕事の分布状態を考慮した上で、決定されなければならない。 

 

（註）Suresh C. Ahuja編「視覚障害者のための社会保障、及びその他の給付（Social Security and 

Other Benefits for the Blind）」（1992年パリ）世界盲人連盟。（l989年の韓国障害者雇用機会

法によれば、事業主は下限 1％、上限 5％の障害者を雇用することを要求されている。） 
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表２ 最少従業員数と雇用率 

 

国 
最少従業員数 

雇用率の場合       納付金の場合 

雇用率 

フランス 20（事業体別） 6％ 

ドイツ 16 6％ 

ポーランド 50 6％ 

日本 63               300 1.6％ 

オーストリア 25 4％ 

ハンガリー 20 5％ 

 

 

６ 納付金はどのように設定すべきか？ 
 

 納付金額の決定には、以下のような相関性のある要素が絡んでおり、複雑である。 

・ 事業主の採用態度に及ぼすかもしれない効果 

・ 支払い可能な設定額及び企業の実施可能性に対する影響 

・ 障害を持つ労働者を雇用する事業主を補償するための適切な基金の要件 

 

 障害を持つ労働者が占めるべき各職位に対して支払われる納付金額は、通常、最低賃金

（例：フランス）、あるいは地域ごとの平均賃金（例：中国）のように、賃金水準に関係が

ある。ポーランドでは、納付金は通常の賃金の半額と定められている。 

 

 雇用率・納付金制度の目的は、雇用義務を達成している事業主と、達成していない者との

財政的負担を均等化することにあるので、事業主にとって、障害者を雇用することが納付金

の支払いに比べて財政的に不利にならないような計算式が作られている例がある。日本の場

合、雇用率を達成するために別途必要となる一人あたりの平均費用を考慮に入れ、労働省が

納付金の基準額を決定する。このようなアプローチは、一般的に障害者を雇用するには費用

がかかる、とみなすものである。ウクライナ事業主連合は、障害者の異なった生産能力を業

種別に考慮した計算式を採用すれば、平等性が高くなるとしている。 

 

 企業規模等を基準にして、異なった納付金の設定が行われる場合もある。フランスでは、

規模により 3レベルに分けている。従業員 200人未満の場合は、1時間あたりの規定最低賃
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金（SMIC）の 300倍、200～750人の場合は SMICの 400倍、750人を超える場合はSMIC

の 500倍である。ブルガリアでは、基金に蓄積される事業主への「罰則金」は、最低賃金の

1～5倍と報告されている。 

 

 納付金額を設定する際には、高額の納税義務、保険料、その他の指定納付金等を負担する

事業主への累積的影響も考慮すべきであろう。このような状況において、高額の納付金支払

いを要求しても受け入れられにくく、障害者雇用を奨励するという目的の達成を妨げること

になる。 

 

 要するに、事業主の障害者採用及び維持を奨励するにはどの程度が適切かを考えることが、

納付金額決定の重要な基盤である。目的は収益を最大にすることではないので、基金の財政

的ニーズを優先すべきではない。雇用義務を達成した事業主に生じた余分なコストを補償す

るのに十分な額の収入確保が必要である、ということである。 

 

 

７ 雇用率及び納付金額はどの程度フレキシブルであるべきか？ 
 

 経済及び労働市場の変動が激しい制度移行期にある国々では特に、環境の変化に合わせて

制度をフレキシブルなものにすることが重要である。小規模企業の設立が増加するにつれ、

規定の雇用数あるいは雇用率の設定を調整する必要が出てくるだろう。同様に、紛争を経験

した国々のように、雇用を必要とする障害者人口が増加すれば、雇用機会を促進するために

より大きな動機付けが必要となるだろう。 

 

 雇用率・納付金制度における規則の調整を考慮する際には、広い範囲から助言を求めるこ

とが必須となるが、特に、この変更によって影響を受ける事業主の意見を聞くことが重要で

ある。変更の理由は、明確に提示する必要がある。意思決定の透明性を確実にすることであ

る。その提案が直接に雇用を増大するためというより、基金の収入をあげるためであると捉

えられる恐れがある場合には、特に注意が必要である。 

 

 

８ だれが受益者となるべきか？ 
 

 雇用率・納付金制度の目的は、障害者の雇用を最大にすることである。事業主が雇用率を

達成するために障害者を直接に雇用し、それを維持することによって（これはすべての雇用
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率制度において同様である）、あるいは仕事の創出・維持のために納付金基金を分配するこ

とによって、雇用が実現される。この雇用率・納付金制度の原則に忠実であるために、基金

の受益者は、雇用率と同様の方法で決めるべきである。 

 

 障害者の雇用率制度を計画する際の主要な問題は、職業的統合の可能性が減少している者

の特定を容易にするために、対象となるグループを特定することである。  

 

障害とは何か 

 まず第 1 に、「障害とは何か」という、原則に対する基本的な問いかけが必要である。医

学的に定められた条件だろうか。機能障害、けが、病気を原因とする身体機能の低下か。あ

るいは個人の機能的な障害と社会における障壁や物理的環境の相互作用だろうか。 

 

 最初の 2つのアプローチでは、問題は個人に属しており、機能障害があるために障害者は

健常者より労働能力が劣っている、と考察する。一方、3番目の解釈では、職場環境におけ

るマイナスの影響（差別的な態度や労働慣行等）を減らす対策をとれば、機能障害に関連す

る不利な状況を改善することができる、と考える。 

 

 1989 年以前の中央及び東ヨーロッパ諸国において、障害の認識は、かなりの部分が労働

者社会の概念に縛られたものであった。障害者とは、けが、病気、職業病により通常の環境

における労働能力を部分的にあるいは完全に失った者であると定義されていた（註）。先天

的障害を持つ者は、労働力として考えられていなかった。この概念は、いまだにいくつかの

雇用率・納付金政策に見られる。ポーランドでは、現在改正作業が進められている法律にお

いて、健康状態が損なわれたために通常の環境での労働がどの程度阻害されているかを基に

障害を分類しており、障害程度はその者が働くことができると判断される職場のタイプに関

連している。ウクライナで採用されている分類も同様であるが、ロシアにおける定義は、労

働能力の制限とは関連させていない。 

 

（註）ILO（1996 年）「移行期にある諸国における障害者雇用の展望：中央及び東ヨーロッパにおけ

る障害者のための積極的な訓練・雇用政策のためのガイドライン（Employment Prospects for 

Disabled People in Transition Countries: Guidelines on active training and employment 

policies for disabled people in Central and Eastern Europe）」ILOジュネーブ 

 

受益者の定義 

 このアプローチでは、雇用率の対象範囲は非常に狭くなる。重度の機能障害を持つ者は通
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常の環境においては仕事ができないと考えるだけでなく、職業経験のない者も排除される。

例えば、ハンガリーでは雇用率制度における障害者とは、健康状態の悪化による労働能力の

変化のために、永続的にこれまでの職で業務の遂行が十分にできず、障害程度が40％を超え

ている者とされている。 

 

 オーストリア、ドイツ及び日本において長年実施されてきた雇用率・納付金制度において

は、障害の原因、あるいは障害が生じた環境は問題とされず、障害の定義は労働能力とは関

連していない。ドイツでは、職業能力の減少を示唆すると考えられるのを避けるために、重

度障害者法における「稼得能力の減少」という言葉を、1986 年に「障害程度」と置き換え

た。 

 

 フランスでは、長年かかって雇用義務を拡大し、受益者グループの枠を広げてきた拡大方式で

あるため、雇用率・納付金制度の受益者を決める唯一の方法というものはない。歴史的には、傷

痍軍人及び労働災害や職業病により永続的に労働能力を失った者であったが、これらに加え、特

別委員会（COTOREP）に障害を持つと認定された労働者、労働能力あるいは生計を立てる能力

が２／３以上失われた者で、社会保険制度のもとで障害年金の受給資格がある者等が含まれてい

る。従って、フランスの制度には複数の障害者特定方法が存在している。 

 

 すでに述べたように、いくつかの定義は医学的にみた身体状況・病気を根拠としており、また、

機能障害や病気を原因とする機能上の制限（歩くことができない等）に基づいた定義もある。両

アプローチとも、雇用率・納付金制度の受益者を特定する際に用いられており、1 制度の中で 2

種類の定義が採用されていることもある。 

 

 雇用率・納付金制度において特別な措置の受益者となるかどうかを決める方法として、通常は、

医学的分類のみでは十分とはいえないと考えられている。しかし国によっては、障害者を認定す

るための医学的評価は、医療に対するニーズが満たされていないことに注意を喚起する方法とし

て、これからも重要となろう。 

 

 雇用を得たり、維持するのが最も困難であると考えられるより重度の障害者の統合を促進する

特別の方法を持つ制度もある。重度障害を持つと分類される従業員、あるいは特別の条件下にあ

る者を、雇用率の計算において複数人と数えることもできる。これらの制度においては、より重

度の障害者を、以下のような方法により特定する。 

・ 機能障害の種類（視覚障害等）あるいは病気の種類 

・ 機能障害の結果（車椅子の使用が必要な者等） 
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・ 「重度障害」の基準、あるいは労働能力の低下。通常、医学的に認定された状態に

基づく。 

 

 医学的にみた状態そのものは、重度障害の尺度として適切ではないと考えられることが多くな

ってきた。 

 

 通常、雇用率制度は医学専門家による正確で数量的な障害の評価が必要であると考えられてい

る。これにかわるアプローチとしては、ILO159 号条約（註１）の第１条に規定された障害者の

定義（「障害者」とは、正当に認定された身体的または精神的障害の結果、適当な雇用に就き、そ

れを継続し、かつ、それにおいて向上する見込みが相当に減退している者をいう）に基づいたも

のが考えられる。 

 

 ここでいう「減退している」は、かならずしも労働能力の減退ではなく、その者の生産性が比

較的低いと認められることを意味している。またこれは、周りの態度や環境が「減退」に影響を

及ぼしているので、適切な措置をとることにより、医学的障害分類とは関係なしに障害者が労働

市場に参加できることを認識したものである（註２）。 

 

 オランダは、労働環境の適応措置を奨励し、ある仕事に対する能力の不足を克服するために雇

用率制度を利用する可能性を例証している。すなわち、雇用率制度（任意）において、仕事に対

する適応措置を受けた者、あるいは就職するために適応措置が必要な者は、その他の受益者と同

様にカウントすることができる。これには、障害者が、能力ではなく欠陥により分類される制度

に縛られないですむ、という利点がある。 

 

（註１）職業リハビリテーション及び雇用（障害者）に関する条約（第 159号）1983年 

（註２）ILO（1996 年）「移行期にある諸国における障害者雇用の展望：中央及び東ヨーロッパにお

ける障害者のための積極的な訓練・雇用政策のためのガイドライン（Employment Prospects 

for Disabled People in Transition Countries: Guidelines on active training and 

employment policies for disabled people in Central and Eastern Europe）」ILOジュネーブ 

 

年齢及び性別 

 対象者を決める際に、年齢も考慮の対象となる。入手している情報は限られているが、労働年

齢にあるすべての障害者を含むのが標準的なアプローチであるように思える。しかし、訓練中の

者や見習い生を除外する場合、また、パートタイム契約を含まない場合は、若年者や引退間近の

者が対象外となる可能性が高い。対象を常用労働者のみに限ると、女性がパートタイムで働くこ
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とが多い社会においては、女性が受ける影響が不均衡に大きくなる。 

 

 

９ 基金はどのような目的に使用されるか？ 
 

 基金の使用目的は、基金の出所及び国の政策と関連してくる。 

 

基金の出所 

 ほとんどの制度（オーストリア、フランス、ドイツ、日本等）において、事業主からの納付金

が全国リハビリテーション基金の唯一の収入である。ポーランドの基金は保護労働企業に対する

税の減免の一部を徴収することができる。また、その他から資金を受け取る事を定めている法の

条項もあるが、これまでは適用されていない。設立後長期間を経ている基金の場合は、事業主の

納付金は、主に障害者雇用を促進するために使われている。 

 

 いくつかの資金源を持ち、職業リハビリテーション以外の目的に分配することができる基金の

例（ブルガリア等）もある（註）。 

 

（註）ブルガリアでは、「障害者支援・リハビリテーション・社会統合のための全国基金（National Fund 

for the Support, Rehabilitation and Social Integration of Disabled People）」の収入は、雇用率を達

成していない事業主からの納付金、GDPの 0.1％にあたる補助金、保険会社の出資金（すべての国有

車及び私有車に対する「市民の義務」としての強制保険の 1％）、障害者支援特別宝くじ、その他のく

じ、及び慈善・スポーツ・社会行事等からの収入、寄付金や遺贈等である。基金が援助するのは、訓

練及び職業リハビリテーション、障害者雇用への報奨金、特別企業・協同組合・自営業への助成金、

医療リハビリテーション、住宅及び環境のアクセス改善、文化・スポーツ・旅行、障害者のための社

会的支援である。 

 

国の政策及び介入の分野 

 基金の介入分野は、障害者関連の公共政策の補完として扱われるか、国の政策の中に統合され

るか、あるいはあらゆる意味で国の政策の代行となりうるものである。 

 

 基金の分配と国の政策の関係は、法律によって定めることができる。たとえばドイツでは、最

初にすべての雇用関連サービス及びその他の社会的給付機関による資金援助の可能性を考えるこ

とになっており、これら公共機関の予算を節約するために納付金が使われてはならないと定めら

れている。 
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 プログラムの範囲は、典型的には以下の 3方法のいずれかにより決められる。 

・ 社会的パートナーがプログラムを定義し、国が承認する。 

・ 厳密に法律及び規則に従って中央政府がプログラムを定義し、一部の範囲に限り、

各地方の社会的・経済的状況にあわせて、地方レベルで調整される。 

・ 中央政府省庁の指示によりプログラムが定義され、国の予算に組み込まれ、議会に

承認される。 

 

 基金がどのように国の政策に従属し、どのようにプログラムが定義されるかにより、その法的

権限の範囲は以下のように異なってくる。 

・ 一般労働市場のみ 

・ 一般労働市場及び授産部門 

・ 一般労働市場、授産部門、及び社会統合に関するより広範な分野（医療及び社会リ

ハビリテーション、治療作業場、障害児施設、住宅及び交通機関等） 

 

雇用以外の目的 

 上述したように、基金によっては雇用関連以外の目的に対する支援も行っている。この場合は、

労働年齢以下の者、労働に適さない者、労働力となり得ない者が受益者となりうる。また、バリ

アを取り除いて社会的統合を推進するために、公共施設、住居、交通機関、その他の公共娯楽施

設等の改善に対する助成を行っている基金もあるが、こうした活動は障害者の雇用への道を容易

にするとともに、障害者の一般的状況を改善する効果もあるだろう。 

 

 表 3は、ワルシャワ会議の準備として実施したアンケート調査に対して回答した、6 つの基金

が助成している、雇用以外の対象項目を示している。 
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表3 雇用以外の助成対象 

 

受益者  

雇用以外の助成対象 障害者 授産施設 サービス・ 

その提供機関 

障害者の住居 Ａ，Ｇ Ｈ Ｇ 

障害者の交通機関 Ａ，Ｐ Ｈ，Ｐ Ｐ 

支援機器・補助具 Ａ，Ｆ，Ｈ，Ｐ Ｐ Ｐ 

医療リハビリテーシ

ョン施設 

Ｈ，Ｐ Ｐ  

社会リハビリテーシ

ョン施設 

（治療作業所） 

Ａ Ｈ，Ｐ  

労働年齢外（児童・退

職者等）の障害者を対

象とした社会・医療リ

ハビリテーション 

Ａ，Ｈ，Ｐ  Ｐ 

失業者の収入確保 Ｈ   

その他 Ｐ Ｐ Ｈ，Ｐ 

Ａ：オーストリア、 Ｆ：フランス、 Ｇ：ドイツ、 Ｈ：ハンガリー、 Ｊ：日本、 Ｐ：ポ

ーランド 

 

 一般に、既存の基金においては、雇用以外の目的に対する助成の割合は減らしていくべきであ

ると考えられている。特に労働組合員は、障害者団体や財団の援助には国の予算を使うべきであ

ると主張する。国によっては、基金の援助により作業所の仕事やリハビリテーション活動を提供

している財団や協会に、障害者が依存しすぎていることも知られている。 

 

運営コスト 

 政府機関が運営している基金の場合、運営コストはその機関が持つものと期待される。ドイツ

とオーストリアでは、連邦の労働社会省が基金に職員を配置している。労働省も事業主として扱

われているハンガリーでは、基金の収入のうち 2％が運営コストとされており、ポーランドでも

基金の運営コストは基金の収入でまかなわれている。 
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１０ だれが、どのような雇用関連の目的で基金を受けるか？ 
 

 主な受益者は、事業主、障害者、授産施設・保護企業、及び障害者のリハビリテーション実施

機関の４者である。職業リハビリテーションを目的とした基金分配の割合は、表4に示すように、

各国の基金ごとに異なっている（註）。 

 

（註）各国へのアンケートに対する回答から得た概算による。 

 

表4 雇用関連の方策に対する受益者別分配比率（概算） 

 

雇用関連の方策に対する基金の分配比率（概算）  

企業 障害者 授産施設 サービス･ 

その提供機関 

オーストリア ＊ ＊ ２４ ＊ 

フランス ４０ ３５ ３ ２２ 

ドイツ 

 連邦基金 

 地方基金 

 

４３ 

５８ 

 

０ 

５ 

 

３２ 

３１ 

 

７ 

６ 

ハンガリー ７０ ５ ２０ ５ 

日本 ８０ ０ ０ ２０ 

ポーランド ４５ ２ ５２ １ 

＊ 特定されず。 

 

 表5はワルシャワ会議の準備として実施したアンケート調査に回答した 6つの基金の、助成対

象となる雇用関連方策及び受益者のタイプを示している。 

 

事業主 

 ほとんどの場合、事業主が主な受益者である。制度によっては、雇用率を達成している事業主、

雇用率（あるいは納付金）の対象となっている者、雇用義務のない者を区別している。障害者の

大多数が小規模の企業・会社に雇用されていることを考え、フランス、ドイツ、ポーランドの場

合、基金の分配がこれらの企業に有利になるような配慮がされている。フランスでは、中小企業

の障害者雇用促進を国策としている。 
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 事業主が対象となる論理的根拠としては、障害者雇用に関連するコスト（管理コスト、他から

の補助が見込めない適応措置、あるいはドイツのように、重度障害者に対する通常より多い有給

休暇のコスト等）の補償、あるいは、低い生産性に対する補助、があげられる。助成金あるいは

補助金は、事業主が差別する可能性がある者を雇用すること、あるいは助成がなければ考慮しな

かったかもしれない適応措置をとるようすすめるための奨励策ともなる。 

 

 事業主は、特定の障害を持つ労働者の雇用、雇用の維持、及び仕事の創出を支援し、あるいは

障害を持つ労働者一般の現在･将来の利益のために、基金の分配を受けることができる。 

 

 

表5 助成対象となる雇用関連方策及び受益者のタイプ 

 

受益者  

企業 障害者 授産施設 サービス･ 

その提供機関 

事業主の啓発 Ｈ    

 情報提供･啓発ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ Ｆ，Ｇ Ｇ  Ｆ，Ｊ，Ｐ 

 企業に対する助言 Ｆ   Ｊ 

 その他    Ａ 

職業準備 Ｈ Ｈ  Ｈ 

 職業指導    Ｆ，Ｐ 

 職業評価 Ｆ   Ａ，Ｆ，Ｐ 

 訓練･再訓練 Ｆ，Ｊ Ａ，Ｆ，Ｐ Ｐ Ｆ，Ｇ，Ｊ，

Ｐ 

 リハビリテーション施設  Ｐ Ｐ Ｇ，Ｊ，Ｐ 

 その他 Ｐ  Ｐ Ｐ 

就職への道 Ｈ    

 職探し･職業斡旋   Ｆ Ｆ，Ｐ 

 統合支援･フォローアップ Ｆ，Ｊ Ｆ，Ｇ  Ｆ 

 通勤手段 Ａ，Ｆ，Ｊ，

Ｐ 

Ａ，Ｆ，Ｇ，

Ｐ 

Ｐ Ｆ，Ｐ 

 採用奨励策 Ｆ，Ｇ Ｆ，Ｐ Ｐ  

（つづく）
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（つづき） 

 仕事創出 Ｆ，Ｇ，Ｊ，

Ｐ 

Ｆ，Ｇ Ｐ  

 その他  Ａ   

雇用継続･配置転換 Ｈ    

 賃金補助･奨励金 Ａ，Ｆ，Ｇ   Ｐ  

 再配置 Ｇ  Ｐ  

 その他 Ａ    

職場環境における支援 Ｈ    

 職場整備 Ｆ，Ｊ，Ｐ Ｇ Ｐ  

 職場のアクセス改善 Ａ，Ｆ，Ｊ，

Ｐ 

Ａ，Ｐ Ｐ  

 統合支援･フォローアップ Ｆ，Ｊ   Ｆ 

 その他  Ａ   

研究･開発 Ｆ  Ｐ Ｆ，Ｇ，Ｊ，

Ｐ 

保護労働   Ｈ Ｈ 

 授産施設の設立 Ｐ  Ａ，Ｇ，Ｐ  

 保護労働からの移行推進 Ａ，Ｆ，Ｐ  Ｆ  

 その他   Ａ  

Ａ：オーストリア、 Ｆ：フランス、 Ｇ：ドイツ、 Ｈ：ハンガリー、 Ｊ：日本、 Ｐ：ポ

ーランド 

 

 特定労働者の雇用支援には、継続的助成と、一時金として支給する場合がある。 

・ 雇用義務を達成するために障害者を雇用する場合のコストの助成。規定の雇用義務

以上に雇用している障害者一人ごとに規定額の報奨金が支払われる場合（オースト

リア、日本）と、ポーランドのように、事業主が所得税の減免を受ける場合がある。 

・ 雇用率あるいは納付金の対象となっていない事業主が障害者を雇用している場合の

助成（一人あたりの規定額等）。 

・ 一定額の賃金補助、あるいは国の保険料の減免。多くの場合、その従業員の生産能

力の評価に基づく。 

・ 一定期間、特定の労働者の全賃金、及び国の保険料の全額を補償。 

・ 雇用契約の完結、障害者の継続雇用の奨励策として、採用報奨一時金（フランス）。 
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・ 障害者の採用･雇用維持に必要な一時のあるいは継続的な適応措置･整備（職場介助

者、アシスタントを含む）に対する全額あるいは部分的支払い。 

・ 訓練･再訓練費用の援助。 

 

 仕事創出のために、投資ローン、助成金、ボーナス等が支給されることがある。パートタイム

職の創出や障害者に対する訓練場所の提供に対して、融資や助成金支給が適用される場合もある。 

 

 一般的利益に資する支援には、以下のようなものがある。 

・ 障害労働者のための施設を改善（アクセスのよい職場、改良された機器等を含む）

し、障害者を受け入れるのに適した労働環境整備を援助。 

・ 技術開発に対する支援。 

・ 従業員に対する情報提供と、障害に関する啓発教育。 

 

 資金援助を受けるために、条件がつけられる場合もあるだろう。ブリュッセル基金の場合、事

業主は 10％を拠出し、ハンガリーの場合は、資金援助を受けるプロジェクト費用の 20％を拠出

する義務がある。オーストリアの場合、還付が費用の50％を超えてはいけない。基金が賃金コス

トあるいは採用報奨金として支払われる場合、通常は一定年数以上継続して障害労働者を雇用す

ることを要求される。 

 

障害者 

 どんな場合も障害者が基金分配の最終受益者であるのは当然であるが、かならずしも、障害者

自身が基金を受け取る必要はない（日本では許可されていない）。 

 

 直接障害者自身を支援するために基金が使われる通常の形式は以下の通りである。 

・ 仕事に必要な機器の購入あるいは整備に対する助成金 

・ 仕事及び職場環境のアクセスの改善 

・ 通勤手段に対する助成金あるいは融資（車の購入･改良等含む） 

・ 訓練及び技能開発プログラムに参加する費用の補助 

・ 自営の開始に対する助成金あるいは融資 

 

 これらに加え、移動支援機器や住宅の改築に対する支援を提供する基金もある。通常は個人の

ニーズを評価し、これに基づき特定の項目に対して支援が提供される。これにかわるアプローチ

として、現在オランダで「クーポン」制度が考えられている。 
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 障害者の就職に資する新たな基金の使用方法として、フランスにおける採用報奨金があるが、

一時金が事業主に支払われ、非常に評判がよい。 

 

授産施設･保護企業 

 オーストリア、フランス、ドイツに見られるような授産施設や、中央･東ヨーロッパにおいて典

型的な形式である保護就労企業に対して、包括的な名称を使うと誤解を招く恐れがある。前者の

場合は、一般企業が対象となる法律とは別の規則の対象となり、雇用率の対象とはならない場合

が多い。しかし、作業所の設立や、フランスのように一般雇用環境への移行促進のためには、納

付金基金の分配を受けることができる場合がある。すでに述べたとおり、事業主は授産施設との

契約を結ぶことにより雇用義務を達成する方法を選択することもできる。 

 

 一方、保護就労企業は EU 以外の諸国における新たな雇用率･納付金制度において、基金の最

大の受益者となっており、ポーランドの場合は、これらの企業自体が基金への貢献者でもある。

ポーランドの発表にあったように、1989年以前は協同組合が障害者に仕事を提供する重要な役割

を果たしていた。保護就労企業の促進は、一般市場における雇用機会が極めて少ない人々に仕事

を提供する政策の中枢に置かれていた。このような組織は、国の補助下から競争市場に移行する

に従い、投資のために基金を受給する特別なニーズが生じているが、競争市場で成功を収めてい

る保護就労企業もあるので、一般企業の事業主は、これらの企業が納付金基金を不均等に高い割

合で受給することが適切だろうか、という疑問を呈している。 

 

 保護就労企業は、職業･社会･医療リハビリテーション（これらは法的に提供を義務付けられて

いる場合もある）の設備、銀行の金利支払い、廃止の恐れがある職の維持、あるいは特定の従業

員（精神障害等を持つ者等）の賃金等に対する助成を受けることができる。 

 

施設、NGO、機関 

 いくつかの基金においては、納付金のかなりの割合が、障害者の雇用を支援する各種団体（任

意団体、事業主団体等を含む）に分配されている。フランスのように、他から資金援助を受けて

サービスを提供している団体を除外する基準を設けることもできる。 

 基金は以下のように、障害者に対する職業上の利益のために使用することもできる。 

・ リハビリテーション 

・ 訓練･再訓練 

・ 職業評価･指導 

・ 職探し・職業斡旋･フォローアップ 

・ 通勤手段 
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 事業主や職場における啓発活動のために、組織が助成を受けることもできる。研究や開発を支

援する基金もある。たとえば、ドイツの基金は、職場復帰のための支援機器に関する膨大な情報

データベースを持っているREHADATを支援している。 

 

＊ ＊＊ 

 

 雇用率･納付金制度を設置しようと計画する国は、上述したような諸条件を考慮に入れ、全国リ

ハビリテーション基金により、いかにうまく制度を運営していくかを検討する必要がある。 
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第 3部 全国基金の運営 

 

 

 第 2部では、誰がどのように納付金基金の受益者となるかに関する原則を考えたが、第 3

部では、納付金徴収及び基金分配の実践的方法、及びこれらの活動を運営する制度について

検討する。 

 

 全国リハビリテーション基金の主要な役割は、納付金の徴収、基金の分配とその使用につ

いての監視である。フランスにおいて、雇用義務の対象となる民間部門の企業数は 87,000

程度であり、このうち約半分が基金への貢献者である。1995年 1年間で（註）、フランスは

2億8200万US$、ドイツは6億6700万US$の基金収入があり、日本では1億8200万US$で

あった。1996年のポーランドにおける基金の収入は 3880万 US$で、納付義務が適用され

た事業主（従業員50人以上）は 14,000以上、保護就労企業は1500社であった。これらの

統計は、全国リハビリテーション基金の運営に必要となりうる仕事量を知る上で助けとなる。 

 

（註）1997年 3月 1日の換算による。 

 

 

１ 納付金の計算と徴収 
 

 通常、事業主が納付額を算定し、申請する。納付金の徴収は、年払、四半期ごと、あるい

は月払い、のように定められる。通常の支払方法は、基金の銀行口座への振り込みである。 

 

 コンピュータシステムの普及により、事業主及び基金の職員が運営にかかわる負担を少な

くできるだろう。連邦の省が基金の運営を行っているオーストリアでは、局の職員が納付金

額を計算し、事業主に通知する。主な保険会社協会との連携により、データは通常コンピュ

ータで転送されるため、事業主は算定額の確認のために記録を提出する義務から開放された。 

 

 新しい制度において、正しい額が徴収されたことを確認するための資金が不足している場

合は、遵守させることが特に問題となる。雇用率を達成した事業主の割合を知ることも難し

い。ポーランドでは、初期のころ、申請はしても納付しない企業と、納付はしたが申請を完

璧にしない企業の両ケースが見うけられた。納付金支払い義務を規定した法律の条項が、細
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則が十分でないために適用されない、実施努力がされない、実施が困難である、という例も

見うけられる。ポーランドでは、基金への支払いは納税条項により規定されており、国庫金

会計監査事務所が納付を管理し、納付金徴収の権限を持つ。 

 

ニーズの評価 

 ほとんどの支出計画は、就職斡旋機関、障害者団体、事業主、保護就労企業等から得た証

拠に基づいたニーズの評価をもとにして立てられる。地域あるいは地方レベルで運営されて

いる基金は、当該レベルの関連機関に相談することもできる。 

 

基金の申請 

 ある特定の介入に対するニーズが非常に高い場合でも、このニーズを支援に対する要請と

いう形にするには、情報の提供と周知が必要となる。障害者自身に加え、障害者関連の仕事

をしている専門職員が、支援の種類や申請方法を知る必要がある。制度によっては、各種の

準備・支援・職業斡旋機関が基金のプログラムを事業主に周知させるために重要な役割を果

たしている。 

 

 規定の書類により申請するのが、通常の方法である。オーストリアでは、事業主の雇用率

達成レベルが自動的に記録されているため、規定より多くの障害者を雇用した場合の報奨金

に対して、事業主がわざわざ申請する必要はない。 

 

 通常、助成金や補助金の申請は、特定時期に限る必要はない。ハンガリーでは申請の募集

プロセスが報道され、申請を評価する前には現地調査を行う。 

 

 運営･管理が地方分散型の制度は、基金の職員が申請者に近いという点で、申請プロセス

を容易にすることができる。 

 

 基金が申請を採用し、資金を分配するプロセスに要する期間に関する情報はほとんどない

が、障害者の就職は、迅速かつ信頼のおける対応にかかっているという観点から、これは重

要な条件である。 

 

分配の規則と実施 

 基金の分配には、4種のアプローチが見られる。 

 

 特定の目的に対して分配の割合を定める場合。中国では、省あるいはそれ以上のレベルの
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雇用サービス機関が、その地方のニーズに合わせて分配計画を立てる。特定の目的に対する

割合には制限があり、職業訓練50%、雇用率以上に障害者を雇用している事業主に対する報

奨金 20%、協同組合及び民間企業に対する助成金 20%、及び雇用サービス機関の必要経費

10%、となっている。 

 

 資金援助のタイプにより、優先順位をつけることもできる。日本では、規定数の障害者を

雇用している事業主に対する調整金と報奨金が優先されている。ポーランドでは、障害者に

対する職の創出及び維持に関する措置が優先されねばならない。 

 

 特定の受益者グループを優先することもできる。ドイツでは、個人及び事業主への分配が

優先されている。 

 

 要請が支給を大幅に上回っており、通常募集形式をとっているハンガリーでは、「先着順」

方式が採用されている。 

 

基金利用の監視 

 分配の目的通りに基金が使われることを確実にすることが問題となる場合がある。特定の

障害者に対する賃金補助あるいは国の保険料の減免措置は、非難の対象となりうる。雇用

率・納付金制度に限らず、「虚偽の障害者申請」は広い範囲で問題となっている。どのよう

に資金を使ったかを、受益者に書面で報告させるのが典型的な方法である。特定のプロジェ

クトに対する資金を受給するために、条件をつけることも効果的であろう。受益者が一定割

合出資することを要求するのも一例である。 

 

 

２ 運営及び責任 
 

 基金の政策決定者をだれかにするかは重要な問題で、議論の的となる場合がある。国によ

っては、基金を設置する際に、法律により新たな組織を設立している。また、既存の機関（多

くは労働省、社会省、あるいは保健省）に委託されることもある。唯一日本では、労働省に

委託された事業主団体が雇用率･納付金制度を運営している。 

 

 基金と政府の省庁の法的関係は様々であるが、いずれの場合も密接な協力関係を持ってい

る。フランスでは、基金は国の私法律に規定される協会に管理され、国は法的な会員ではな

いが、労働省が基金の年間プログラム、予算、基金の使用目的に関する年次報告を承認する。
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基金の活動を国が補完することを確実にするために、これは重要である。日本では、基金に

対して大臣が強い指導力を発揮すると報告されている。 

 

 全国リハビリテーション基金の運営は、基金の政策の影響を受ける部門のすべてあるいは

一部の代表により構成される理事会が行うのが典型的な形式である。理事会の理事長は大臣、

大臣により任命された者、あるいは特定個人である。理事の代表する母体は基金により様々

である。例えば基金が事業主団体により運営されている日本では、理事会は事業主の代表者

のみで構成されている。障害者は審議会のメンバーではあるが、理事会には含まれていない。

これに対し、フランスの基金の理事会は、事業主団体、労働組合、全国障害者協会の代表者

を含む。ポーランドでは、現在基金の運営に事業主団体は関与していない。ブルガリアでは、

労働組合の代表者は含まれていない。 

 

 障害者のための雇用政策は全国的に社会の関心事であり、従って障害者や障害者団体のみ

ならず、すべての社会的パートナーに周知されるべきであるということが、共通認識となっ

てきている。理事会の定款、及び、事業主団体、労働組合、障害者団体、政府省庁等からの

代表制度について、基金設立を規定した法律に明記する、あるいは政策決定の対象とするこ

とも考えられる。同数の代表というのも 1つの方法として考慮の対象となる。 

 

 全国リハビリテーション基金は、政府の上層部に対して責任を持たなければならない。基

金が国の監督下（国の監査事務所等）にある場合、大臣協議会に対する4半期ごとの報告義

務がある場合、あるいは議会や特別な政府機関に対する直接責任がある場合等がある。 

 

 

３ 運営組織 
 

 組織は、全国的なもの、全国及び地方組織、地方組織のみ、ほとんどが地域主体のもの、

と様々である。最もよく見られる地方分散型の場合は、基金活動の潜在的受益者と最も近接

しているという利点がある。 

 

 基金運営に関する様々な任務（納付金の徴収、記録の調査、制度の周知、申請書の処理、

申請に対する支給の決定、支払いの処理、基金使用の監督、活動報告）は、地方あるいは中

央事務所で行うことができる。これらの処理及び決定をどの程度分散化するかは、基金の徴

収及び分配方法により決まる。 
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４ 基金活動の効果に対する評価 
 

 どの制度にも適用できるような、雇用率・納付金制度の効果を評価するための一定の基準

を作ることは、詳細な研究と徹底的な議論を必要とする重大な任務である。一般雇用に参入

している障害者数という単純かつ明白な結果は、法的及び実際上の障害の定義、一般雇用の

構成要素等に違いがあるため、比較要素として使えない。リハビリテーション制度の発展段

階や国の政策のインフラにおけるその他の要素も、障害者の雇用機会や雇用の維持に影響を

及ぼす。従って現段階では、結果の比較評価分野は十分に開発されておらず、国の制度の効

果は、各国それぞれの方法で評価しなければならない。 

 

 初期の段階における政策の周知、及び効果の評価には、適切な統計的基盤が必要である。

まず、人口に関するデータ（労働年齢人口、年齢別・性別求職人口、これらに占める障害者

数等）が必要である。また、労働市場のデータ（産業別・企業規模別雇用分布、常用雇用・

パートタイム雇用数、部門毎の年齢別・性別の仕事分布等）も必要である。これらのデータ

を機能障害・障害種類別に分類するには、人口に占める障害者の包括的なデータがないと、

困難である。 

 

 事業主の雇用率達成状況、基金への支払い状況に関する統計のデータは、少なくとも毎年

集計する必要がある。雇用されている障害者に関する情報も必要である。 

 

 これらのデータを定期的に一貫性を持って集計すれば、雇用率達成の監視及び実雇用率に

対する基金活動の効果を評価する背景となる。全国リハビリテーション基金や政府による介

入では満たせなかったニーズ、あるいは潜在的ニーズを評価し、基金と政府相互の協力によ

る対応を計画するためにも、正確なデータが必要である。 

 

 基金の目的が、障害者雇用あるいは仕事の創出に要するコストの補償である場合は、様々

な雇用状況、及び様々な障害の種類を持つ者を雇用することで必要となるコストを調べる必

要がある。補助金、助成金あるいは融資により、一般雇用を促進するために選択した方法が、

費用効果が高く、継続性があるかどうかを知るのは、また別の調査分野である。 

 

 基金の活動の社会･経済的効果を調査する際には、大学等、独立の研究機関のノウハウを

利用すべきである。すべての結果を数量的に評価できるわけではない。質的な面から、事業

主と障害者両者の経験を評価する方法を見つけることも重要である。一般雇用機会の提供
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（重度及び軽度の障害者に対して、女性及び男性に対して、高い技能を必要とする仕事とあ

まり技能を要しない仕事において、農村部及び都市部において）に対する雇用率･納付金制

度の効果に関し、重要な問題点を調査するためには、また別の研究が必要となる。  

 

 

５ 周知・啓発 
 

 雇用率・納付金制度の成功のかぎは、周知・啓発である。企業レベルだけでなく、社会の

すべての部門に対し、障害者を雇用の場へ統合することの重要性について、熱意を持たせな

ければならない。一般の人々だけでなく政治家も同様で、国会議員の認識度を高めることに

もなる。基金は障害者雇用を促進するための国の制度、その目的と原則に関する知識を広め

るための重要な役割を担っている。基金の活動は、特に、障害に対する態度を改め、障害と

その影響に対する理解を深め、偏見をなくしていく、という分野において、国の施策を補完

するものである。このために、障害者団体及び社会的パートナーは、効果的な関連資料の収

集に積極的な役割を担うことができる。 

 

 基金は、対象となる人々に、基金の使用目的に関する情報を提供する必要がある。事業主

の貢献に対する給付に関して多くの情報があれば、事業主の支援が高まることは、十分考え

られる。年次報告を公開する義務がある基金もある。これらはわかりやすいもので、広く誰

にでも配布されなければならない。 

 

 基金が何を提供できるかに関する情報が足りないと、問題が生じることが多い。基金の職

員と事業主の個人的接触は、重要な情報伝達手段である。リハビリテーション専門家等、障

害者や事業主に関与する仕事についている様々な専門家に対して情報を提供することも、周

知の促進になる。フランスの報告に示されているように、労働組合及び障害者協会は、障害

者の現状やコストに対する一般従業員の認識を高めるのに重要な役割を果たしている。 

 

 事業主や障害者に対して、全国リハビリテーション基金が提供する給付やサービスを推進

するには、メディアも利用できる。印刷物（パンフレットやニューズレター等）、CD、ビデ

オ、テープ、双方向テレビや、インターネット等の利用は、高い効果をあげている。また、

基金の伝えたいメッセージを普及するのに、マスコミ（新聞、テレビ、ラジオ）を利用する

とよいだろう。 
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６ 結論 
 

 政府、事業主、労働者は、障害者の労働市場への参加を効果的に促進する共通の義務があ

る。雇用率・納付金制度及びこれに関連する全国リハビリテーション基金は、この義務と目

標の達成を推進する効果を潜在的に有している 1つの方法を提供するものである。この報告

書は、全国リハビリテーション基金の政策と運営に関する第1回目の国際会議における発表

と討論、及びこの会議のために準備された文書をもとに、雇用率・納付金制度の原則と法的

基盤、これに関連する全国基金の組織についてレヴューするために作成されたものである。

目的は、意見の一致をはかるものでもなければ、勧告を作成するものでもない。異なったア

プローチに関する情報を提供し、雇用率・納付金制度及び国の「リハビリテーション基金」

を設置する場合に考慮すべき問題について、広く周知するためである。 

 

 雇用率・納付金制度の唯一のモデルは存在しない。以下について考慮せずに、ある国の制

度をそのまま他国が採用することはできない。 

・ 政策の基礎を作る指標となる原則あるいは哲学 

・ 雇用率・納付金制度が適合しなければならない歴史・社会・経済的背景 

・ 障害の認識及び定義、障害者の雇用に対するコストの伝統的な対処方法 

・ 制度の目標（受益者及び方法） 

 

 雇用率・納付金制度を実施するためには、いくつかの条件が整備されている必要がある。

障害を持つ労働者が一般市場での競争に参加できるように、職業リハビリテーション、訓練

及び雇用サービスの適切なインフラ、雇用率・納付金制度の基礎となる原則に対する事業主

の関与、障害者の雇用機会を推進するための義務に対する共通の認識、及び制度が明確な結

果をもたらすという一般社会の自信等である。 

 

 国際的には、障害者個人の権利（健常者と共に、自由に選択し、差別のない、質の高い生

産的な雇用を得る権利）に焦点を当てた政策モデルに注目が集まっている。個人の権利とい

う観点に立つと、雇用率制度は雇用の質に注目していない、雇用の権利を高めることを支援

していない、という批判が出てくる場合がある。また、能力及び生産力の低下を保護する慈

善的制度であるとみられて、このイメージに関する反対意見がある。しかし、政府、事業主、

労働者が参加し、障害者の意見を代表して適切に運営されている基金は、障害者が社会にお

いて等しく生産的なメンバーとして信頼され、就労し、雇用を継続し、向上することができ

るようにするために、重要で責任ある役割を担っている。これらのゴールを達成するために

は、継続的な経験の交換が必要であることを、この会議が提示した。 
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援
に
関
す
る
労
働
大
臣

の
Eu
M)
 

 
身
体
障
害
者
雇
用
法

(及
び
修
正
条
項
) 

A.
1.
2 
発
効
日
 
 
19
76
年
10
月
1日
 
 
(1
95
3/
19
74
年
)1
98
6

年
9月
1日
 

 
19
88
年
1月
1日
 
 
19
91
年
7月
1日
 
 
修
正
さ
れ
た
19
83
年
第

8
法
令
が
現
在
有
効
で
あ

る
。
 

 
19
46
年
10
月
1日
 

A.
1.
3
 
初
回
導
入

以
後
の
変
更
 
 
19
87
年
に
改
正
さ
れ
、

｢
障
害
者
の
雇
用
の
促
進

等
に
関
す
る
法
律
｣
と
改

名
さ
れ
た
。
 

 
約
15
回
 

  
変
更
な
し
 

 
19
96
年
1月
1日
以
降
、

社
会
復
帰
基
金
は
、
労
働

大
臣
が
管
理
す
る
労
働
市

場
基
金
が
法
律
上
継
承
し

て
い
る
。
19
93
年
第
18
法

令
は
、
19
95
年
12
月
31
日

よ
り
無
効
で
あ
る
。
 

 
数
回
改
正
さ
れ
て
い

る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

A
.
2
 
適
 
用
 

 
 

 
 

 
A.
2.
1
 
割
当
義
務

が
課
さ
れ
る
事
業
主
  
原
則
と
し
て
、
全
て
の

公
共
及
び
民
間
の
事
業

主
。
63
名
の
労
働
者
を
雇

用
し
て
い
る
民
間
部
門
の

雇
用
者
は
、
1名
の
身
体
障

害
者
を
雇
用
す
る
義
務
が

あ
る
(3
00
名
以
上
を
雇
用

し
て
い
る
民
間
部
門
の
雇

用
者
は
、
納
付
金
を
支
払

う
義
務
が
あ
る
)。
 

 
16
名
以
上
の
被
雇
用
者

を
持
つ
公
共
及
び
民
間
の

事
業
主
 

 
20
名
を
超
え
る
賃
金
労

働
者
を
持
つ
全
て
の
公
共

及
び
民
間
の
事
業
主
 

 
最
低
50
名
の
被
雇
用
者

を
持
つ
事
業
主
 

 
経
済
団
体
、
弁
護
士
事

務
所
、
民
間
企
業
は
、
強

制
的
な
社
会
復
帰
拠
出
金

を
支
払
う
も
の
と
す
る

(被
雇
用
者
20
名
以
上
)。

(｢
タ
ー
ゲ
ッ
ト
組
織
｣、
職

員
の
60
%
以
上
が
障
害
者

で
あ
る
大
蔵
省
指
定
の
経

済
的
組
織
、
地
方
自
治
体

が
所
有
す
る
｢
社
会
的
雇

用
団
体
｣を
含
め
る
。
) 

 
25
名
以
上
の
民
間
及
び

公
共
部
門
の
全
て
の
事
業

主
。
公
共
部
門
で
は
、
被

雇
用
者
数
の
算
定
に
当
た

っ
て
、
20
%に
相
当
す
る
数

が
総
数
か
ら
控
除
さ
れ

る
。
下
記
の
3部
門
で
は
適

用
対
象
と
な
る
最
低
被
雇

用
者
数
が
次
の
と
お
り
引

き
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
林

業
(4
0名
)、
炭
鉱
(4
5名
)、

貨
物
輸
送
(3
5名
)。
 

A.
2.
2
 
割
当
義
務

が
免
除
さ
れ
る
事
業

主
 

 
特
定
の
業
種
に
つ
い
て

は
、
部
分
的
な
免
除
措
置

が
あ
る
。
 除
外
率
は
、
全

従
業
員
数
に
対
す
る
割
合

で
表
示
さ
れ
る
。
 

 
被
雇
用
者
数
が
16
名
未

満
の
事
業
主
 

 
被
雇
用
者
数
が
20
名
未

満
の
民
間
の
事
業
主
。
企

業
規
模
の
判
断
に
際
し
て

は
、
特
殊
な
資
格
を
要
す

る
職
務
は
対
象
外
。
 

 
外
交
機
関
･代
表
部
、
外

国
か
ら
進
出
し
て
き
て
い

る
機
関
、
民
営
化
へ
移
行

中
の
一
時
的
な
国
営
会

社
、
地
方
政
府
 

 
住
宅
協
同
組
合
、
社
会

団
体
、
教
会
、
財
団
、
公

益
企
業
、
非
営
利
団
体
 

 

A
.
3
 
割
当
義
務
の
履
行
方
法
 

 
 
法
定
雇
用
率
1.
6%
に
相

当
す
る
数
の
身
体
障
害
労

働
者
を
雇
用
。
精
神
薄
弱

者
の
雇
用
は
、
身
体
障
害

者
雇
用
率
の
計
算
の
際
に

算
入
さ
れ
る
。
 

 
6%
の
ポ
ス
ト
に
障
害
者

を
雇
用
す
る
 

 
約
6%
を
障
害
者
の
雇
用

に
割
り
当
て
る
。
さ
ら
に
、

保
護
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
へ

の
下
請
け
契
約
、
国
が
承

認
し
た
集
団
協
定
へ
の
署

名
、
フ
ラ
ン
ス
の
基
金
で

あ
る
AG
EF
IP
H
へ
の
納
付

金
支
払
い
を
行
う
こ
と
に

よ
っ
て
、
事
業
主
は
雇
用

義
務
を
果
た
す
こ
と
が
で

き
る
。
 

 
障
害
者
雇
用
率
6%
を
達

成
す
る
。
 

 
所
定
の
年
度
に
お
け
る

統
計
調
査
に
基
づ
く
職
員

数
平
均
の
5%
が
強
制
的
社

会
復
帰
雇
用
割
当
と
な

る
。
 

 
被
雇
用
者
25
名
に
つ
き

対
象
と
な
る
障
害
者
最
低

1名
を
雇
用
す
る
。
事
業
主

が
こ
の
義
務
を
履
行
し
な

い
場
合
は
、
均
等
化
さ
れ

た
納
付
金
を
支
払
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

B
.
 
納
付
金
 

 
 

 
 

 
B
.
1
 
納
付
金
の
水
準
 

B.
1.
1
 
納
付
金
の

基
準
額
 

 
未
達
成
１
名
に
つ
き
月

額
50
,0
00
円
(4
00
米
ド

ル
) 

 
20
0
ド
イ
ツ
マ
ル
ク

(1
20
米
ド
ル
) 
 

 
未
充
足
１
名
に
つ
き
年

間
13
,7
00
フ
ラ
ン
ス
フ
ラ

ン
(2
,4
30
米
ド
ル
) 

 
常
勤
職
1
名
分
に
つ
き

約
16
5米
ド
ル
 

 
１
名
に
つ
き
年
額

8,
00
0
ハ
ン
ガ
リ
ー
フ
ォ

リ
ン
ト
（
46
米
ド
ル
）
 

 
雇
用
未
充
足
1
名
に
つ

き
月
額
1,
96
0
オ
ー
ス
ト

リ
ア
シ
リ
ン
グ
（
66
米
ド

ル
）（
19
96
年
現
在
）
 

B.
1.
2
 
納
付
金
の

水
準
の
決
定
方
法
 
 
割
当
数
の
障
害
者
を
雇

用
す
る
た
め
に
必
要
と
し

た
1
人
当
り
追
加
支
出
の

平
均
額
を
考
慮
し
て
、
労

働
省
が
決
定
す
る
。
 

 
法
律
に
よ
り
規
定
。
 
 
19
89
年
7
月
10
日
法
に

よ
っ
て
規
定
さ
れ
て
お

り
、
最
低
賃
金
時
給

(S
MI
C)
の
30
0
倍
か
ら
50
0

倍
の
間
で
、
民
間
企
業
の

規
模
に
よ
っ
て
異
な
る
。
 

 
法
律
で
定
め
ら
れ
た
計

算
式
。
保
護
雇
用
事
業
所

に
つ
い
て
は
、
法
律
は
別

の
計
算
式
を
定
め
て
い

て
、
そ
の
事
業
所
に
認
め

ら
れ
る
免
税
額
の
10
%
相

当
額
。
 

 
国
家
予
算
法
に
よ
っ
て

1
人
当
り
の
金
額
が
毎
年

示
さ
れ
る
 

 
連
邦
政
府
労
働
社
会
省

の
条
例
に
よ
る
。
 

B
.
2
 
賦
課
さ
れ
る
納
付
金
の
計
算
 

 
 

 
 

B.
2.
1
 
支
払
額
の

計
算
者
 

 
事
業
主
 

 
事
業
主
 

 
事
業
主
 

  
事
業
主
 

 
連
邦
政
府
社
会
局
の
事

務
所
が
事
業
主
に
通
知
す

る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

B.
2.
2
 
支
払
額
の

計
算
方
法
 

 
1)
基
本
原
則
:
基
準
月

額
×
Σ
[
月
初
め
に
雇
用

さ
れ
て
い
る
正
規
の
常
勤

労
働
者
数
×
法
定
雇
用

率
]。
2)
支
払
金
の
控
除
:

身
体
障
害
者
を
雇
用
し
て

い
る
事
業
主
は
、
支
払
額

を
下
記
の
よ
う
に
計
算
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
基
準

月
額
×
(
Σ
[月
初
め
に
雇

用
さ
れ
て
い
る
正
規
の
常

勤
労
働
者
数
×
法
定
雇
用

率
]-
Σ
[
月
初
め
に
雇
用

さ
れ
て
い
る
障
害
労
働
者

数
])
 

 
未
充
足
１
名
に
つ
き

20
0
ド
イ
ツ
マ
ル
ク
(1
20

米
ド
ル
) 
 

 
法
令
で
定
め
ら
れ
た
計

算
方
法
 

 
賃
金
月
額
平
均
の
50
% 
 
社
会
復
帰
拠
出
金
の
年

額
は
、
強
制
的
社
会
復
帰

割
当
数
と
実
際
に
雇
用
さ

れ
て
い
る
社
会
復
帰
職
員

数
と
の
差
か
ら
算
定
。
 

 

B
.
3
 
支
払
の
実
施
 

 
 

 
 

 
B.
3.
1
 
支
払
い
は

強
制
的
か
任
意
か
? 
  
強
制
的
で
あ
る
が
、
国

と
地
方
公
共
団
体
、
法
律

に
よ
っ
て
指
定
さ
れ
る
特

殊
法
人
等
、
お
よ
び
常
勤

労
働
者
が
30
0
名
以
下
の

一
般
事
業
主
に
は
適
用
さ

れ
な
い
。
 

 
強
制
的
  

 
法
律
に
よ
っ
て
規
定
さ

れ
た
基
準
を
満
た
し
て
い

な
い
事
業
主
に
対
し
て
は

強
制
的
 

 
法
律
に
よ
っ
て
定
義
さ

れ
て
い
る
事
業
主
に
対
し

て
は
強
制
的
 

 
(
被
雇
用
者
が
20
名
を

越
え
る
)
適
用
対
象
の
経

済
的
組
織
の
場
合
は
強
制

的
 

 
強
制
的
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

B.
3.
2
 
納
付
金
を

支
払
わ
な
か
っ
た
場

合
の
制
裁
 

 
事
業
主
が
支
払
金
額
の

報
告
義
務
を
履
行
し
な
い

場
合
は
、
追
徴
金
を
課
し
、

納
付
金
の
支
払
い
が
遅
れ

た
場
合
は
、
延
滞
金
を
課

す
。
法
律
に
よ
り
、
労
働

大
臣
は
、
事
業
主
の
財
産

を
没
収
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
滞
納
金
を
徴
収
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
 

 
未
払
い
分
に
関
し
て

は
、
延
滞
金
が
追
徴
さ
れ

る
。
 

 
義
務
不
履
行
の
事
業
主

は
、
そ
の
支
払
う
べ
き
納

付
金
の
12
5%
相
当
の
罰
金

を
大
蔵
省
に
支
払
う
も
の

と
す
る
。
 

 
徴
税
の
場
合
と
同
様
、

未
払
い
分
に
対
し
て
利
子

が
課
さ
れ
る
。
 

 
租
税
管
理
関
係
の
法
律

の
規
則
を
適
用
す
る
。
 
 
期
限
ま
で
に
事
業
主
が

割
当
金
を
支
払
わ
な
い
場

合
は
、
一
定
の
期
間
を
お

い
て
か
ら
、
支
払
の
実
施

が
強
制
さ
れ
る
。
支
払
が

遅
れ
た
場
合
は
、
オ
ー
ス

ト
リ
ア
･ナ
シ
ョ
ナ
ル
･バ

ン
ク
が
設
定
し
た
利
子
に

4%
加
え
た
罰
金
が
適
用
さ

れ
る
。
 

B.
3.
3
 
支
払
義
務

の
免
除
 

 
事
業
主
が
、
納
付
金
支

払
義
務
を
免
除
さ
れ
る
こ

と
は
な
い
。
追
徴
金
と
延

滞
金
に
つ
い
て
は
、
特
定

の
例
外
的
な
場
合
に
免
除

さ
れ
る
場
合
が
あ
る
(
金

額
が
僅
少
の
場
合
や
、
天

災
に
よ
っ
て
事
業
主
の
経

済
活
動
が
著
し
い
影
響
を

受
け
た
場
合
等
)。
 

 
障
害
者
の
た
め
の
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
と
契
約
を
し

て
い
る
事
業
主
は
、
そ
の

支
払
う
べ
き
納
付
金
の
一

部
を
控
除
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
 

 
新
し
い
会
社
と
20
名
以

上
の
賃
金
労
働
者
を
雇
用

し
て
い
る
会
社
は
、
雇
用

義
務
を
履
行
す
る
ま
で
に

3
年
の
猶
予
期
間
が
与
え

ら
れ
る
。
 

 
基
金
の
管
理
委
員
会
議

長
は
、
特
別
な
社
会
･経
済

的
事
情
に
よ
っ
て
必
要
と

さ
れ
る
場
合
、
自
由
裁
量

権
限
に
よ
り
事
業
主
の
支

払
義
務
を
免
除
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
 

 
強
制
的
雇
用
割
当
数
を

越
え
て
障
害
労
働
者
を
雇

用
し
て
い
る
事
業
主
 

 
法
律
に
は
、
免
除
規
定

は
な
い
。
困
窮
し
て
い
る

場
合
に
は
、
支
払
期
間
の

延
長
又
は
分
割
支
払
が
認

め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

B
.
4
 
報
告
･
検
査
･
統
制
 

B.
4.
1
 
納
付
金
に

関
す
る
義
務
履
行
状

況
に
つ
い
て
、
事
業

主
が
報
告
す
る
必
要

性
 

 
有
り
。
事
業
主
は
、
納

付
額
を
自
己
申
告
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
報

告
書
は
、
毎
会
計
年
度
の

年
度
終
了
日
か
ら
45
日
以

内
に
、
労
働
省
に
提
出
す

る
。
実
際
に
は
日
本
障
害

者
雇
用
促
進
協
会
(
日
障

協
)へ
提
出
す
る
。
 

 
有
り
 

 
雇
用
に
関
す
る
義
務
を

ど
の
よ
う
に
果
た
し
て
き

た
か
に
つ
い
て
説
明
し
た

申
告
書
を
事
業
主
は
提
出

す
る
必
要
が
あ
る
。
 

 
納
付
金
額
の
申
告
が
必

要
で
あ
る
。
 

 
支
払
義
務
の
あ
る
経
済

的
組
織
は
、
社
会
復
帰
拠

出
金
の
自
己
算
定
を
行

う
。
経
済
的
組
織
は
、

AP
EH
(
租
税
･
財
務
監
査

局
)
へ
報
告
を
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

 
実
際
に
は
、
必
要
な
情

報
は
、
社
会
保
険
業
者
協

会
を
通
じ
て
入
手
さ
れ
る

の
で
、
事
業
主
は
、
記
録

を
提
出
す
る
義
務
が
な

い
。
た
だ
し
、
デ
ー
タ
の

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
伝
送
が
出

来
な
い
場
合
(
小
企
業
等
)

は
、
事
業
主
が
職
員
数
の

年
間
記
録
を
連
邦
政
府
社

会
局
へ
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
 

4.
2
 
報
告
書
の
提

出
先
と
提
出
頻
度
 
 

 
事
業
主
は
、
毎
年
、
地

方
雇
用
事
務
所
へ
報
告
を

行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

 
事
業
主
は
、
毎
年
、
行

政
機
関
に
報
告
書
を
提
出

す
る
。
 

事
業
主
は
、
申
告
書
を
基

金
へ
提
出
す
る
。
 
 

 

B.
4.
3
 
報
告
す
べ

き
情
報
 

 
上
記
報
告
書
と
と
も
に

毎
月
初
め
の
正
規
常
勤
労

働
者
数
、
身
体
障
害
者
数
、

精
神
薄
弱
者
数
、
そ
れ
ら

の
事
業
所
別
内
訳
、
対
象

会
計
年
度
中
に
雇
用
さ
れ

て
い
た
障
害
者
の
名
簿

(
年
度
内
に
入
社
し
た
者

と
退
職
し
た
者
を
示
す
)

を
記
載
し
た
報
告
書
を
提

出
す
る
。
 

 
確
保
し
て
あ
る
ポ
ス
ト

数
、
重
度
障
害
者
が
占
め

て
い
る
ポ
ス
ト
数
と
訓
練

ポ
ス
ト
数
、
ダ
ブ
ル
・
カ

ウ
ン
ト
事
案
、
支
払
う
べ

き
納
付
金
の
合
計
額
 

 
職
員
数
の
規
模
と
雇
用

さ
れ
て
い
る
障
害
者
数
 
 
雇
用
総
数
、
障
害
者
雇

用
指
数
、
平
均
賃
金
、
納

付
金
減
額
対
象
と
な
る
資

格
と
そ
の
額
、
1ヶ
月
の
支

払
額
、
前
期
か
ら
持
越
さ

れ
て
い
る
未
処
理
の
納
付

額
 

 
雇
用
職
員
数
、
障
害
職

員
数
、
支
払
う
べ
き
社
会

復
帰
拠
出
金
 

 
対
象
と
な
る
障
害
被
雇

用
者
数
、
氏
名
と
住
所
、

雇
用
年
月
日
、
社
会
保
険

番
号
、
適
格
性
を
証
明
す

る
書
類
 

― 111 ― 



 
項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

B.
4.
4
 
報
告
書
を

受
理
す
る
者
 
 
報
告
書
は
労
働
省
の
地

方
事
務
所
(
公
共
職
業
安

定
所
)を
と
お
し
て
、
労
働

大
臣
へ
送
る
よ
う
に
法
律

で
規
定
さ
れ
て
い
る
。
法

律
に
よ
り
、
労
働
大
臣
は

日
障
協
へ
納
付
金
徴
収
の

権
限
を
与
え
る
こ
と
が
で

き
る
の
で
、
日
障
協
が
こ

の
業
務
を
行
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
事
情
に
よ

り
、
報
告
書
は
日
障
協
へ

提
出
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
る
。
 

 
報
告
書
の
コ
ピ
ー
は
、

地
方
雇
用
事
務
所
と
国
内

評
議
会
へ
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

 
権
限
あ
る
機
関
以
外
は

受
理
で
き
な
い
。
 
 
事
業
所
が
自
ら
報
告
書

の
コ
ピ
ー
を
保
管
す
る
。
 
 
租
税
･
財
務
監
査
局

(A
PE
H)
。
タ
ー
ゲ
ッ
ト
組

織
と
社
会
雇
用
団
体
の
場

合
は
大
蔵
省
。
 

 
連
邦
政
府
社
会
省
の
担

当
事
務
所
 

B.
4.
5
 
報
告
書
の

検
査
者
 

 
法
律
に
よ
り
、
日
障
協

が
割
当
金
徴
収
に
必
要
な

書
類
提
出
を
事
業
主
に
要

求
す
る
権
限
を
も
っ
て
い

る
。
こ
れ
に
基
づ
い
て
、

日
障
協
の
担
当
官
は
、
労

働
者
の
雇
用
に
関
す
る
情

報
が
記
載
さ
れ
た
書
類
を

検
査
し
、
報
告
書
の
内
容

を
確
認
す
る
た
め
に
会
社

を
訪
問
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
 

 
 
基
金
は
、
義
務
遵
守
に

関
す
る
事
柄
は
取
り
扱
わ

な
い
。
 

 
財
務
査
察
事
務
所
が
報

告
書
を
検
査
す
る
権
限
を

持
つ
。
 

 
AP
EH
、
行
政
監
察
事
務

所
、
会
計
検
査
局
 
 
雇
用
記
録
は
、
要
請
が

あ
り
次
第
、
地
元
の
労
働

市
場
行
政
機
関
お
よ
び
連

邦
政
府
社
会
局
事
務
所
へ

呈
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

B.
4.
6
 
報
告
義
務

を
実
施
さ
せ
る
方
法
  
労
働
大
臣
(実
際
に
は
、

日
障
協
)
が
 個
々
の
事
業

主
の
納
付
金
の
金
額
を
決

定
す
る
権
限
を
持
つ
。
こ

れ
ら
の
事
業
主
が
自
己
申

告
･
報
告
の
義
務
を
無
視

し
た
場
合
で
も
、
こ
の
権

限
は
行
使
さ
れ
る
。
義
務

を
履
行
さ
せ
る
強
硬
手
段

は
罰
則
、
最
終
的
に
は
事

業
主
の
財
産
の
差
し
押
さ

え
で
あ
る
。
 

 
法
律
の
実
施
上
必
要
な

情
報
を
提
供
し
、
一
定
の

状
況
下
で
事
業
所
の
検
査

を
受
入
れ
る
こ
と
は
義
務

で
あ
る
。
 

 
行
政
機
関
が
、
雇
用
人

数
の
正
確
さ
と
義
務
を
履

行
す
る
た
め
に
用
い
る
手

段
を
検
証
す
る
責
任
が
あ

る
。
 

 
財
務
査
察
事
務
所
の
働

き
か
け
と
基
金
か
ら
の
督

促
状
に
よ
る
。
基
金
に
は

監
督
と
検
査
を
行
う
権
利

は
な
い
。
な
お
税
務
事
務

所
は
系
統
的
検
査
を
行
う

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。
 

 
自
己
申
告
 

 
記
録
の
未
提
出
、
故
意

に
よ
る
偽
り
の
情
報
の
記

録
、
報
告
に
関
す
る
条
件

の
遵
守
不
履
行
は
、
行
政

法
違
反
と
な
り
、
最
高
で

10
,0
00
オ
ー
ス
ト
リ
ア
シ

リ
ン
グ
(8
47
米
ド
ル
)
の

罰
金
の
対
象
と
な
り
う

る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

C
.
 
法
的
義
務
の
履
行
 

 
 

 
 

C
.
1
 
対
象
と
な
る
事
業
主
の
う
ち
 

  
 

19
94
年
、
 

  

  
（
上
段
）
経
済
的
組
織

（
下
段
）
タ
ー
ゲ
ッ
ト
団

体
、
社
会
的
雇
用
団
体
 

 

i)
目
的
と
す
る
割
当

数
を
満
た
し
て
い
る

事
業
主
の
割
合
 

50
.5
% 

 
25
,2
00
=1
4%
 

 
36
% 

 
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
被
雇
用

者
に
関
す
る
統
計
情
報
制

度
で
は
、
こ
れ
ら
の
割
合

を
算
出
す
る
こ
と
が
不
可

能
で
あ
る
。
 

 
 6
% 

 
95
% 

 
25
02
=1
8.
6%
 

ii
)
障
害
者
を
あ
る

程
度
雇
用
し
て
お

り
、
納
付
金
を
支
払

っ
て
い
る
事
業
主
割

合
 

 
49
.5
%
が
納
付
金
を
納

入
し
て
い
る
が
、
そ
の
内

訳
は
入
手
し
て
い
な
い
。
 

 
90
,3
00
=4
9%
 

 
14
% 

  
15
% 

 
 5
% 

 1
0,
29
8=
81
.4
%
が
納
付

金
を
支
払
っ
て
い
る
（
詳

し
い
内
容
は
入
手
し
て
い

な
い
）
 

ii
i)
納
付
金
を
支
払

っ
て
い
る
だ
け
の
事

業
主
割
合
 

 
 
68
,8
00
=3
7%
 

 
40
% 

 
そ
の
他
の
状
況
も
あ
り
 

 
う
る
。
 

 
 
79
% 

 
－
 

 

C
.
2
 
支
払
う
べ
き
納
付
金
を
未
納
に
し
て
い
る
対
象
事
業
主
の
割
合
 

 
 
19
95
年
会
計
年
度
に
お

い
て
0.
5%
  

 
該
当
せ
ず
 

 
19
92
年
に
お
い
て
5%
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

D
.
 
雇
用
当
制
度
の
対
象
と
な
る
障
害
者
の
認
定
 

D
.
1
 
定
 
義
 

 
 

 
 

D.
1.
1
 
割
当
数
に

算
入
で
き
る
障
害

者
の
法
律
上
の
定

義
 

 
i)
身
体
障
害
者
と
は
、

法
律
に
付
属
す
る
表
に

明
記
さ
れ
て
い
る
障
害

の
い
ず
れ
か
を
持
つ
者

で
あ
る
。
ii
)
精
神
薄
弱

者
と
は
、
児
童
相
談
所
、

精
神
保
健
セ
ン
タ
ー
、
精

神
保
健
指
定
医
、
日
障
協

の
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー

等
が
そ
の
よ
う
に
判
定

し
た
者
。
 

 
i)
重
度
障
害
者
、
即

ち
、
障
害
の
重
さ
が
少
な

く
と
も
50
度
で
あ
る
者
。

永
住
し
、
ま
た
は
通
常
に

居
住
し
、
ま
た
は
、
法
律
の

適
用
が
及
ぶ
雇
用
の
場

に
就
い
て
い
る
こ
と
を
要

す
る
。
 

 
ii
)
重
度
障
害
者
と
同

等
の
状
態
と
み
な
し
う

る
者
。
即
ち
、
上
記
（
i)

に
示
し
た
条
件
を
満
た

す
者
で
あ
っ
て
、
障
害
度

が
30
度
以
上
50
度
未
満

で
あ
り
、
同
等
の
措
置
が

な
け
れ
ば
、
法
律
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
照
ら
し
て

適
当
と
考
え
う
る
職
業

を
獲
得
･
維
持
出
来
な
い

程
の
障
害
が
あ
り
、
か
つ

地
元
の
雇
用
事
務
所
の

判
断
に
よ
り
、
重
度
障
害

者
と
同
等
の
資
格
を
与

え
ら
る
者
。
 

 
19
87
年
法
に
よ
り
、
下

記
を
対
象
者
と
す
る
。
退

役
軍
人
、
労
災
受
傷
者
、

社
会
保
障
局
の
定
義
に

該
当
す
る
者
、
CO
TO
RE
P  

(1
97
5
年
法
に
従
っ
て
設

立
さ
れ
た
地
方
委
員
会
)

の
定
義
に
該
当
す
る
障

害
労
働
者
。
 

 
 
健
康
状
態
の
悪
化
が

原
因
で
労
働
能
力
に
変

化
生
じ
た
た
め
、
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
措
置

な
し
で
は
、
従
前
の
職
務

に
お
け
る
作
業
の
実
行

を
十
全
に
履
行
す
る
こ

と
が
永
久
に
出
来
な
く

な
っ
た
者
で
、
障
害
の
程

度
が
40
%を
越
え
る
者
。
 

 
法
律
の
対
象
と
な
る

有
資
格
障
害
者
と
は
、
障

害
の
程
度
が
少
な
く
と

も
50
%
に
達
す
る
こ
と
を

要
す
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

D.
1.
2
 
障
害
者
に

つ
い
て
障
害
認
定

及
び
/
又
は
登
録
を

行
う
者
 

 
労
働
省
の
傘
下
に
あ

る
公
共
職
業
安
定
所
 
 
障
害
者
か
ら
の
申
請

が
あ
り
次
第
、
戦
争
犠
牲

者
援
助
を
所
管
す
る
当

局
が
、
障
害
の
有
無
を
確

認
し
、
程
度
を
判
断
す

る
。
地
元
の
雇
用
事
務
所

が
資
格
を
認
定
賦
与
す

る
。
 

 
障
害
者
と
し
て
の
登

録
証
が
、
CO
TO
RE
P
、
社

会
保
障
局
又
は
退
役
軍

人
局
に
よ
っ
て
発
行
さ

れ
る
。
 

 
求
職
者
に
関
し
て
は
、

州
の
雇
用
セ
ン
タ
ー
（
職

業
紹
介
を
所
管
）。
｢保
護

労
働
｣
と
し
て
認
定
さ
れ

て
い
る
事
業
所
に
現
に

雇
用
さ
れ
て
い
る
者
に

関
し
て
は
、
当
該
事
業

所
。
そ
の
他
の
者
に
関
し

て
は
全
国
障
害
者
リ
ハ

ビ
リ
基
金
執
行
委
員
会
 

 
障
害
の
等
級
に
関
す

る
証
明
書
を
全
国
医
療

専
門
家
協
会
が
発
行
す

る
 

 
正
式
な
行
政
手
続
 

D.
1.
3
 
障
害
の
有

無
と
程
度
を
確
認

す
る
た
め
の
基
準
 

 
公
共
職
業
安
定
所
は

判
断
す
る
に
あ
た
り
、

D.
1.
1
に
記
し
た
専
門
家

の
専
門
技
術
･
知
識
を
も

つ
機
関
に
よ
る
判
定
を

参
考
に
す
る
。
身
体
障
害

が
あ
る
者
に
は
、
そ
の
障

害
を
証
明
す
る
証
明
書

(
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
形
式
)

が
発
行
さ
れ
る
が
、
公
共

職
業
安
定
所
は
当
該
証

明
書
に
基
づ
い
て
、
障
害

の
確
認
(
種
類
と
等
級
)

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

精
神
薄
弱
者
に
も
、
証
明

書
が
発
行
さ
れ
る
。
 

 
社
会
保
障
法
に
則
り
、

か
つ
、
重
度
障
害
者
法
に

従
っ
て
医
学
的
所
見
を

発
行
す
る
者
の
た
め
の

点
数
表
 

 
CO
TO
RE
P
が
、
障
害
の

程
度
を
3
つ
の
等
級
に
定

義
し
て
い
る
。
A:
(
軽
度

又
は
一
過
性
の
も
の
)
 

B:
(
中
等
度
及
び
永
続
性

の
も
の
) 
C:
(
重
度
及
び

不
治
の
も
の
)
。
他
の
制

度
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
基
準

が
あ
る
。
 

 
KI
Zs
は
医
学
的
基
準

の
み
を
適
用
し
て
障
害

の
有
無
と
程
度
を
確
認

す
る
。
 

 
健
康
上
の
基
準
 
 
医
学
的
に
確
立
さ
れ

た
基
準
。
各
疾
患
に
対
し

て
、
標
準
ポ
イ
ン
ト
が
与

え
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
ポ

イ
ン
ト
に
よ
り
総
合
的

な
障
害
の
程
度
が
決
定

さ
れ
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

D
.
2
 
ダ
ブ
ル
カ
ウ
ン
ト
 

D.
2.
1
 
割
当
数
の

算
定
上
1
名
を
1
単

位
以
上
に
計
算
す

る
。
 

 
雇
用
率
を
算
定
す
る

際
重
度
の
身
体
障
害
労

働
者
1
名
を
２
単
位
と
し

て
計
算
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
重
度
の
精
神
薄
弱

労
働
者
の
雇
用
に
関
し

て
も
、
同
じ
ダ
ブ
ル
カ
ウ

ン
ト
方
式
が
適
用
さ
れ

る
。
 

 
重
度
障
害
者
は
、
1
名

に
つ
き
、
確
保
さ
れ
た
ポ

ス
ト
3件
迄
の
範
囲
で
、
1

単
位
以
上
に
計
算
さ
れ

る
こ
と
が
あ
る
。
 

 
1
名
が
複
数
の
｢
受
益

者
単
位
｣
と
し
て
計
算
さ

れ
る
こ
と
が
あ
る
。
 

 
あ
り
 

 
な
し
 

 
盲
人
･
19
才
以
下
の

者
･
見
習
い
･7
0%
以
上
の

障
害
を
持
っ
た
50
才
を

越
え
る
者
･
55
才
以
上
の

者
･車
椅
子
使
用
者
は
、
1

名
が
2
単
位
と
し
て
計
算

さ
れ
る
。
 

D.
2.
2
 
ダ
ブ
ル
カ

ウ
ン
ト
の
事
由
 
 
労
働
省
が
規
定
す
る

障
害
の
重
症
度
。
 
 
当
該
障
害
者
を
職
場

に
受
け
入
れ
る
と
き
、
特

別
の
困
難
が
生
ず
る
か

ど
う
か
に
よ
る
。
 

 
障
害
の
重
症
度
及
び

年
齢
･
雇
用
状
況
･
保
護

労
働
作
業
所
か
ら
の
退

所
等
の
具
体
的
事
情
。
 

 
障
害
の
程
度
と
種
類
。
 

 

D.
2.
3
 
ダ
ブ
ル
カ

ウ
ン
ト
を
認
可
す

る
者
 

 
割
当
制
度
の
運
営
責

任
者
で
あ
る
労
働
省
 
 
地
元
の
雇
用
事
務
所
 
 
規
則
に
、
適
用
基
準
が

定
め
ら
れ
て
い
る
。
 
 
法
律
に
基
づ
く
行
政

規
則
に
従
っ
て
労
働
社

会
政
策
大
臣
が
行
う
。
 

 
 

D.
2.
4
 
ダ
ブ
ル
カ

ウ
ン
ト
の
シ
ス
テ

ム
に
加
え
ら
れ
た

変
更
 

 
ダ
ブ
ル
カ
ウ
ン
ト
は
、

19
76
年
の
法
律
改
正
に

よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
。
精

神
薄
弱
者
は
、
19
87
年
の

改
正
に
よ
っ
て
同
じ
取

扱
い
を
受
け
る
よ
う
に

な
っ
た
。
 

 
障
害
を
も
つ
訓
練
生

は
、
19
85
年
か
ら
20
00
年

ま
で
の
間
は
一
般
に
、
ダ

ブ
ル
カ
ウ
ン
ト
適
用
 

 
19
87
年
に
設
定
さ
れ

た
計
算
方
法
が
、
92
年
10

月
1
日
の
法
令
で
修
正
さ

れ
た
。
 

 
無
し
 

 
19
75
年
、
19
79
年
、

19
82
年
に
対
象
範
囲
が

拡
大
さ
れ
た
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

E
.
 
納
付
金
の
徴
収
 

E
.
1
 
徴
収
の
頻
度
 

 
 
1年
に
1回
。
納
付
金
額

が
10
0
万
円
以
上
の
場
合

は
、
事
業
主
は
3
回
の
分

割
払
い
に
す
る
こ
と
が

で
き
る
(5
月
、
7
月
、
11

月
に
3分
の
1ず
つ
)。
 

 
1年
に
1回
 

 
1年
に
1回
 

 
納
付
金
は
毎
月
徴
収

す
る
も
の
と
す
る
。
 
 
四
半
期
ご
と
に
AP
EH

の
｢
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
拠
出
金
｣
の
口
座
に
前

納
す
る
。
 

 
1年
に
1回
 

E
.
2
 
徴
収
者
と
徴
収
方
法
 

 
 
日
障
協
が
納
付
金
徴

収
に
当
た
る
。
事
業
主

は
、
日
障
協
の
銀
行
口
座

に
納
付
金
を
送
金
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
事
業
主
の
自
己
申
告

後
、
地
域
の
援
助
基
金
が

行
う
。
 

 
AG
EF
IP
H
。
事
業
主
は

拠
出
金
を
直
接
提
出
す

る
。
 

 
 
年
次
支
払
義
務
を
負

う
経
済
的
組
織
は
年
度

末
に
支
払
い
を
行
う
。
 

 
連
邦
政
府
社
会
局
の

事
務
所
。
 

E
.
3
 
歳
 
入
 

 
 
障
害
者
の
雇
用
が
進

む
に
つ
れ
、
納
付
金
の
歳

入
が
減
少
し
て
い
る
。

19
95
年
会
計
年
度
の
歳

入
は
、
22
6億
6,
20
0万
円

(1
億
8,
20
0
万
米
ド
ル
)

で
あ
っ
た
。
 

 
義
務
達
成
の
程
度
に

よ
る
。
19
95
年
度
は
10
億

1,
50
0
万
ド
イ
ツ
マ
ル
ク

(6
億
6,
70
0万
米
ド
ル
)。

 
19
95
年
度
に
、
AG
EF
IP
H

は
、
15
億
9,
30
0
万
フ
ラ

ン
ス
フ
ラ
ン
(2
億
8,
20
0

万
米
ド
ル
)
を
徴
収
し

た
。
 

 
19
95
年
度
の
納
付
金

か
ら
の
歳
入
は
、

74
8,
03
6,
00
0ズ
オ
チ
 

(2
6,
33
9,
29
5
米
ド
ル
)

で
あ
っ
た
。
19
96
年
度
の

予
想
歳
入
は
、8
75
,0
00
,0
00

ズ
オ
チ
(3
0,
80
9,
85
9
ド

ル
)で
あ
る
。
 

 
1
年
間
で
約
6
億
-7
億

ハ
ン
ガ
リ
ー
フ
ォ
リ
ン

ト
(3
40
万
-4
00
万
米
ド

ル
)。
 

 
(
記
載
な
し
) 
  
  
  
  
  
  
  
  

19
95
年
の
支
出
は
、

6,
46
0
億
6,
50
0
万
オ
ー

ス
ト
リ
ア
シ
リ
ン
グ

(5
4,
89
0
米
ド
ル
)
で
あ

っ
た
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F
.
 
基
金
の
支
出
政
策
 

 
 

 
 

 
F
.
1
 
目
 
的
 

 
 

 
 

 
 

 
基
金
の
財
源
は
、
身
体

障
害
者
の
職
業
的
･医
療

的
･
社
会
的
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
に
利
用
さ
れ

て
い
る
が
、
具
体
的
に

は
、
下
記
の
目
的
に
充
て

ら
れ
て
い
る
。
新
し
い
職

場
の
創
造
と
障
害
者
の

能
力
へ
既
存
の
職
場
を

適
合
さ
せ
る
こ
と
。
障
害

者
の
訓
練
･再
訓
練
の
実
 

 
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
雇
用
の
支
援
。
開
発
目

的
の
支
援
。
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
雇
用
を
実
施

す
る
経
済
的
組
織
の
設

立
。
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
雇
用
す
る
職
場
の
運

営
維
持
。
 

F.
1.
1 
基
金
利
用
 

の
一
般
的
目
的
 
 
下
記
の
目
的
に
充
当

す
る
。
(a
)
身
体
障
害
者

雇
用
調
整
金
 
(b
)
法
律

に
特
定
さ
れ
て
い
る
、
設

備
設
置
等
の
た
め
の
助

成
金
 
(c
)
納
付
金
の
徴

収
お
よ
び
調
整
金
等
の

支
給
の
事
務
 
(d
)
そ
の

他
障
害
者
の
雇
用
促
進

に
関
連
す
る
業
務
 

 
重
度
障
害
者
の
た
め

の
雇
用
と
職
業
的
機
会

の
促
進
及
び
そ
の
労
働

生
活
と
職
業
生
活
に
お

け
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

援
助
の
提
供
の
た
め
の

も
の
に
限
ら
れ
る
。
 

 
AG
EF
PH
に
は
、
会
社
･

障
害
者
･
協
会
･
訓
練
及

び
斡
旋
機
関
を
対
象
と

し
て
下
記
の
名
目
で
分

配
す
る
17
の
財
政
援
助

措
置
が
あ
る
。
経
済
界
各

層
に
対
す
る
啓
発
。
障
害

者
の
準
備
。
雇
用
へ
の
参

入
と
雇
用
維
持
（
と
く
に

イ
ン
デ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

を
刺
激
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
）。
職
場
で
の
支
援

と
援
助
。
保
護
さ
れ
て
い

る
場
と
企
業
の
距
離
を

短
縮
。
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

に
対
す
る
助
成
。
 

施
。
障
害
者
の
職
業
的
･医
療
的
･社
会
的
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
施
設
の
建
設
･近
代
化
。
作
業
療
法
施

設
の
設
置
と
運
営
。
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
・
イ
ン

フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
と
社
会
的
イ
ン
フ
ラ
ス
ト

ラ
ク
チ
ャ
ー
の
創
造
。
ZP
Ch
を
対
象
と
す
る
銀
行
融

資
の
利
子
の
共
同
補
給
。
ロ
ー
ン
の
付
与
。
保
険
機

関
へ
の
返
済
:
強
制
的
交
通
保
険
に
関
し
て
、
別
個

の
規
則
に
基
づ
き
保
険
料
減
額
対
象
と
な
る
身
体

障
害
者
の
申
請
に
よ
っ
て
減
額
さ
れ
た
金
額
を
保

険
機
関
へ
返
済
す
る
。
ま
た
、
基
金
財
源
の
剰
余
分

は
、
以
下
に
充
当
し
て
よ
い
。
ロ
ー
ン
の
付
与
。
会

社
に
よ
る
株
式
の
取
得
。
債
券
と
株
式
の
購
入
。
基

金
が
発
表
･実
施
し
、
か
つ
、
個
々
の
障
害
者
の
活

性
化
に
役
立
つ
特
別
な
目
的
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
就
職

が
特
に
難
し
い
精
神
障
害
者
や
精
神
薄
弱
者
の
雇

用
の
維
持
。
児
童
と
若
者
の
医
療
的
･社
会
的
･職
業

的
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
。
破
産
の
危
機
に
さ
ら
さ

れ
て
い
る
障
害
者
の
職
場
の
維
持
。
 

 
有
資
格
の
障
害
者
及

び
/
又
は
そ
の
使
用
者
の

た
め
の
次
の
利
益
。
(a
)

個
人
の
利
益
 
(b
)
特
別

事
業
そ
の
他
へ
の
拠
出

（
団
体
へ
の
補
助
金
な

ど
）
 (
c)
保
護
雇
用
作
業

所
へ
の
補
助
金
 (
d)
 
雇

用
割
当
人
数
を
超
え
て

い
る
事
業
主
へ
の
奨
励

金
及
び
保
護
雇
用
作
業

所
へ
の
下
請
発
注
に
対

す
る
奨
励
金
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

 
(1
)
納
付
金
対
象
事
業

主
で
あ
っ
て
、
雇
用
率
以

上
の
障
害
労
働
者
を
雇

用
し
て
い
る
事
業
主
へ

の
雇
用
調
整
金
の
支
払

い
 
(2
)
納
付
金
適
用
除

外
対
象
の
事
業
主
で
あ
っ
 連
邦
政
府
補
償
基
金
の

措
置
。
別
添
１
を
参
照
。
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

各
地
方
の
援
助
基
金
の

措
置
。
別
添
２
を
参
照
。
 

F.
1.
2
 
基
金
利
用

の
対
象
と
な
る
措

置
 

て
、5
名
以
上
又
は
従
業
員
の
3%
以
上
の
数
の
障
害
労

働
者
を
雇
用
す
る
も
の
へ
の
報
奨
金
の
支
払
い
(3
)

下
記
に
対
す
る
助
成
金
の
支
払
い
。(
a)
障
害
者
が
そ

の
業
務
を
行
い
、
又
は
職
場
に
お
け
る
作
業
・
移
動

を
容
易
に
す
る
施
設
･設
備
。
 
(b
)職
務
や
職
場
環

境
に
関
し
て
、
重
度
障
害
者
の
適
応
を
容
易
に
す
る

特
別
な
措
置
 
(c
)前
記
 
(a
)の
助
成
金
を
受
け
た

設
備
の
更
新
 
(d
)障
害
労
働
者
処
遇
改
善
ま
た
は

雇
用
維
持
を
容
易
に
す
る
施
設
･設
備
。
(e
)福
祉
施

設
 
(f
)重
度
障
害
労
働
者
の
就
労
と
生
活
に
配
慮

し
た
特
別
措
置
(通
勤
、
住
宅
、手
話
通
訳
者
の
配
置
、

産
業
医
の
配
置
、
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
や
ガ
イ
ダ
ン
ス

を
行
う
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
配
置
、
身
体
障
害
労
働

者
の
職
場
介
助
者
の
配
置
、
重
度
の
精
神
薄
弱
者
や

精
神
障
害
者
を
援
助
す
る
業
務
遂
行
援
助
者
の
配

置
)
。
(g
)重
度
障
害
者
多
数
雇
用
事
業
所
の
施
設
･

設
備
 
(h
)事
業
主
、
職
業
訓
練
学
校
、
福
祉
施
設
等

が
行
う
障
害
者
の
職
業
能
力
開
発
(
訓
練
施
設
･
設

備
、
訓
練
の
運
営
費
、
受
講
料
) 
(i
)障
害
者
雇
用

支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
立
と
運
営
(施
設
･設
備
、
運
営

費
)  

 
17
の
対
象
と
な
る
措
置

を
下
記
に
示
す
。
診
断
と

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、
雇
用

上
の
優
遇
措
置
、
雇
用
の

継
続
と
再
配
置
、
仕
事
創

出
、
作
業
場
所
に
お
け
る

調
整
と
再
適
応
、
職
場
へ

の
容
易
な
ア
ク
セ
ス
、
労

働
･
訓
練
契
約
、
見
習
契

約
、
専
門
的
な
評
価
、
今

日
的
技
能
の
習
得
又
は
再

訓
練
、
職
業
訓
練
、
イ
ン

テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
援

助
と
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、

障
害
者
へ
の
就
職
斡
旋
、

転
職
斡
旋
、
保
護
的
環
境

と
通
常
の
環
境
の
格
差
の

橋
渡
し
、
情
報
と
意
識
の

開
発
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

に
対
す
る
助
成
金
。
現
在
、

助
成
金
の
多
く
は
、

AG
EF
PH
と
国
が
設
け
た
部

門
別
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ

ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
と
お

し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
。

19
97
年
1月
1日
か
ら
は
、

収
入
保
障
対
象
の
職
務
に

就
い
て
い
る
障
害
者
に
対

し
て
賃
金
の
減
額
分
を
補

填
す
る
業
務
は
AG
EF
PH
の

所
掌
と
な
っ
た
（
従
前
は

国
の
事
務
）。
 

 
 
社
会
復
帰
雇
用
の
創

出
と
維
持
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
振
興
。
 

 
個
人
の
利
益
: 
自
動
車

補
助
金
、
給
与
補
助
金
、

訓
練
援
助
、
車
椅
子
利
用

者
を
対
象
と
し
た
交
通

費
補
助
金
、
職
務
に
関
す

る
技
術
的
援
助
、
生
活
費

補
助
金
、
車
椅
子
ア
ク
セ

ス
補
助
金
、
肢
体
不
自
由

者
の
た
め
の
補
助
手
段

及
び
視
覚
･
聴
覚
障
害
者

を
対
象
と
し
た
補
助
金
、

移
動
に
関
す
る
援
助
、
ケ

ア
の
提
供
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
1.
3
 
措
置
の
種

類
別
年
間
支
出
 
 
19
95
年
度
 
(1
)
雇
用

調
整
金
 -
 5
0億
5,
80
0万

円
 
(2
)
報
奨
金
 
- 
58
億

5,
40
0
万
円
 
(3
)
助
成
金
 

- 
18
4億
2,
30
0万
円
 (
4)

業
務
費
 -
 3
9億
1,
50
0万

円
 

 
別
添
1
と
2
を
参
照
せ

よ
。
 
（
訳
註
：
本
書
13
8～
14
1

頁
参
照
）
 

 
19
95
年
に
は
、
63
%
が

イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

を
促
す
措
置
(
事
業
主
と

障
害
者
)
の
た
め
に
使
用

さ
れ
、
37
%
が
下
記
に
示

す
そ
の
他
の
措
置
に
使

用
さ
れ
た
。
経
済
各
層
の

認
識
の
育
成
に
8.
6%
、
障

害
者
の
準
備
に
31
.1
%
、

雇
用
の
開
拓
と
雇
用
の

維
持
に
15
.2
%
、
就
職
斡

旋
に
19
.2
%
、
職
務
遂
行

の
援
助
に
20
.9
%
、
保
護

を
受
け
て
い
た
環
境
と

会
社
と
の
間
の
格
差
の

橋
渡
し
及
び
環
境
一
新

に
4.
8%
。
 

 
19
95
年
に
、
46
.0
%
が

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
に
、
32
.7
%
が
社
会

的
・
医
療
的
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
の
た
め
に
支

出
さ
れ
た
。
19
96
年
に

は
、
54
.1
%
が
社
会
的
リ

ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
に
、

40
.1
%
が
医
療
的
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
に
支
出

さ
れ
る
と
予
想
さ
れ
る
。
  
6-
7
億
ハ
ン
ガ
リ
ー
フ

ォ
リ
ン
ト
(3
40
万
-4
00

万
米
ド
ル
) 

 
19
95
年
：
 
個
人
ヘ
の

給
付
 
- 
2,
16
1
億
5,
80
0

万
オ
ー
ス
ト
リ
ア
シ
リ

ン
グ
、
賃
金
補
助
金
及
び

奨
励
金
 
- 
91
1
億
9,
80
0

万
オ
ー
ス
ト
リ
ア
シ
リ

ン
グ
、
特
別
事
業
及
び
拠

出
金
 
- 
65
3
億
9,
20
0
万

オ
ー
ス
ト
リ
ア
シ
リ
ン

グ
、
保
護
雇
用
職
場
 
-  

1,
52
3
億
8,
30
0
万
オ
ー

ス
ト
リ
ア
シ
リ
ン
グ
 

F.
1.
4
 
優
先
的
に

資
金
を
割
当
て
な

け
ば
な
ら
な
い
措

置
 

(i
)
雇
用
調
整
金
 
(i
i)

報
奨
金
 

 
個
人
と
事
業
主
を
対

象
と
し
た
割
当
を
優
先
。
  
優
先
さ
れ
る
も
の
は

な
い
。
 

 
障
害
者
の
た
め
の
職

場
の
創
造
と
維
持
に
関

す
る
措
置
。
 

 
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
雇
用
の
要
員
数
と
安

全
、
適
切
な
環
境
、
地
域

的
失
業
 

 
様
々
な
種
類
の
利
益

が
相
互
に
補
完
し
あ
う

こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い

る
。
資
金
割
当
に
関
す
る

厳
密
な
優
先
順
位
は
な

い
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
1.
5
 
助
成
の
対

象
と
し
な
く
て
も

よ
い
措
置
 

 
 
同
じ
目
的
の
た
め
の

資
金
が
、
他
の
財
源
か
ら

入
手
で
き
る
場
合
。
人
件

費
、
教
材
費
な
ど
管
理
経

費
お
よ
び
給
付
の
申
請

に
要
す
る
費
用
は
対
象

外
。
 

 
通
常
の
雇
用
へ
の
職

業
的
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ

ョ
ン
を
目
標
と
し
な
い

措
置
、
他
の
財
源
か
ら
す

で
に
助
成
を
う
け
て
い

る
措
置
(
社
会
保
障
が
対

象
と
す
る
整
形
外
科
的

装
具
や
人
工
器
官
等
)。
 

 
職
業
的
･
医
療
的
･
社

会
的
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
に
関
係
の
な
い
も

の
。
 

 
基
金
の
う
ち
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
関
係
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
タ
イ
プ

の
支
出
を
対
象
と
す
る

財
政
拠
出
で
あ
り
、
運
営

コ
ス
ト
(資
材
、
賃
金
等
)

は
対
象
と
し
な
い
。
 

 

F
.
2
 
受
給
資
格
者
 

 
 

 
 

 
 

F.
2.
1
 
助
成
受
給

資
格
の
あ
る
事
業

主
 

 
民
間
部
門
の
事
業
主
 
 
全
て
の
事
業
主
 
 
す
べ
て
の
民
間
部
門

の
事
業
主
又
は
そ
れ
に

準
ず
る
も
の
。
19
87
年
法

適
用
の
有
無
を
問
わ
な

い
。
 

 
全
て
の
事
業
主
(
企
業

所
有
権
の
形
式
や
被
雇

用
者
数
を
問
わ
な
い
) 

 
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
雇
用
を
創
出
又
は
維

持
す
る
事
業
主
 

 
原
則
と
し
て
、
賃
金
補

助
金
と
雇
用
補
助
金
は
、

雇
用
義
務
が
満
た
さ
れ

て
い
る
か
ど
う
か
に
か

か
わ
ら
ず
事
業
主
は
こ

れ
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
。
 

F.
2.
2
 
助
成
受
給

資
格
の
無
い
事
業

主
 

 
国
、
地
方
公
共
団
体
お

よ
び
特
殊
法
人
 

 
な
し
 

 
公
共
部
門
及
び
AG
EF
IP
H

の
名
義
の
助
成
を
受
け

る
措
置
に
関
し
て
企
業

単
位
の
協
定
を
既
に
締

結
し
て
い
る
民
間
事
業

主
(
二
重
助
成
は
認
め
ら

れ
な
い
)。
 

 
ポ
ー
ラ
ン
ド
領
土
内

で
経
営
を
行
っ
て
い
る

事
業
主
で
、
ポ
ー
ラ
ン
ド

の
租
税
制
度
の
適
用
が

な
い
者
。
 

 
除
外
事
由
な
し
 
 
連
邦
政
府
と
地
方
政

府
の
行
政
当
局
は
、
賃
金

補
助
金
の
受
給
資
格
が

な
い
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
2.
3
 
助
成
受
給

資
格
の
あ
る
障
害

者
 

 
な
し
 

 
重
度
障
害
者
及
び
そ

れ
と
同
等
の
状
況
に
あ

る
者
(D
.1
.1
を
参
照
せ

よ
) 

 
19
87
年
法
で
定
義
さ

れ
て
い
る
全
て
の
受
給

資
格
者
 

 
障
害
の
種
類
と
程
度

に
か
か
わ
ら
ず
3
つ
の
群

の
う
ち
の
ひ
と
つ
に
該

当
す
る
障
害
者
。
医
師
の

認
定
を
受
け
た
障
害
児

の
両
親
又
は
法
律
上
の

保
護
者
。
但
し
給
付
金
の

種
類
は
異
な
る
。
 

 
援
助
は
事
業
主
が
障

害
者
を
雇
用
す
る
こ
と

に
対
し
て
に
与
え
ら
れ

る
。
 
障
害
者
は
障
害
度

が
40
%
以
上
の
障
害
者
又

は
ハ
ン
デ
ィ
キ
ャ
ッ
プ

を
も
つ
者
(聾
者
、
盲
人
、

弱
視
者
等
)で
国
立
医
療

専
門
家
協
会
又
は
資
格

の
有
る
医
療
専
門
家
に

よ
っ
て
疾
患
が
認
定
さ

れ
た
者
が
対
象
で
あ
る
。
  
有
資
格
障
害
者
の
カ

テ
ゴ
リ
ー
に
該
当
す
る

被
雇
用
者
。
給
付
金
の
金

額
は
、
必
要
度
に
応
じ
た

も
の
で
あ
る
が
、
規
則
に

よ
り
、
一
定
の
所
得
制
限

や
購
入
価
格
の
制
限
(
例

え
ば
自
動
車
等
に
つ
い

て
)
が
設
け
ら
れ
る
場
合

が
あ
る
。
 

F.
2.
4
 
助
成
受
給

資
格
の
無
い
障
害

者
 

 
F.
2.
3
に
特
定
さ
れ
た
者

以
外
の
も
の
 

 
公
務
に
従
事
す
る
の

者
の
う
ち
賃
金
労
働
者

お
よ
び
正
規
も
し
く
は

有
期
の
職
員
 

 
ポ
ー
ラ
ン
ド
領
土
内

に
居
住
し
て
い
る
が
、
ポ

ー
ラ
ン
ド
市
民
権
の
な

い
者
 

 
し
か
る
べ
き
医
学
的

認
定
書
又
は
国
立
医
療

専
門
家
協
会
が
発
行
し

た
証
明
書
を
持
た
な
い

障
害
者
を
雇
用
し
て
い

る
事
業
主
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
2.
5
 
助
成
受
給

資
格
の
あ
る
事
業

と
団
体
 

 
(a
)
障
害
労
働
者
を
雇

用
す
る
事
業
主
が
加
入

し
て
い
る
使
用
者
団
体
 

(b
)
障
害
者
の
た
め
に
職

業
教
育
や
技
能
訓
練
を

行
う
団
体
 
(i
)
事
業
主

団
体
 
(i
i)
職
業
訓
練
学

校
 
(i
ii
)
社
会
福
祉
法

人
 
(i
v)
障
害
者
雇
用
促

進
の
た
め
に
設
立
さ
れ

た
団
体
(c
)
障
害
者
の
雇

用
に
関
し
て
、
研
究
･
調

査
活
動
、
教
育
サ
ー
ビ

ス
、
情
報
サ
ー
ビ
ス
を
実

施
し
て
い
る
使
用
者
団

体
 

 
全
部
(F
.1
.1
に
挙
げ

ら
れ
て
い
る
目
的
の
枠

内
) 

 
通
常
の
雇
用
へ
の
職

業
的
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ

ョ
ン
を
目
的
と
す
る
全

て
の
事
業
体
 

 
障
害
者
の
た
め
に
運

営
さ
れ
又
は
障
害
者
を

雇
用
す
る
全
て
の
事
業

と
団
体
。
 

 
企
業
者
証
明
書
を
持

つ
民
間
企
業
家
の
ほ
か
、

政
府
機
関
（
各
省
）
を
除

く
全
て
の
組
織
（
地
方
自

治
体
、
経
済
団
体
、
市
民

団
体
）
 

 

F.
2.
6
 
助
成
受
給

資
格
の
な
い
事
業

と
団
体
 

 
国
、
地
方
公
共
団
体
お

よ
び
特
殊
法
人
 

 
全
部
(F
.1
.1
に
挙
げ

ら
れ
て
い
る
目
的
の
枠

外
) 

 
 
こ
の
分
野
に
つ
い
て

は
、
法
律
は
制
限
を
設
け

て
い
な
い
。
 

 
政
府
機
関
(
各
省
)
お

よ
び
そ
れ
ら
の
国
レ
ベ

ル
の
機
関
 

 

F
.
3
 
配
分
基
準
 

 
 

 
 

 
 

F.
3.
1
 
事
業
主
･

障
害
者
個
人
･機
関

の
間
の
配
分
に
関

す
る
基
準
 

 
支
出
の
上
で
は
雇
用

調
整
金
及
び
報
奨
金
の

支
払
い
が
最
優
先
さ
れ

る
。
助
成
金
の
支
払
い
に

充
当
て
さ
れ
る
金
額
は
、

個
々
の
措
置
の
需
要
見

通
し
と
障
害
者
の
た
め

の
雇
用
政
策
の
重
点
を

考
慮
し
て
決
定
さ
れ
る
。
  
個
人
と
事
業
主
へ
の

割
当
を
優
先
さ
せ
る
こ

と
。
 

 
配
分
に
関
す
る
基
準

は
設
定
さ
れ
て
い
な
い
。
  
事
業
主
･
障
害
者
個

人
･
機
関
を
対
象
と
し
て

設
定
さ
れ
た
優
先
順
位
･

原
則
･
手
順
に
従
っ
て
資

金
は
配
分
さ
れ
る
。
障
害

者
雇
用
を
維
持
す
る
べ

く
障
害
者
の
た
め
の
新

規
ポ
ス
ト
を
創
出
す
る

よ
う
事
業
主
に
働
き
か

け
る
こ
と
に
優
先
権
が

与
え
ら
れ
る
。
 

 
援
助
は
申
請
に
よ
っ

て
得
ら
れ
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
3.
2
 
国
レ
ベ
ル

/地
方
レ
ベ
ル
の
配

分
に
関
す
る
基
準
 

 
資
金
の
地
理
的
配
分

基
準
は
な
い
。
 

 
納
付
金
の
55
%
は
地
方

基
金
へ
、
45
%
は
連
邦
政

府
基
金
へ
分
配
さ
れ
る
。
  
資
金
は
国
ベ
ー
ス
で

配
分
さ
れ
る
。
地
方
支
部

は
法
的
地
位
を
有
し
な

い
が
、
一
定
の
限
度
内
の

金
額
及
び
特
定
の
措
置

に
関
し
て
は
決
定
を
行

う
。
 

 
資
金
の
40
%
以
上
は
、

必
要
性
を
考
慮
し
て
地

方
へ
送
金
さ
れ
る
。
 

 
申
請
に
よ
っ
て
の
み

資
金
が
分
配
さ
れ
る
。
 
 
連
邦
政
府
資
金
は
、
定

め
ら
れ
た
方
式
に
し
た

が
っ
て
、
社
会
局
の
各
事

務
所
へ
分
配
さ
れ
る
。
各

事
務
所
は
、
そ
の
年
の
各

給
付
金
ご
と
に
支
出
割

当
を
受
け
取
る
。
こ
の
割

当
額
を
超
え
る
支
出
は

認
め
ら
れ
な
い
。
 

F.
3.
3
 
配
分
の
態

様
は
、
要
求
さ
れ
て

い
る
基
準
に
ど
れ

ほ
ど
沿
っ
て
い
る

か
? 

 
こ
の
点
に
関
し
て
は
、

問
題
が
無
い
。
 

F.
1.
5を
参
照
せ
よ
。
 
 
満
足
し
う
る
状
況
 
 
配
分
の
態
様
は
設
定

さ
れ
た
基
準
を
反
映
し

て
い
る
。
 

 
 

F
.
4
 
選
別
基
準
 

F.
4.
1
 
資
金
に
対

す
る
申
請
者
の
法

的
権
利
 

 
有
り
 

 
予
算
の
枠
内
に
お
け

る
適
切
な
裁
量
 

 
AG
EF
IP
H
執
行
役
員
会

の
承
認
し
た
予
算
に
比

例
す
る
。
 

 
申
請
者
は
資
金
を
受

け
取
る
正
式
な
権
利
が

あ
る
が
、
給
付
金
の
種
類

に
よ
っ
て
扱
い
が
異
な

る
。
 

 
法
律
に
よ
っ
て
、
申
請

書
提
出
の
権
利
が
与
え

ら
れ
て
い
る
。
申
請
可
能

な
助
成
金
の
範
囲
は
、
法

令
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ

て
い
る
。
 

 
法
律
で
定
め
て
い
る

給
付
金
は
、
民
間
企
業
経

営
制
度
の
も
の
と
し
て

付
与
さ
れ
る
。
し
た
が
っ

て
給
付
金
に
関
す
る
法

的
資
格
は
な
い
。
割
当
数

を
超
え
て
の
雇
用
と
保

護
雇
用
作
業
所
へ
の
下

請
発
注
に
対
す
る
奨
励

金
に
つ
い
て
は
、
法
的
資

格
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
4.
2
 
需
要
が
利

用
可
能
な
資
金
額

を
上
回
っ
た
場
合
、

何
が
選
別
の
目
安

と
な
る
か
? 

 
雇
用
調
整
金
と
報
奨

金
の
支
払
い
は
法
律
上

強
制
的
な
も
の
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
助
成
金
の

支
払
い
が
緩
衝
部
分
と

な
る
。
助
成
金
の
支
払
い

は
予
算
の
範
囲
内
で
行

う
と
省
令
で
規
定
さ
れ

て
い
る
。
こ
の
予
算
上
の

し
ば
り
が
あ
る
た
め
、
日

障
協
は
予
算
を
上
回
る

申
請
が
行
わ
れ
る
こ
と

に
歯
止
め
を
か
け
る
こ

と
が
で
き
る
。
選
別
に
関

す
る
基
準
は
特
に
な
い
。

助
成
金
の
需
要
が
利
用

可
能
な
資
金
を
大
き
く

上
回
る
場
合
に
、
選
別
方

法
と
し
て
考
え
ら
れ
る

こ
と
は
、
申
請
の
要
件
を

高
く
す
る
こ
と
で
あ
ろ

う
。
 

 
優
先
順
位
の
変
更
 
 
必
要
に
応
じ
て
理
事

会
が
決
定
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
。
 

 
申
請
は
提
出
さ
れ
た

順
番
に
検
討
さ
れ
、
実
務

的
評
価
が
考
慮
に
加
え

ら
れ
る
。
 

 
前
も
っ
て
決
定
さ
れ

て
い
る
評
価
事
項
に
し

た
が
っ
て
、
申
請
は
評
価

さ
れ
る
。
 

 
利
用
可
能
な
資
金
は
、

一
般
に
、
支
出
を
賄
う
の

に
十
分
で
あ
る
。
 

F
.
5
 
申
請
の
審
査
と
支
払
い
手
続
き
 

F.
5.
1
 
資
金
申
請

の
必
要
 

 
あ
り
 

 
あ
り
 

 
あ
り
 

 
あ
り
 

 
申
請
書
の
提
出
は
強

制
的
な
も
の
で
は
な
い

が
、
資
金
を
受
け
る
こ
と

で
き
る
の
は
申
請
の
募

集
に
応
じ
て
申
請
を
行

っ
た
と
き
の
み
で
あ
る
。
  
給
付
金
に
関
し
て
は

申
請
の
必
要
有
り
。
奨
励

金
に
関
し
て
は
、
社
会
保

険
当
局
を
と
お
し
て
、
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
で
デ
ー

タ
が
送
ら
れ
て
き
た
場

合
は
、
申
請
は
不
必
要
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
5.
2 
申
請
方
法
  
規
定
の
様
式
を
使
用

す
る
。
 

 
書
面
形
式
。
通
常
は
定

め
ら
れ
た
様
式
を
使
用

す
る
。
 

 
財
政
援
助
を
求
め
る

申
請
書
を
AG
EF
IP
H
へ
提

出
し
な
け
ば
な
ら
な
い
。
  
所
定
の
様
式
に
よ
る

も
の
と
さ
れ
る
。
 
 
規
定
の
様
式
に
よ
り

書
面
で
。
 

 
原
則
と
し
て
書
面
に

よ
る
が
、
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ

ー
の
現
地
訪
問
の
間
に

記
録
さ
れ
た
も
の
を
使

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

F.
5.
3
 
申
請
書
の

チ
ェ
ッ
ク
 

 
記
入
･
提
出
さ
れ
た
申

請
書
は
、
日
障
協
の
担
当

官
に
よ
っ
て
精
査
さ
れ

る
。
個
々
の
申
請
書
の
正

確
さ
を
確
認
す
る
た
め

日
障
協
担
当
官
に
よ
る

現
地
調
査
が
行
わ
れ
る
。
  
有
り
。
決
定
を
行
う
基

金
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ

る
。
 

 
資
格
基
準
･
提
案
さ
れ

て
い
る
事
業
の
内
容
･
求

め
ら
れ
て
い
る
資
金
拠
出

に
基
づ
い
て
、
AG
EF
IP
Hの

地
方
支
部
に
よ
っ
て
、
各

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
評
価

さ
れ
る
。
 

 
各
申
請
書
は
、
 
基
金

又
は
WO
Zi
RO
N
の
担
当
部

門
で
、
形
式
的
及
び
実
質

的
側
面
か
ら
チ
ェ
ッ
ク

す
る
。
 

 
ケ
ー
ス
ご
と
に
、
申
請

書
の
評
価
の
前
に
現
地

調
査
と
直
接
の
情
報
と

り
が
行
わ
れ
る
。
 

 
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
が

条
件
が
満
た
さ
れ
て
い

る
こ
と
を
検
証
す
る
(
特

に
所
得
制
限
点
又
は
購

入
価
格
制
限
)
。
現
地
訪

問
が
行
わ
れ
る
場
合
も

多
い
。
 

F.
5.
4
 
申
請
却
下

の
根
拠
 

 
助
成
金
申
請
が
却
下

さ
れ
る
理
由
に
は
、
申
請

者
の
経
済
力
と
使
用
者

と
し
て
の
人
事
管
理
能

力
が
含
ま
れ
る
。
 

 
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ

ン
の
目
標
が
達
成
さ
れ

な
い
と
認
め
ら
れ
る
場

合
 

 
19
87
年
法
と
AG
EF
IP
H

の
措
置
の
範
囲
外
で
あ

る
こ
と
。
 

 
信
頼
性
欠
如
、
申
請
者

の
経
済
力
、
及
び
そ
の
他

の
正
当
な
理
由
。
 

 
一
例
と
し
て
、
申
請
書

が
申
請
条
件
を
満
た
し

て
い
な
い
場
合
や
、
自
己

資
金
に
よ
る
必
要
持
分

(2
0%
)
が
調
達
で
き
な
い

場
合
。
 

 
法
律
や
規
則
に
定
め

ら
れ
て
い
る
条
件
が
満

た
さ
れ
な
い
場
合
。
困
窮

状
態
に
あ
る
場
合
は
、
連

邦
政
府
労
働
･
社
会
省
に

提
出
し
て
判
断
し
て
も

ら
う
。
 

F.
5.
5
 
助
成
に
付

す
る
こ
と
が
で
き

る
条
件
 

 
当
該
障
害
者
の
雇
用

の
み
の
た
め
に
、
一
定
年

数
以
上
そ
の
施
設
･
設
備

等
を
使
用
す
る
。
 

 
助
成
を
受
け
た
資
材

の
使
用
(
例
：
技
術
援

助
)
。
賃
金
補
助
金
の
援

助
終
了
後
、
最
低
1
年
の

継
続
雇
用
義
務
 

 
助
成
を
受
け
る
に
は
、

申
請
者
は
AG
EF
IP
H
と
の

契
約
に
署
名
を
し
な
け

れ
ば
ら
な
い
。
 

 
進
行
状
況
の
観
察
、
財

務
報
告
書
の
分
析
、
会
計

の
調
査
、
申
請
者
に
関
す

る
評
価
の
収
集
が
行
わ

れ
る
。
 

 
開
発
コ
ス
ト
の
20
%
相

当
額
を
自
己
資
金
で
賄

え
る
こ
と
。
３
年
間
雇
用

す
る
義
務
を
負
う
こ
と
。

報
告
義
務
。
郡
の
労
働
セ

ン
タ
ー
と
の
協
力
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

F.
5.
6
 
支
払
い
方

法
 

 
申
請
書
の
承
認
後
、
申

請
者
の
口
座
に
送
金
さ

れ
る
。
 

 
補
助
金
は
毎
月
支
払

わ
れ
る
。
 

 
指
定
の
書
類
を
提
出

す
れ
ば
、
補
助
金
は
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
に
し
た
が
っ

て
支
払
わ
れ
る
。
 

 
支
払
い
は
現
金
以
外

の
方
法
で
行
わ
れ
、
条
件

は
助
成
の
目
的
と
受
給

者
に
よ
っ
て
異
な
る
。
 

 
助
成
は
下
記
に
よ
っ
て

の
み
行
わ
れ
る
。
自
己
資

金
に
よ
る
必
要
持
分
を
支

弁
し
た
後
、
イ
ン
ボ
イ
ス

の
提
示
を
う
け
て
、
労
働

セ
ン
タ
ー
は
援
助
の
範
囲

内
の
資
金
を
支
払
う
。
 

一
般
に
現
金
以
外
の
送

金
方
法
 

F.
5.
7
 
支
払
が
保

留
又
は
取
消
し
に

な
る
場
合
 

 
申
請
に
虚
偽
や
不
法

行
為
が
あ
る
場
合
。
助
成

に
付
随
す
る
条
件
へ
の

違
反
が
有
る
場
合
。
 

 
義
務
が
履
行
さ
れ
な

い
場
合
。
 

 
着
手
段
階
に
お
い
て

契
約
の
定
め
と
適
合
し

な
い
場
合
、
又
は
さ
ら
な

る
措
置
が
必
要
な
場
合
、

新
し
い
決
定
が
行
わ
れ

て
、
追
加
条
項
が
締
結
さ

れ
る
。
そ
う
で
な
け
れ

ば
、
未
使
用
分
は
返
済
さ

れ
る
も
の
と
す
る
。
 

 
資
金
が
割
当
に
し
た

が
っ
て
使
用
さ
れ
な
い

場
合
又
は
資
金
割
り
当

て
時
に
情
況
が
変
化
し

て
い
る
場
合
。
違
反
が
行

わ
れ
た
場
合
。
 

 
契
約
書
に
明
示
さ
れ
て

い
る
義
務
が
履
行
さ
れ
な

い
場
合
、
支
払
い
が
停
止

さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
雇

用
義
務
を
守
ら
な
い
場
合

は
、
援
助
金
の
返
還
を
要

求
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
 

 

F
.
6
 
決
定
の
透
明
性
と
公
的
責
任
の
確
保
 

 
 

 
公
共
予
算
の
原
則
に

従
う
も
の
と
す
る
。
 
 
AG
EF
IP
H
は
国
の
監
査

官
の
監
督
下
に
あ
り
、
予

算
と
業
に
関
す
る
報
告

書
は
労
働
雇
用
省
の
承

認
を
必
要
と
す
る
。
 

 
資
金
割
当
に
関
す
る
原

則
と
手
順
は
一
般
に
知
ら

れ
て
い
る
。
財
務
上
の
決
定

は
、
基
金
の
管
理
委
員
会
又

は
管
理
委
員
会
の
全
権
代

表
委
員
に
よ
っ
て
行
わ
れ

る
。
基
金
の
予
算
は
国
の
全

体
予
算
の
一
部
で
あ
る
。
財

務
計
画
と
財
務
見
積
り
に

関
す
る
す
べ
て
の
情
報
は

公
け
の
論
議
に
開
か
れ
て

い
る
。
 

 
決
定
の
過
程
に
は
、
専

門
家
、
事
業
主
･
被
雇
用

者
･
地
方
自
治
体
の
各
代

表
か
ら
成
る
労
働
協
議

会
、
部
門
間
委
員
会
、
全

国
労
働
市
場
協
議
会
が
参

加
す
る
。
雇
用
法
に
従
っ

て
、
公
共
福
祉
省
と
労
働

省
が
当
該
援
助
に
合
意
の

上
決
定
す
る
。
 

 
基
金
運
営
に
諮
問
委

員
会
が
参
加
す
る
こ
と
、

及
び
会
計
検
査
総
局
の

内
･外
部
監
査
に
よ
っ
て

確
保
さ
れ
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

G
.
 
基
金
の
管
理
･
運
営
 

 
 

 
 

G
.
1
 
法
的
地
位
と
責
任
機
関
 

 
 

 
 

G.
1.
1
 
基
金
の
法

律
的
基
礎
 

障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等

に
関
す
る
法
律
 

 
重
度
障
害
者
法
、
重
度

障
害
者
補
償
納
付
金
規
則
 
 
19
87
年
7月
10
日
法
 
 
19
91
年
5月
9
日
身
体
障

害
者
雇
用
･
職
業
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー
シ
ョ
ン
法
 

独
立
し
た
国
家
機
関
 
障
害
者
雇
用
法
第
１
０
条
 

G.
 
1.
2
基
金
の
管

理
責
任
機
関
 
 
労
働
省
か
ら
権
限
を
授

与
さ
れ
た
日
障
協
 
 
連
邦
補
償
基
金
は
、
特

定
の
目
的
を
持
つ
基
金
で

あ
り
、
労
働
社
会
省
に
よ

っ
て
管
理
さ
れ
て
い
る
。

地
方
の
援
助
基
金
は
、
納

付
金
の
地
方
援
助
基
金
の

部
分
の
み
を
別
個
に
管
理

し
て
い
る
。
 

 
AG
EF
PH
は
、
民
間
非
営

利
の
全
国
的
基
金
で
あ

り
、
労
働
雇
用
省
の
監
督

下
に
あ
り
、
理
事
会
に
よ

っ
て
管
理
さ
れ
て
い
る
。

理
事
会
は
、
事
業
主
、
労

働
組
合
、
障
害
者
団
体
、

特
別
に
任
命
さ
れ
た
専
門

家
の
4
分
野
の
代
表
者
が

そ
れ
ぞ
れ
平
等
の
代
表
権

を
有
す
る
。
 

 
基
金
の
監
督
委
員
会
と

そ
の
管
理
委
員
会
。
基
金

の
予
算
は
議
会
の
承
認
を

得
る
。
同
予
算
は
目
的
と

そ
れ
に
必
要
な
財
政
支
出

に
よ
っ
て
変
動
す
る
。
 

 
労
働
省
 

 
法
律
に
よ
り
、
基
金
は

連
邦
政
府
の
労
働
社
会
省

の
権
限
下
で
法
的
人
格
を

も
つ
。
基
金
は
、
連
邦
政

府
の
労
働
社
会
大
臣
が
諮

問
委
員
会
と
協
議
し
な
が

ら
管
理
運
営
す
る
。
 

G.
1.
3
 
既
存
の
機

関
に
納
付
金
を
管
理

さ
せ
る
代
替
制
度
 

 
な
し
 

 
な
し
 

 
な
し
 

 
な
し
 

 
な
し
 

 
外
部
団
体
に
管
理
業
務

を
請
負
わ
せ
る
こ
と
は
現

在
の
と
こ
ろ
想
定
さ
れ
て

い
な
い
。
 

G
.
2
 
全
体
的
統
制
 

 
 

 
 

 
G.
2.
1
 
全
体
的
責

任
を
負
う
機
関
 
 
日
障
協
 

 
地
方
政
府
の
社
会
省
が

地
方
援
助
基
金
を
監
督
す

る
。
納
付
金
の
地
方
援
助

基
金
分
に
つ
い
て
も
同

様
。
 

 
G.
1.
2を
参
照
せ
よ
。
 
 
基
金
の
監
督
委
員
会
、

政
府
、
議
会
。
 

 
会
計
検
査
局
、
労
働
省
、

行
政
管
理
局
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

G
.
3
 
基
金
の
機
構
 

 
 

 
 

 
G.
3.
1
 
業
務
執
行

機
能
の
構
造
 
 
日
障
協
は
、
会
長
、
若

干
名
の
専
務
･常
務
理
事
、

監
事
に
よ
っ
て
管
理
運
営

さ
れ
て
い
る
。
事
務
局
に

は
、
納
付
金
と
助
成
金
制

度
の
業
務
を
所
掌
す
る
2

つ
の
部
門
が
あ
る
。
 

 
連
邦
補
償
基
金
と
25
の

地
方
の
援
助
基
金
は
業
務

内
容
を
異
に
す
る
。
 

 
AG
EF
PH
は
、
各
地
方
支

部
を
と
お
し
て
活
動
す
る

こ
と
に
よ
り
、
全
て
の
関

係
者
と
緊
密
な
連
絡
を
維

持
し
て
い
る
。
但
し
、

AG
EF
PH
と
各
地
方
支
部

は
、
一
つ
の
組
織
体
を
構

成
し
て
い
る
。
 

 
基
金
は
、
基
金
の
中
心

で
あ
る
事
務
局
の
業
務
を

指
揮
監
督
す
る
3
名
か
ら

成
る
管
理
委
員
会
が
率
い

て
い
る
。
さ
ら
に
、
意
見

を
述
べ
検
査
を
行
う
役
割

を
持
つ
が
財
務
上
の
権
限

の
な
い
25
の
地
域
支
部
が

あ
る
。
州
雇
用
セ
ン
タ
ー

の
特
定
の
権
限
の
範
囲
内

の
業
務
に
つ
い
て
の
み
地

方
分
権
が
行
わ
れ
て
い

る
。
 

 
基
金
の
運
営
は
中
央
の

任
務
で
あ
り
、
安
定
し
た

利
用
の
確
保
は
、
地
方
分

権
さ
れ
て
、
州
の
任
務
と

な
っ
て
い
る
。
 

 
基
金
の
財
源
は
原
則
と

し
て
連
邦
政
府
労
働
社
会

省
の
所
轄
部
門
に
よ
る
管

理
へ
中
央
集
中
さ
れ
て
い

る
。
連
邦
政
府
社
会
局
の

下
部
組
織
事
務
所
に
各
種

給
付
金
の
支
出
割
当
が
配

付
さ
れ
る
。
 

G
.
4
 
納
付
金
に
よ
ら
な
い
助
成
機
関
 

 
 

 
 

G.
4.
1
 
障
害
者
の

職
業
的
イ
ン
テ
グ
レ

ー
シ
ョ
ン
措
置
に
助

成
を
行
う
そ
の
他
の

機
関
 

 
同
様
の
目
的
の
た
め
に

助
成
を
行
う
機
関
は
他
に

殆
ど
な
い
。
 

 
障
害
者
の
職
業
的
イ
ン

テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
必
要

な
給
付
は
、
連
邦
雇
用
事

務
所
、
法
定
年
金
保
険
、

労
働
者
災
害
補
償
基
金
に

よ
っ
て
給
付
さ
れ
る
。
ま

た
、
健
康
に
被
害
が
発
生

し
た
場
合
に
は
、
社
会
的

補
償
に
責
任
を
負
う
基
金

に
よ
っ
て
も
給
付
さ
れ

る
。
社
会
扶
助
･青
年
扶
助

基
金
に
よ
っ
て
給
付
さ
れ

る
場
合
も
あ
る
。
 

 
な
し
 

 
本
基
金
以
外
の
そ
の
よ

う
な
機
関
は
な
い
。
 
 
な
し
 

 
各
ケ
ー
ス
毎
に
、
社
会

局
の
事
務
所
は
、
州
･社
会

保
険
当
局
･
雇
用
サ
ー
ビ

ス
か
ら
成
る
助
成
機
関
チ

ー
ム
と
協
議
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
同
チ
ー
ム
は
、

様
々
な
機
関
の
援
助
供
給

能
力
を
評
価
す
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

G
.
5
 
間
接
費
 

 
 

 
 

 
 

G.
5.
1
 
間
接
費
の

財
源
 

 
納
付
金
の
歳
入
か
ら
充

当
さ
れ
る
。
 

 
納
付
金
は
、
間
接
費
の

財
源
と
し
な
い
。
 
 
基
金
か
ら
の
財
源
に
よ

っ
て
ま
か
な
わ
れ
る
(
納

付
金
プ
ラ
ス
財
務
投
資
)。
  
事
務
経
費
は
歳
入
で
賄

わ
れ
る
。
 

 
基
金
の
歳
入
か
ら
支
い

可
能
で
あ
る
。
 

 
基
金
が
一
般
事
務
経
費

を
負
担
す
る
。
 

G
.
6
 
職
員
 

 
 

 
 

 
 

G.
6.
1
 
基
金
職
員

の
法
的
雇
用
者
 
 
日
障
協
 

  
協
会
自
身
 

 
基
金
の
管
理
委
員
会
 
 
基
金
を
運
営
す
る
主
た

る
責
任
当
局
(労
働
省
) 
 
連
邦
政
府
労
働
者
社
会

省
と
下
部
組
織
の
連
邦
政

府
社
会
局
事
務
所
 

G.
6.
2
 
職
員
の
採

用
方
法
 

 
日
障
協
の
職
員
は
公
募

し
て
採
用
さ
れ
る
。
 
 

 
AG
EF
IP
H
の
管
理
当
局

が
採
用
 

 
募
集
広
告
、
競
争
試
験
、

推
薦
。
 

 
 

G
.
7
 
基
金
に
よ
る
財
務
管
理
 

G.
7.
1
 
事
務
経
費

に
充
て
ら
れ
る
歳
入

の
割
合
 

 
19
95
年
度
は
納
付
金
特

別
会
計
の
歳
入
の
7.
3%
 
 
連
邦
補
償
基
金
と
地
方

援
助
基
金
の
事
務
経
費

は
、
納
付
金
に
よ
っ
て
は

ま
か
な
わ
れ
て
い
な
い
。
 

 
毎
年
、
所
要
の
総
額
に

つ
い
て
見
積
り
が
出
さ
れ

る
。
 

 
歳
入
の
約
6%
が
事
務
経

費
に
充
て
ら
れ
る
。
 
 
2%
(
事
務
職
員
の
人
件

費
を
除
く
) 

 

G.
7.
2
 
予
想
外
の

資
金
需
要
に
対
す
る

基
金
の
対
応
 

 
 
優
先
順
位
の
変
更
、
準

備
金
の
利
用
 

 
F.
1.
2を
参
照
せ
よ
。
 
 
他
の
項
目
の
資
金
を
移

し
、
又
は
準
備
金
を
利
用

出
来
る
よ
う
に
す
る
(
公

債
や
株
式
の
売
却
)。
又
は

実
行
を
翌
年
に
ま
わ
す
。
 

 
基
金
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
部
門
は
、
労
働
市

場
基
金
の
一
部
で
あ
り
、

労
働
市
場
基
金
で
は
全
国

労
働
市
場
評
議
会
(
三
者

構
成
)
の
決
定
に
基
づ
い

て
予
算
の
組
替
え
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
予
想
外
の

支
出
に
対
応
す
る
こ
と
が

可
能
で
あ
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

G
.
8
 
基
金
の
投
資
政
策
 

 
 

 
 

G.
8.
1
 
許
可
さ
れ

て
い
る
投
資
 
 

 
な
し
 

 
基
金
の
資
源
は
、
金
融

機
関
を
通
じ
て
公
債
と
株

式
に
投
資
さ
れ
て
い
る
。

各
予
算
年
度
の
運
転
資
金

の
必
要
に
応
じ
て
、
短
期
･

中
期
･
長
期
商
品
に
投
資

さ
れ
る
。
 

 
会
社
の
株
式
の
保
有
、

株
式
や
政
府
公
債
の
購
入
 
 
基
金
で
は
、
直
接
投
資

は
行
わ
な
い
。
 

 
余
剰
資
金
は
準
備
金
と

し
て
蓄
え
ら
れ
る
。
 

G.
8.
2
 
余
裕
資
金

の
投
資
方
法
 
 
日
障
協
は
、
余
裕
資
金

を
下
記
以
外
の
方
法
で
運

営
し
て
は
な
ら
な
い
と
法

律
で
規
定
さ
れ
て
い
る
。

(a
)国
債
、
地
方
債
、
労
働

大
臣
が
指
定
す
る
そ
の
他

の
有
価
証
券
の
取
得
 (
b)

銀
行
及
び
労
働
大
臣
が
指

定
す
る
そ
の
他
の
金
融
機

関
又
は
郵
便
貯
金
へ
の
預

金
 

 
余
裕
資
金
は
銀
行
に
預

金
す
る
。
 

 
金
融
市
場
フ
ァ
ン
ド
、

短
期
投
資
、
債
券
市
場
フ

ァ
ン
ド
、
共
同
投
資
フ
ァ

ン
ド
、
中
長
期
投
資
等
、

フ
ラ
ン
ス
の
金
融
市
場
に

お
い
て
主
要
金
融
機
関
か

ら
調
達
す
る
金
融
商
品
に

投
資
さ
れ
る
。
 

 
余
裕
資
金
は
、
公
債
と

株
式
の
購
入
、
会
社
の
持

株
購
入
、
利
付
き
口
座
、

財
産
購
入
に
投
資
さ
れ

る
。
 

 
余
裕
資
金
は
、
会
計
年

度
終
了
時
に
国
庫
へ
入
れ

ら
れ
る
。
 

 

G
.
9
 
基
金
の
財
務
管
理
統
制
 

 
 

 
 

G.
9.
1
 
基
金
の
財

務
の
運
営
の
監
督
機

関
 

(i
)
日
障
協
の
監
事
(i
i)

労
働
大
臣
 

 
G.
2.
2を
参
照
せ
よ
。
追

加
と
し
て
、
中
央
･地
方
政

府
レ
ベ
ル
の
会
計
局
 

 
財
務
管
理
は
、
理
事
会

と
投
資
政
策
実
施
の
権
限

を
持
つ
財
務
委
員
会
に
よ

っ
て
監
督
さ
れ
て
い
る
。
 

 
基
金
の
財
務
の
運
営

は
、
基
金
の
監
事
会
･
政

府
･
議
会
に
よ
っ
て
監
督

さ
れ
て
い
る
。
 

 
財
務
省
、
国
家
会
計
検

査
局
、
政
府
統
制
局
 
 
諮
問
委
員
会
の
参
加
を

得
て
管
理
さ
れ
る
。
こ
の

委
員
会
の
参
加
に
よ
り
、

一
定
の
経
常
的
・
追
加
的

監
督
が
確
保
さ
れ
る
。
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

G.
9.
2
 
適
用
さ
れ

る
基
準
 

 
 
公
共
予
算
法
 

 
財
務
管
理
監
査
基
準

が
、
AG
EF
IP
Hの
財
務
規
則

に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
て
い

る
。
 

 
基
金
の
運
営
が
、
19
91

年
5月
9
日
法
の
規
定
に
従

っ
て
い
る
か
ど
う
か
が
審

査
さ
れ
る
。
 

 
国
家
予
算
法
と
会
計
法
 
 
基
金
の
運
営
は
、
経
済
･

倹
約
･
有
用
の
原
則
を
厳

守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

G.
9.
3
 
財
務
管
理

の
検
査
方
法
 
 
日
障
協
の
監
事
が
定
期

的
に
か
つ
必
要
に
応
じ
て

会
計
の
検
査
を
行
う
。
毎

会
計
年
度
、
決
算
報
告
書

に
は
、
監
事
の
承
認
が
必

要
で
あ
る
。
日
障
協
の
財

務
管
理
を
監
督
す
る
必
要

が
あ
る
場
合
、
労
働
大
臣

は
日
障
協
に
対
し
、
関
係

す
る
問
題
に
つ
い
て
報
告

書
を
要
求
し
た
り
、
検
査

を
行
う
た
め
に
労
働
省
の

担
当
官
を
日
障
協
に
立
入

ら
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

 
連
邦
補
償
基
金
に
つ
い

て
は
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ

ー
シ
ョ
ン
協
議
会
に
よ
っ

て
、
地
方
援
助
基
金
に
つ

い
て
は
基
金
附
設
の
諮
問

委
員
会
に
よ
っ
て
検
査
さ

れ
る
。
 

 
財
務
管
理
報
告
書
が
毎

年
理
事
会
へ
提
出
さ
れ
、
四

半
期
報
告
書
が
AG
EF
IP
H

財
務
委
員
会
に
提
出
さ
れ

る
。
予
算
実
施
報
告
書
･会

計
簿
･年
間
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
が
AG
EF
IP
H
総
会
へ
提

出
さ
れ
、
そ
の
後
、
労
働

雇
用
省
へ
送
ら
れ
る
。
会

計
検
査
は
、
国
の
主
要
な

会
計
検
査
実
施
部
局
（
会

計
検
査
局
、
国
税
査
察
部
）

が
こ
れ
を
実
施
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
 

 
財
務
管
理
は
、
毎
年
、

基
金
の
監
事
会
へ
の
定
期

報
告
書
･
政
府
と
議
会
へ

の
予
算
執
行
に
関
す
る
年

次
報
告
書
･
最
高
統
制
委

員
会
が
実
施
す
る
検
査
に

よ
っ
て
監
督
さ
れ
る
。
 

 
労
働
省
内
部
統
制
と
国

家
監
査
局
･
政
府
統
制
局

に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
た
統

制
計
画
に
基
づ
く
。
 

 
通
常
の
内
部
監
査
と
中

央
会
計
検
査
局
に
よ
る
外

部
監
査
に
基
づ
い
て
実
施
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

H
.
 
助
成
対
象
措
置
に
対
す
る
監
督
と
評
価
、
広
報
 

 
 

 
 

H
.
1
 
情
報
収
集
 

 
 

 
 

 

H.
1.
1 
中
央
及
び
地

方
で
収
集
さ
れ
る
情

報
 

 
労
働
者
を
63
名
以
上
雇

用
し
て
い
る
事
業
主
は
、

身
体
障
害
者
の
雇
用
情
況

に
関
す
る
年
次
報
告
書
を

労
働
省
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

 
中
央
で
収
集
さ
れ
る
情

報
: 
重
度
障
害
者
･重
度
障

害
者
の
雇
用
情
況
･
雇
用

事
務
所
に
よ
る
事
業
主
へ

の
助
成
に
関
す
る
連
邦
政

府
の
統
計
。
 
地
方
の
援
助

基
金
に
よ
っ
て
地
方
で
収

集
さ
れ
、
そ
の
全
国
組
織

で
ま
と
め
ら
れ
る
情
報
:
 

地
方
の
援
助
基
金
の
活
動

に
関
す
る
統
計
 

 
 A
GE
FI
PH
が
地
方
及
び

全
国
ベ
ー
ス
で
多
く
の
デ

ー
タ
を
収
集
し
、
関
連
を

有
す
る
分
野
を
し
っ
か
り

と
モ
ニ
タ
ー
し
て
い
る
。
 

 
下
記
に
関
す
る
情
報
が

地
方
で
収
集
さ
れ
る
。
障

害
者
の
失
業
、
創
出
さ
れ

た
職
場
数
、
整
形
外
科
的

及
び
補
助
的
装
具
の
入
手

に
関
す
る
障
害
者
の
需
要

の
把
握
、
建
築
上
の
障
害

の
除
去
の
ニ
ー
ド
、
求

人
・
求
職
、
訓
練
と
再
訓

練
、
職
業
カ
ウ
ン
セ
リ
ン

グ
の
効
果
、
体
系
的
解
決

の
必
要
性
、
共
同
助
成
を

申
請
し
て
い
る
組
織
に
関

す
る
デ
ー
タ
。
こ
の
情
報

は
中
央
に
集
め
ら
れ
処
理

さ
れ
る
。
 

 
助
成
を
行
っ
た
措
置
の

実
績
に
関
す
る
財
政
的
専

門
技
術
的
側
面
か
ら
の
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
 

 
連
邦
政
府
社
会
局
の
各

事
務
所
か
ら
行
わ
れ
た
助

成
は
、
連
邦
政
府
労
働
社

会
省
に
よ
っ
て
中
央
で
モ

ニ
タ
ー
･監
督
さ
れ
る
。
連

邦
政
府
社
会
局
の
各
事
務

所
は
、
そ
の
行
っ
た
助
成

に
関
す
る
報
告
書
を
定
期

的
に
発
行
す
る
。
 

H.
1.
2 
情
報
収
集
に

当
る
者
 

 
 
障
害
者
に
関
す
る
統
計

に
つ
い
て
は
、
連
邦
政
府

統
計
局
。
中
央
で
収
集
さ

れ
る
そ
の
他
の
統
計
に
つ

い
て
は
、
連
邦
雇
用
事
務

所
。
地
方
で
収
集
さ
れ
る

統
計
に
関
し
て
は
、
地
方

の
援
助
基
金
。
 

 
労
働
省
、
社
会
省
、

AG
EF
IP
H。
 

 
中
央
統
計
局
、
保
健
･社

会
福
祉
省
、
労
働
･社
会
政

策
省
、
KU
P、
ZU
S(
社
会
保

険
機
関
)
が
情
報
収
集
に

当
る
。
 

 
労
働
省
の
監
督
下
に
あ

る
郡
の
労
働
セ
ン
タ
ー
 
 

H.
1.
3 
情
報
収
集
に

参
加
す
る
者
 
 

 
全
て
の
参
加
機
関
 
 
全
て
の
関
係
者
 
 
基
金
の
WO
Zi
RO
N支
部
、

医
師
 

 
郡
の
労
働
セ
ン
タ
ー
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

H
.
2
 
情
報
の
公
表
 

 
 

 
 

 
H.
2.
1 
公
表
す
る
情

報
 

 
労
働
省
が
事
業
主
の
年

次
報
告
書
か
ら
デ
ー
タ
を

編
集
し
、
そ
の
分
析
結
果

を
｢
身
体
障
害
者
及
び
精

神
薄
弱
者
の
雇
用
状
況
｣

と
し
て
、
発
表
す
る
。
 

 
入
手
さ
れ
た
関
連
の
情

報
は
す
べ
て
公
表
さ
れ

る
。
 

 
活
動
報
告
書
 

 
予
算
執
行
に
関
す
る
情

報
が
毎
年
公
表
さ
れ
る
。

最
新
情
報
が
基
金
の
活
動

報
告
書
に
公
表
さ
れ
る
。
 

 
申
請
募
集
内
容
と
援
助

獲
得
者
リ
ス
ト
 

 
労
働
社
会
省
に
よ
っ
て

毎
年
発
行
さ
れ
て
い
る
情

報
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
に
、
法

定
給
付
の
受
給
者
数
、
被

雇
用
者
数
、
均
等
化
納
付

金
総
額
等
が
記
載
さ
れ
て

い
る
。
 

H.
2.
2 
情
報
が
公
表

さ
れ
る
頻
度
 
 

 
障
害
者
統
計
が
2
年
毎

に
作
成
･公
表
さ
れ
る
。
そ

の
他
の
統
計
は
毎
年
作

成
･公
表
さ
れ
、
そ
の
他
の

情
報
は
、
そ
の
都
度
又
は

必
要
に
応
じ
て
公
表
さ
れ

る
。
 

 
毎
 
年
 

 
労
働
市
場
に
関
す
る
情

報
は
四
半
期
毎
。
一
般
情

報
は
毎
年
。
 

 
1
年
に
1
回
(
申
請
募
集

の
後
) 

 

H
.
3
 
助
成
対
象
措
置
の
評
価
 

 
 

 
 

H.
3.
1 
助
成
対
象
措

置
の
効
果
の
評
価
方

法
 

 
 
正
式
な
評
価
は
行
わ
れ

な
い
が
、
連
邦
政
府
及
び

地
方
の
会
計
局
に
よ
る
調

査
が
あ
り
、
又
、
障
害
者

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
協

議
会
や
諮
問
委
員
会
等
で

の
障
害
者
政
策
に
関
す
る

一
般
的
論
議
の
中
に
評
価

が
反
映
さ
れ
る
。
 

 
各
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
各

制
度
は
定
期
的
に
評
価
さ

れ
、
障
害
者
と
会
社
へ
の

質
的
効
果
が
評
定
さ
れ

る
。
 

 
計
測
可
能
な
財
政
的
･

社
会
的
･
医
療
的
利
益
が

評
価
さ
れ
る
。
 

 
郡
の
労
働
セ
ン
タ
ー

が
、
定
め
ら
れ
た
指
標
及

び
雇
用
義
務
の
遵
守
に
つ

い
て
常
時
監
督
す
る
こ
と

に
よ
り
評
価
す
る
。
 

 
措
置
は
、
常
時
評
価
を

受
け
る
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

H.
3.
2 
成
功
の
判
定

基
準
 

 
 
就
労
の
場
に
新
規
又
は

継
続
し
て
就
労
す
る
重
度

障
害
者
雇
用
数
。
約
11
0万

人
(
労
働
力
の
3.
18
%)
の

重
度
障
害
者
が
通
常
の
職

業
生
活
に
統
合
さ
れ
て
い

る
。
 

 
新
規
又
は
継
続
雇
用
が

成
功
し
た
障
害
者
の
数
:
 

｢
雇
用
可
能
性
｣
の
改
善

(資
格
レ
ベ
ル
、
可
動
性
、

社
会
的
技
術
等
)。
19
94
年

に
は
、
会
社
に
お
け
る
｢受
益

単
位
｣は
合
計
約
31
0,
00
0

名
分
に
達
し
、
障
害
者
の

雇
用
率
は
4.
11
%
で
あ
っ

た
。
公
共
部
門
で
の
雇
用

率
は
3.
15
%で
あ
る
。
特
記

す
べ
き
点
は
、
19
87
年
法

に
該
当
し
な
い
被
雇
用
者

数
20
名
未
満
の
会
社
に
及

ぼ
し
た
大
き
な
影
響
で
あ

る
。
 

 
経
済
的
事
務
所
に
関
し

て
は
、
障
害
者
の
た
め
の

職
場
数
の
維
持
･増
加
。
労

働
条
件
改
善
が
考
慮
に
入

れ
ら
れ
る
。
そ
の
他
の
事

業
所
に
関
し
て
は
、
社
会

的
重
要
性
を
評
価
す
る
。
 

 
支
援
契
約
に
お
い
て
約

束
さ
れ
た
雇
用
の
実
現
 
 
主
に
、
障
害
者
の
職
業

的
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

(
再
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ

ン
)の
程
度
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項
目
 

日
本
 

ド
イ
ツ
 

フ
ラ
ン
ス
 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

ハ
ン
ガ
リ
ー
 

オ
ー
ス
ト
リ
ア
 

H
.
4
 
普
及
と
広
報
 

 
 

 
 

 
H.
4.
1 
納
付
金
に
よ

る
助
成
の
目
的
･
利

用
に
関
し
て
、
潜
在

的
受
益
者
へ
の
情
報

提
供
方
 

 
 
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
及
び
そ

の
他
の
情
報
手
段
。
個
人

的
な
ア
ド
バ
イ
ス
。
特
に

解
雇
に
対
す
る
地
方
援
助

基
金
の
特
別
保
護
と
組
合

せ
に
な
っ
た
ア
ド
バ
イ

ス
。
 

 
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
新
聞

発
表
、
マ
ス
コ
ミ
の
利
用
、

対
策
と
事
業
に
関
す
る
パ

ン
フ
レ
ッ
ト
、
パ
ー
ト
ナ

ー
と
の
会
議
等
。
 

 
基
本
的
情
報
源
は
、
障

害
者
の
雇
用
と
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る

19
91
年
5月
9日
法
、
基
金

の
情
報
出
版
物
、
労
働
事

務
所
の
案
内
書
。
 

 
申
請
の
公
募
に
よ
る
。

申
請
応
募
の
登
録
者
は
、

募
集
の
目
的
･参
加
条
件
･

助
成
方
法
に
つ
い
て
詳
細

な
情
報
を
受
け
取
る
。
申

請
者
に
は
、
国
の
行
政
が

決
定
し
た
申
請
応
募
の
結

果
が
通
知
さ
れ
る
。
 

 
連
邦
労
働
省
が
発
表
す

る
シ
リ
ー
ズ
出
版
物
(「
ポ

イ
ン
タ
ー
ズ
」
)に
、
児
童

/学
校
/
訓
練
、
仕
事
、
リ

ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
財

政
上
の
問
題
、
建
物
/
住

宅
、
レ
ジ
ャ
ー
/旅
行
の
分

野
に
お
け
る
様
々
な
給
付

に
つ
い
て
総
合
的
概
要
が

記
載
さ
れ
て
い
る
。
特
別

号
そ
の
他
追
加
出
版
物

は
、
事
業
主
を
対
象
と
し

て
出
さ
れ
て
い
る
。
 

H．
4.
2 
一
般
国
民

へ
の
情
報
提
供
方
法
     
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
及
び
そ

の
他
の
情
報
手
段
 
  
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
プ
レ

ス
リ
リ
ー
ス
、
マ
ス
コ
ミ

の
利
用
、
措
置
と
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
関
す
る
パ
ン
フ
レ

ッ
ト
、
関
係
機
関
と
の
会

議
等
。
 

 
上
記
の
出
版
物
と
マ
ス

コ
ミ
 

 
 

 

H.
4.
3 
出
版
･
放
送

メ
デ
ィ
ア
の
利
用
方

法
 

 
 
特
別
な
活
動
は
な
い
。
 
 
必
要
に
応
じ
て
。
 
 
新
聞
、
記
事
、
ラ
ジ
オ
･

テ
レ
ビ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
、

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
記
者
会

見
、
マ
ス
コ
ミ
に
対
す
る

案
内
書
。
 

 
出
版
･
放
送
メ
デ
ィ
ア

が
、
社
会
復
帰
雇
用
を
取

上
げ
る
の
は
主
に
、
申
請

の
際
の
み
で
あ
る
。
 

 
電
子
メ
デ
ィ
ア
の
使
用

の
拡
大
を
意
図
し
て
い
る
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ドイツの調査票の別添 1. 1995 年ドイツ(連邦政府)補償基金適用措置の 

 チェックリスト(単位:100 万ドイツマルク) 

 

受    益    者  

助成対象となる職業的措置 
会  社  障 害 者  

保護ワーク
シ ョ ッ プ 

サービス 
又は機関 

1. 事業主の意識の喚起     

1.1 情報と意識の喚起     

1.2  会社に対して啓発活動に関するアドバイス     

1.3 その他     

2.  職業への準備     

2.1 ガイダンス     

2.2 評 価     

2.3 訓練と再訓練    

2.4 リハビリテーション機関     

2.5 その他     

3.  職業へのアクセス     

3.1 求職と就職     

3.2 受入れへの支援とフォローアップ     

3.4 職場への交通手段     

3.5 採用に関する優遇措置 206.0    

3.6 職場の創出     

3.7 その他     

4.  雇用維持と再編向上     

4.1 賃金補助／財政上の優遇措置     

4.2 再配置     

4.3 その他     

5.  労働の場における支援     

5.1 作業場への適応     

5.2 職場へのアクセスの改善     

27.0 



 

 

 

       Ⅲ 障害者の雇用率制度について 
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Ⅲ 障害者の雇用率制度について 

 

 ここでは、障害者の雇用率・納付金制度についてのいくつかの評価を要約・紹介する。執筆者

のコメントは加えていない。オランダの Limburg大学のWaddington (1997)、イギリスのヨー

ク大学の Thornton & Lunt(1995)、安井(1993)、手塚(2000)の４つの文献を中心にとりあげる。

なお、イギリスでは９５年に「障害者差別禁止法」が制定され、それまであった障害者の雇用率

制度が廃止されたが、これらの文献のなかでは旧制度となった雇用率制度もその評価の対象とし

ているので留意されたい。以下では、障害者の雇用率制度のメリットとデメリット、意義と課題

に注目しながら要約・紹介する。当然、イギリスの障害者雇用率制度がなぜ廃止されたのかも論

点に含まれている。 

 

１ Waddington (1995) 

 

１．  イギリスとドイツの障害者雇用率制度を具体的なシステムとしてとりあげ、その制度につ

いて検討・分析した。イギリスの制度は、多くの批判を浴び、不信感が広まり、効果的に施

行されることなかったため、当然のことながら障害者の雇用状況を改善するには、ほとんど

役立っていないように思われる。しかし、ドイツの制度は、少なくともドイツの国外では賞

賛され、他の国々の類似の立法のモデルとなってきた。しかしながら、ドイツ内部では、こ

の制度も（イギリスの制度ほどではないが）批判を受けていて、一部には最近 10 年の経済

的停滞の結果であるとはいえ、こちらも障害者の雇用を確保するのに効果を上げているとは

言えない。 

 

２．  イギリスの雇用率制度の失敗には、いくつかの理由がある。この種の雇用率制度のすべて

にありがちな弱点を認識するため、それらを分析することが重要である。その弱点は以下の

４つである。 

 

   ① 雇用率制度の実施に対する政府の消極的な姿勢： 政府は、一貫して、雇用率の

義務に違反した雇用主の訴追に消極的であった。同法が施行されて以来、不遵守について    

の訴追は、僅か 10件しかなく、結果である罰金は、合計£434 であった。最後の訴追は、

1975年であった。現在のところ、法律の遵守は、3%の割当比率を達成することよりも、未

登録の労働者を雇う前に適用免除の許可を得ることであると考えられている。3％という雇
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用率目標を達成している企業の数が一貫して減少してきており、1984 年の達成企業比率

30.33％と比べて、1993年には 18.9%だけしか達成できなかった。 

 

  ②  障害者の登録の失敗： 保護を受ける資格を決定するため、登録に依存する雇用

率制度は、障害者が登録をしない場合、重大な問題に直面することが明白である。これがま

さにイギリスで起こったことなのである。登録済の障害者の数は、着実に減少してきており、

1979年以降は、すべての雇用主が3 ％の割当義務を満たすことは統計的にみても不可能に

なってきている。雇用当局は、今日、登録する資格のある者の 3 分の 1 だけが障害者とし

て登録されており、それは労働者全体の 1 ％にすぎないと見積もっている。障害者が登録し

ないことには、いくつかの理由がある。第１に、多くの者が登録によって何の利益ももたら

さないと信じているため、登録に重きを置いていない。登録が初めて設けられた時は、制度

が機能するという希望は大きく、多数の人々が、登録することを選択した。登録数は、以来

ずっと減少してきている。政府が雇用主達に義務を達成することを強制しないことが明らか

になってきたからである。このことは、より厳格な執行の方針が採用されれば、より多くの

人々が登録を選択するだろうということを示唆する。第２に、多くの人々は、自分達が“ハ

ンディキャップを与えられた”者として認識されたり、ラベル付けをされたりすることを望

まないから、登録しない方を選択するのだろう。彼らは、この語に結び付けられる否定的な

意味合いを受け入れることを拒否しているのかもしれないし、登録が、仕事を捜すときに実

際上不利に働くと考えているのかもしれない。これは、任意的な登録に依存するすべての雇

用率制度の問題であるが、ドイツと異なり、登録への誘因が、通常、それに結びついた汚名

を克服するに十分な程に大きくは見えないイギリスの場合には、特に重大だと思われる。ド

イツでは、重度障害者法のもとで、登録する利益が明らかとなっている。 

 

  ③ 雇用率制度の管理上の自己矛盾：  雇用率制度を監視する責任を持つ機関は、

就職に特別の支援を必要とする障害者への職業紹介にも責任を担っている。職業紹介・評

価・相談チーム（PACT）の中で活動している障害者雇用アドバイザー（DEA ）は、障害

者達が就職先を見つけるのを助ける任務を担い、助言、情報、そして時には財政的支援も提

供する。しかし、彼らはまた、雇用主が雇用率義務を満たしているかどうかを調べたり、許

可の申請を判定したりすることを含め、雇用率制度の管理にも責任を負っている。この後者

の任務を適切に遂行することは、非常に時間がかかるし、更に重大なのは、それが障害者に

就職の斡旋をするという DEA のもう一つの任務と衝突するということである。一方で、

DEA 達は、雇用主と良好な関係を育て、彼らが障害者を採用するように仕向けることを期

待されているが、他方で、同じ雇用主の行為を判定し、法律違反がある場合、訴追を勧告す

べきか否かを決断することを求められているのである。実際には、DEA は、障害をもつ人々
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を支援することに注意を集中し、雇用主達がその義務を確実に遵守するようにするため、彼

らを厳格に監視するより、むしろ、雇用主の説得と激励という方針を採用してきた。このこ

とは、雇用率制度の執行が、草の根レベルで、効果を上げないことを意味しているので、問

題は、DEA に課せられた役割の分離がなければ、解決することができない。 

 

  ④ 雇用率制度の目的が、それに与えられた目標と一致していない場合がある：  

上記の問題はいずれも、他の雇用率制度にも等しく当てはまるものだろう。イギリス特有の

状況によるものであるが、それらよりも大きな問題、更に大きな困難があるように思われる。

それはイギリスの雇用率制度が初めから失敗するように運命づけられていることを意味し

ている。1944 年の障害者（雇用）法のなかで雇用率制度が立案・協議された内容は、障害

者の利益とはならないある勢力の思惑によって動機付けられたもので、実際にも、雇用率制

度は、障害をもった多数の人々の雇用を保証する意図はなかったことが、Bolderson(1980)

によって指摘されている。Boldersonによると、その雇用率制度は、労働組合(trade union)

や雇用主の思惑によってつくられたもので、彼らの主たる目的は、生産性の低い障害者を一

般労働市場の外に置くことを確実にすることだったと論じている。つまり、労働組合は、低

賃金で働く用意のある障害者から組合員が競争を仕掛けられるのを恐れたのである。したが

って、彼らは一般労働市場で、競争ができ、市場賃金を獲得することのできる障害者だけが、

実際に職を得られるようにしたいと望んだ。このことは、能力の劣る障害者は、保護の下に

ある勤め口に紹介されたり、労働能力の復元が達成されるまでは自由な雇用関係から排除す

ることによって、その市場の外に留め置かれなければならないことを意味する。しかし、他

方では労働者組合は、労働能力がある障害者には、ある程度の雇用の保証を与えられなけれ

ばならないことを認識していたため、雇用率の設定を受け入れる用意はあった。とはいえ、

彼らは、この雇用率によって、障害をもつ労働者が、失業状態にある障害をもたない労働者

よりも優先的な地位を与えられることをおそれ、障害をもつ労働者が雇用の「公平な割合」

だけを保証されるようにしたいと願った。こうして、労働組合は、生産性の低い労働者を排

除し、あまり多くの障害者が職を見つけて障害をもたない者達を引きずり下ろすことがない

ようにする手段としてこの制度をとらえていた。雇用主は、一般労働市場から生産性の低い

障害者を排除し、そのような労働者の重荷を背負わないようにするという利益を、労働組合

と共有していた。これが、自由な雇用関係において自立できる障害者のみが雇用率の対象と

なるべきである、という法律の最終的結論へ到ることとなった。このような考え方は、1944

年の障害者（雇用）法にも反映されていて、障害者を競争に加わることのできる“有能労働

者(effective worker)”と保護の下にある雇用関係に託される“無能労働者(ineffective 

worker)”に分けている。同法では、すぐにはどの範疇・範囲にも当てはまらない、あるい

は障害状態が絶えず変化している障害をもつ人々については、何も規定していない。実際の
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雇用率制度は、労働組合や雇用主が持っているとされる思惑に合致するような方向に発展し

てきた。同法の下では、重度の障害をもつ低い生産性の労働者は、保護の対象たる雇用関係

に押しやられる一方、比較的能力の高い者だけが、一般労働市場で競争をすることを奨励さ

れている。ドイツの雇用率制度では自由な雇用関係を結ぶ資格ありとされるはずの労働者達

が、イギリスの法の下ではこの機会を否定されており、Bolderson の主張にある程度の真実

があることを意味している。そうであるなら、イギリスで割当制度が効果をあげるには、執

行や管理機構を改善したり、登録を拡大するより、もっと根本的な何かが必要である。障害

者雇用政策の根本的な再評価と徹底的に修正された法律が、絶対に必要となるだろう。歴代

のイギリス政府は、雇用率制度については諦めてしまい、それを執行するための真の努力を

してこなかったようである。現在の政府は、障害者が就職ができ、雇用を維持することを、

他の手段によって補っており、そのいくつかは、革新的であり、有用である。一般的に、政

府の関心は、障害者を採用するように、雇用主を説得したり教育したりすることに向けられ

ていた。そのなかには優良雇用主を証明するシンボルの作成などが含まれているが、しかし、

このようなアプローチは、障害者の失業統計上では目に見える足跡を残してはいない。 

 

３．  イギリスよりも有効性が高いといわれているドイツの障害者雇用率制度にも、以下の２つ

の弱点がある。 

 

  ① 課徴金（納付金）の額：  障害者を代表する組織は、雇用率制度の主たる問題

の１つが、課徴金額が低すぎて、多くの雇用主が重度の障害者を雇い入れるより、課徴金を

支払うことの方を好むことであると論じている。調査結果にもとづいて、どんな金銭的な誘

因や制裁も雇用主に障害の重い人々を雇うようにさせることができないという主張もある。

しかし、この見方に対して雇用主は一般的にみて、重度の障害者を雇用する義務や高額の課

徴金を支払う義務も望まないので、そうした調査には否定的に答えているだけだという反論

もある。課徴金が効果をあげると保証できる唯一の方法は、課徴金を支払うより重度障害者

を雇うことの方が費用がかからないというレベルまで課徴金を引き上げられることである

が、これは政治的に達成不可能な状態である。ドイツの課徴金制度は、このような問題があ

るとはいえ、それは、わずかながらではあるが、雇用主が重度の障害者を雇う誘因になって

いる。さらに、課徴金は、相対的に効果の弱い誘因であるとは言っても、障害者の雇用を促

進する手段のための貴重な収入源となっている。 

 

  ② 経済停滞期における運用：  ドイツの割当制度は、ヨーロッパの経済事情が悪

化するにともない重度障害者の雇用を確保する効果をどんどん低下させてきた。これは、

1982 年以降に見られた経済の下降局面に現れているが、東西統合以来直面している困難に
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よって、更にその悪化の度を深めている。雇用率制度の主な成果は、重度障害労働者の新規

採用ではなくて、障害をもつ在職者の雇用継続を奨励することになっている。雇用主は、段々

と、重度の障害者になる傾向の明らかな者を雇用継続する余裕がないと感じて、課徴金を、

安価で安全な選択肢と考えるようになるかもしれない。 

 

４．  もっと一般的な見方から障害者の雇用率制度の長所や弱点を検討する。長所は以下の４つ

である。 

 

  ① 雇用主に義務を課す： 障害者の雇用を提供する責任は、Rawls らによって提唱

された社会的正義の原理に遡ることができる。雇用率制度は、この義務の認知とみることが

できる。雇用率制度は、雇用主が達成を期待されている基準を明確且つ正確に具体化し、道

徳的義務を法的義務に転化しているものである。 

 

  ② 障害者から支持を受けている：  雇用率制度は、成功と不成功が混在している

ものの、障害者の間で広範な支持をえており、それが適用されているどの国においても、障

害者は、この制度が廃止されずに強化されることを望んでいる。イギリスのように、納付金

（課徴金）－助成金制度がない国では、希望は、通常、その制度を導入することに向けられ

る。フランスでは、それが実際に 1980年代の末に実現された。既に納付金（課徴金）－助成

金制度が存在する国では、最も一般的な要望は、その金額を引き上げられることに向けられ

ている。興味深いことに、雇用率が変更されるべきであるとの主張は、あまりなされていな

いようだ。現在、全く信頼を得ていないイギリスの雇用率制度においてさえ、障害者はこの

制度を拒否はしてはいない。彼らは、欠陥は制度それ自体にではなく、制度が管理されてい

る方法にあると考えている。前述したBoldersonによれば、イギリスの障害者雇用率制度は、

ほとんどの障害者の利益になっていないというが、それにもかかわらず、障害者には支持さ

れているのである。 

 

  ③ 収入源としての課徴金（納付金）－助成金制度：  ドイツのケースで、課徴金

（納付金）－補助金制度が障害者の雇用を支えるために使用できる重要な財源となっている

ことが示された。このような制度は、雇用主が障害をもつ従業員の必要に合った受け入れ体

制を整えることを助けるための財源になるだろう。しかしながら、多くの企業が障害者を採

用するようになる（これが雇用率制度の目的である）にしたがって、課徴金（納付金）によ

って調達される収入は減少するが、他方で財政的支援の要望は高まることが指摘されなけれ

ばならない。したがって、実際に雇用を生み出すという点で、相対的に成功していないシス

テムだけが相当の額の財源を確保することになるが、目的は、常に、収入よりも雇用を最大
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にすることでなければならない。課徴金（納付金）－助成金の基盤の上で運用されている雇

用率制度で成功をおさめているものは、政府からの追加的な財政支援がある場合である。事

実、ドイツにおいて、課徴金（納付金）は障害者の経済的差別撤廃を支えるために用いられ

る資金全体の小さな部分しか占めておらず、連邦および地方政府が必要な資金のほとんどを

提供しなければならないこととなっている。したがって、障害者の雇用を支援するための収

入を調達する方法は、どのようなものでも歓迎されるべきであるが、収入を生むことは、雇

用率－課徴金（納付金）制度の主たる関心ではないことを認識しておく必要がある。焦点は

あくまで障害者の雇用機会の創出にあり、課徴金（納付金）の中心的目的は、収入を集める

ことではなく、雇用率の目標を達成するように雇用主を駆り立てることである。 

 

  ④ ヨーロッパでは、現在、雇用率制度が障害者の雇用を促進する中心的な方法で

ある：  雇用率制度は廃止されるべきではない、というのではない。これほど広い範囲で

確立され、相対的に長い歴史をもっている制度を大きく変更したり、取り替えたりするのは、

政治や行政の点からみて難しいものがある。前述した Bolderson が指摘しているように、雇

用率制度は、障害をもつ人々から広く支持を受けている。雇用率制度の存在が、建前上、そ

の利益となっている人々がこれほど支持しているということは、長所と考える以外にない。 

   

５．  もっと一般的な見方からみた弱点としては、以下の７つをあげることができる。 

 

 ① 障害者という烙印：  「障害をもつ個人」の定義・範囲は、達成されるべき政策目

標によって異なる。障害者差別禁止立法を定める場合には、非常に広い定義を使用するのが

適切だが、積極的な対策を作成する時には、より限定的な概念が使用されなければならない。

適切な差別のない環境を前提とすれば、ほとんどの障害者は一般労働市場で競争することが

できるから、雇用率制度という形での支援を必要とするのは少数の者だけである。雇用率制

度は、そうした資格を有する障害者を特定できる何らかの方法を含んでいなければならない。

それには、身体の損傷を原因とする機能的な不利益や制限に焦点を合わせた障害者の定義と、

例えば登録制度のような、そうした人々を制度の運用上で特定する方法とが含まれる。した

がって、雇用率制度から利益を受けうる可能性がある障害者を支援するためには、その人々

が特定される、または、ラベル付けをする必要があるが、これは、該当する者の自己評価と

自己イメージにとって否定的な影響を持つかもしれない。このラベル付けのプロセスを通じ

て、この人々は、「正規の」求職システムの外に置かれ、別個の範疇の中にあるとみなされ、

彼らを異質のものにする要素が強調される。経済的な差別撤廃を達成するために、分離と分

別という最初の手続がなされなければならないようである。この問題は、克服が不可能と思

われる。実行可能な最善の策は、ドイツでなされているように、この手続で「障害者」とい
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うラベルを付けられる者に真の利益が与えられるように保証することである。そうでない場

合には、障害者は、単に登録のコストを高すぎると考え、制度をボイコットするようになり、

その制度は機能しなくなる。したがって、登録が雇用率制度だけに関連している場合には、

その制度が、登録に向かわせる真の誘因を提供していなければならない。すなわち、その制

度がある程度成功している必要がある。しかし、登録が他の利益にも関係しているような場

合には、高水準の登録が達成されるべきであるとしても、雇用率制度が効果をあげるという

ことがそれほど決定的なものとはならないだろう。 

   

  ② 雇用主は、障害者を雇用するより課徴金（納付金）を好む：  この現象はドイ

ツでもみられるが、こうした状況を回避する唯一の方法は、障害者を雇用するより課徴金（納

付金）を支払う方が高くつくように課徴金（納付金）の金額を引き上げることのようである。

これには、障害者の経済的な差別撤廃を実現するのに、どこの政府も見せたことのない程の

取り組みを必要とするだろう。雇用率制度の目的は、対象となるグループのために雇用機会

を確保することであるから、この雇用主の態度は問題である。しかし、課徴金（納付金）－

助成金制度の収入を調達するという側面は、制度の利点の一つであるので、雇用主が雇用率

を達成するより課徴金（納付金）の支払いの方を好むことを、課徴金（納付金）－助成金制

度に対する否定的な論拠と見るべきではない。 

   

  ③ 雇用率制度を強制するための効果的な制裁を設定するのは難しい：  雇用率制

度は、一定割合の障害者を雇用する義務を内容としているが、それは、義務が果たされなか

った時に被る罰則その他の否定的な結果に裏打ちされる。そのすべての場合において問題と

なるのは、制裁を受ける恐れが、しばしば、雇用主に雇用率を達成するように強制する十分

な力を持たないということである。課徴金（納付金）－助成金制度の下では、雇用主は、通

常、課徴金（納付金）を安価で好ましい選択肢として見ている。禁固や重い罰金という結果

を生む刑事訴追は、一般的には採られておらず、イギリスの場合は、雇用主は法律が規定し

ている穏当な額の罰金さえ支払っていない。したがって、多くの雇用主を自分の義務を満た

すように仕向け、同時に政治的にも受け入れ可能であるような形の制裁を見つけることは難

しいと思われる。イギリス政府は、そのような制裁は存在しないと考えているらしく、代わ

りに、雇用主に障害者の雇用を奨励することの必要をますます強調してきた。この方法もま

た、成果をあげてはいない。 

   

  ④ 「質ではなく量」：  雇用率制度は、専ら雇用の質ではなく、雇用される障害者

の数を問題とする。ドイツの制度は、組織全体に重度障害者をどのように配置するかを選択

するのは、雇用主の自由にしており、これが通常、採用されている形式である。そこで、雇
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用主は、下級労働の割合からみるとそこに多すぎる数の障害者を配置することによって、雇

用率を達成し、事業活動の中での高い地位の職を非障害者（健常者）や競争力の高いもしく

は障害程度の軽い労働者のために空けておくことができる。雇用率制度は、不完全就業や低

賃金という形の障害者差別を撲滅するためには、何の効果もない。この理由から、障害者を

代表する多くの人々が、雇用率制度は、障害者雇用差別禁止立法によって補足されなければ

ならないと主張している。 

   

  ⑤ 雑多な労働者グループのニーズを満たすための切れ味の悪い道具：  障害をも

つ従業員は、障害、技術、経験、年齢、将来性などの点からみて、非常に雑多なグループを

形成している。例えば、特殊教育学校の卒業生のニーズは、職業について２０～３０年経っ

てから突然障害者となった人のそれとは、まったく異なる。同様に、精神的な障害をもつ人

のニーズは、身体的な障害をもつ人のそれとは、大きな差がある。雇用率制度は、対象とな

る障害者すべての雇用問題に一つの解決策を提供しようとするものであるが、一部の者にと

っては、適切な解決策とはならないかもしれない。 

   

  ⑥ 雇用率制度が現実に障害者の雇用を促進したという証拠は少ない：  雇用率制

度が、実際に、障害者の雇用を促進していることを示す実証的な証拠はあまりない。しかし、

イギリス政府の検討結果が示すように、雇用率制度がこの点で有益な効果を何ももたらして

いないと断言することもできない。現在のような満足のいかない形であっても、雇用率制度

の存在が、雇用主が障害者を雇用し、雇用継続することに何の影響も与えていないと確信す

ることはできない。 

   

  ⑦ 経済不況の時代における効果の減殺：  上記の諸問題はすべて、経済不況の時

代には、その度合いを増す。経済的な困難のある時期には、多くの雇用主は、従業員の規模

を縮小するか、少なくとも採用を限定するし、会社に留まる従業員には、高水準の生産性を

達成することを要求する。障害労働者は、このような過程が始まると、通常、最初に消え去

って行く人々なのである。一部の雇用主は、障害労働者を、経済的成長の時代に活用するが、

不況の時代には無視される「限界労働力(marginal workforce)」とみなしている可能性があ

る。これらの雇用主は、例えば、障害労働者は、非障害者（健常労働者）より生産性が低い、

または、休息時間を余分に必要とすると考えるので、障害労働者を義務であると認識し、経

済的に不調の時期にこのような労働者を雇う余裕はないと考えている。雇用率制度は、この

ような偏見に満ちた姿勢に対抗する効果はなく、残念ながら、不況の時は障害者の利益を保

護し得てはいない。しかし、それにその効果を期待するのは正しくないだろう。雇用率制度

は、完全雇用の状況において機能するようにつくられたものであることを認識する必要があ
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る。そして、第２次大戦後の雇用率制度の枠組みをつくった人々には、今日の経済的停滞は

予測できなかったのである。この制度に関する批判は、この点に照らして理解されなければ

ならない。しかし、このことは、雇用率制度が、経済の停滞期には、不適切なものとなるこ

とを意味しているのではない。そうではなくて、雇用率制度の役割を再評価し、他の方法で

それを補足すること（不況の存否にかかわらず、いつでも必要な戦略）が必要なのである。

現在の状況の中で運用されている雇用率制度には、多数の障害者に職を保証することを期待

できない。それらの最大の貢献は、障害者の雇用を喚起することではなく、障害をもつ従業

員の雇用継続を促進することの方だと思われる。 

 

６．  ＥＣ（ＥＵ）自体の雇用率制度は、ＥＣの政策の中核になければならないとする差別禁止

指令(anti-discrimination directive)と矛盾することにはならないが、実際的理由からＥＣ全

体にわたる雇用率制度をＥＣ政策に組み込むべきではない。しかし、参加国が独自の雇用率

制度を継続することは、競争を害する恐れがない限り、引き続き自由とすべきである。 

 

２ Thornton & Lunt(1997) 

 

１．  障害者の雇用率制度についての議論は、雇用政策全般でのその役割との関連では不均衡で

ある。つまり、大きく取り上げられすぎている。雇用率制度は、障害者雇用政策全体の一部

を代表しているにすぎない、ということが強調されなければならない。 

 

２．  EU加盟15カ国の半数以上が何らかの形の雇用率制度を設けているが、加盟国の3分の1

では、障害労働者を雇用すべく強制的義務が深く根づいた方式となっている。一定の制度が、

限定された形で企画、実施されているということが認識されなければならない。差別禁止法

制は、フランス、ドイツ及びスペインの強制的雇用と矛盾するとは見なされていないようで

ある。また、イギリスでは雇用上差別されない権利とあわせ、割当雇用制度を存続すべくキ

ャンペーンは成功しなかった。 

 

３．  障害労働者の目標雇用割合を設定するという原則は変わらないが、割当雇用の指導理念と

その適用は明らかに変化しており、そのことが新しいアプローチの出現につながっている。

補償原則と訣別し、労働の権利を促進する方向への雇用政策の変化は，雇用率制度へのアプ

ローチでも明らかである。戦役で被った傷害を国の義務で補償するというよりは、障害者の

働く権利がますます受け入れられるようになっている。 
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４．  国と事業主の関係は、変化している。義務のレトリックは、強制と置き換わっている。義

務という表現は、責任が国から経済領域に移ったことを反映している。ドイツでは、全ての

事業主は、重度障害者の経済的統合に寄与すべきであるという原則に基づき，雇用率－納付

金（課徴金）制度が方向づけられた。強制的雇用政策を変えるために最近法律を制定した国

では、統合を促進するため他のメカニズムをその法律の中に採り入れてきた。フランスでは

雇用義務を充たす手段として法的に提示される一方、それらは（労使協定の場合は）直接的

に、あるいは、シェルタード・ワークショップとの下請け契約、又は再分配基金への財政的

寄付の場合は間接的に統合を促進する行動に駆り立てている。こうしてよい雇用慣行が自発

的にとり入れられてきた。 

 

５．  雇用率制度運営の最近の展開で最も顕著なのは，柔軟性である。2 種類の柔軟性が注目に

値する。つまり、障害者を雇用する能力がさまざまであることを認識して、事業主への要請

もさまざまであること、また、代替の政策目標を充たすため、割当雇用がますます利用され

ていることである。一定規模以上の事業主に一律に適用される均一の割当雇用は，一般的で

はなくなってきている。ある割当雇用では、（概して機能障害のタイプ又は障害程度あるい

は年齢で規定される）特定グループは、障害従業員の目標割合について 1単位以上にカウン

トされうる。 

 

６．  特定の政策目標は、強制雇用対策の受益者の定義により追及されうる。例えば、フランス

の 1987 年法は、受益者の範囲を拡大し、従来は雇用促進対策の対象とされなかったグルー

プである、部分障害年金受給者をも対象に含めた。またオランダでは、障害給付受給者が任

意の割当雇用の主な対象グループであった。さらに受益者の指定は、よい雇用慣行へのイン

センティブとなりうる。労働について改善がなされたり、あるいは就職するのに職場の環境

整備が必要とされる人びとは、オランダの割当雇用ではカウントできる。北欧における割当

雇用への積年の反対理由の1つは、こうした制度の前提条件としての登録を受容することが

できないことであった。しかしながら、これらの例で示されているように、登録に代わるも

のもあり得るのである。 

 

７．  罰金を課したり、事業主に彼らが雇用すべきであった障害従業員の人数に応じて納付金を

支払うよう要求する割当雇用は、障害労働者の地位を強化し、奨励する傾向にある。フラン

ス及びドイツの説明では，仕事で障害者となった人びと又は、従来は自分自身障害者とは考

えていなかったものに登録するよう圧力がかけられていることが報告されている。この制度

は、既存の従業員に恩恵をもたらすとともに、その雇用継続を支援し得る。しかしドイツで

は、この制度が新規採用を促進していないことは明らかである。 
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８．  雇用率－納付金（課徴金）制度には、2 つの主な機能がある。一方では、それらは未充足

の障害労働者数に応じて財政的寄付金を支払うのと比べ、障害者を雇用する方がより魅力的

にすることを目的としている。こうして直接雇用が理論上は促進される。しかし、納付金総

額は容易に支払いうるもので、支払いは熟慮の上の選択というよりむしろ、自動的行動とな

る。というのは、納付金は単に事業主へのもう 1 つの税金と見なされるからである。他方、

納付金はある事業主が障害労働者を採用するうえで直面する困難さを認め、障害者の経済的

統合を推進する義務を負うことの代替手段として計画されている。ここでの原則は，経済的

理由で割当雇用を充足できない事業主から、統合を援助する地位にあるものへの再分配（又

はドイツでの「均等化」）の 1 つである。全国の納付金基金が受領した額は、事業主や障害

労働者への助成金や補助金として再分配されると共に、教育や訓練プログラム、あるいはシ

ェルタード・ワークショップを支援するためにも用いられてきた。フランスでは、小企業で

の障害者雇用がその結果増加してきたように見える。しかしながら、この2つの目標は，矛

盾し得る。納付金は訓練や教育を促進する一方、全般的目標が統合を実現し、態度をかえる

ことであるとすれば、この政策は，そうした点では成功と判断することはできない。労働と

権利という対の目的の間には矛盾があり得る。 

 

９． (Lunt&Thornton:1994)  問題は政策目的の誤解と非一貫性だけではなく、その実施におけ

る矛盾と衝突なのである。政策実施のプロセスではしばしば目的の混乱が生じ、矛盾する手

段が実施されることがある。障害者政策に関しては、一貫性を実現するのはおろか、それを

めざしている国すらひとつもないと言っても過言ではない。例えば障害者の雇用率制度はヨ

ーロッパの多くの国に存在しており、これを達成できない企業には納付金（課徴金）が課せ

られる。一見すると、この政策は障害者の不利な立場を認識しているように思われるし、社

会および官民の事業主がすべての人に機会を与えるべきだという認識とも読める。そのため

表面的には、一貫した政策のように見えるだろう。しかし一方で、雇用率を達成した、ある

いは雇用率以上の雇用をした企業には報奨金が支払われる。この報奨金の背後にある根拠は

完全に明確ではないが、実質的には企業への見返り、雇用への報奨になっている。ここで雇

用はある種の権利であるという発想は、補償としての雇用にすりかわる。こうした政策のね

じれが、雇用率制度の成功に結びつくというパラドックスも生まれる。ドイツとフランスで

は、雇用率未達成の企業が支払う金は基金に積み立てられている。この多額の資金は、障害

者のための訓練や雇用創出のために使われる。しかし実際には、企業にとってこの基金への

支出は、法律で定められた責任を回避する障害者雇用の代替手段に過ぎなくなっている。雇

用率制度が、社会の態度を統合し、変革する責任を示すことをねらいとしているのであれば、

この制度を成功していると判断することはできない。それでも雇用率制度は、低いレベルで

あるにせよ障害者に雇用機会を提供している。したがって重要なのは雇用そのものではなく、
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適切な理念を基盤にした雇用機会だと言える。 

 

１０． 障害者の雇用義務という概念は、いまだヨーロッパの特色となっており、その中核的諸

国は割当雇用制度に強い愛着を持っている。しかし、強制力は弱まっており、この義務を果

たす責任は、ますます経済領域に置かれるようになっている。戦争の被害者への対策に付随

する補償原則から、「働く権利」の概念に移行してきている。労働市場内の参加が、より広

い社会での参加や権利へとつながることが障害者によるキャンペーンの焦点となっている。

有給の労働力という関係で価値と威信が規定される現代社会において、障害者は一戦略とし

て、「生産手段」をコントロールすることを求める。集団的責任から個人的責任へのシフト

は、とくにイギリスで際立っている（Thornton＆Lunt：1995）。一層の自立を強調すること

は、同時に個人が（社会の中で）伍していけるようにすることにより機会の促進をはかるこ

とでもあるので、福祉支出を抑制することへの関心といった他の目的が隠蔽されることにな

る。いくつかのEU加盟国で見られる付随した変化は、障害者の雇用義務を国の領域とは別

の経済的領域に移行させること、また、事業主、被用者及び障害者団体間のパートナーシッ

プを発展させる試みであった。 

 

１１． (Thornton＆Lunt:1995) 本書では、イギリスにおける戦後の障害者雇用政策にこれま

でに起こった主な変化をまとめてある。本書は、政府の考え方や目標に照らしてそれらの変

化を理解すると同時に、障害者運動の課題を考慮に入れながらそれらの変化を理解しようと

している。障害者雇用政策は、社会的義務を問題にする政策から、個人的責務を問題にする

政策へと推移してきたと理解した方がよいというのが、我々が本書で述べていることである。 

 

１２． (Thornton＆Lunt:1995) イギリスの雇用率制度の実施方法やイギリスの政治的・経済

的コンテクストだけにあてはまる失敗理由を、雇用率制度というものに本来的に伴う失敗理

由と区別することが重要である。 

 

１３． (Thornton＆Lunt:1995) 雇用という点での｢公平な配分(fair shares)｣を実現する手段

としての雇用率制度についての賛成論と反対論に目が向けられたことはほとんどなかった。

｢公平な配分｣を提供する割当制という概念は、経済活動に従事することができる障害者の人

数が全人口に占める割合を反映するように権利ターゲットを設定することに依拠するもの

であり、そうした割合というのは、｢障害者｣という用語や｢経済活動に従事することができ

る｣という表現の定義によって変わってくるため、この概念は、実に厄介な概念である。雇

用率制度は、その水準に達していない雇用主をして、非障害者（健常者）に優先して障害者

を雇い入れるよう促すものであるため、普通、一種の積極的差別撤廃措置と考えられている。
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雇用率制度は、障害者を積極的に優遇して、彼らが直面する社会的・経済的不利を軽減する

方法として可能性を有すると、Lonsdale&Walke(1984)は論じている。他方、社会的施策に

よって障害を補償すべきだということを暗に意味するものだとして、雇用率制度を非難する

こともできる。ある制度が実施されもしくは実施されないやり方が、その制度は庇護にすぎ

ないのか、それとも、障害者の権利を実現するための手段なのかを決定する；｢雇用率制度

が施行されてからこれまでずっと、同制度は、障害者の就業権を強調しながら実施されてきた

のではなく、熱心な奨励と庇護に基礎を置いて実施されてきた｣と、Lonsdale&Walker(1984)

は論じている。 

 

１４． (Thornton＆Lunt:1995) 雇用率制度など、障害者が全従業員のうちの一定割合を占め

るようにすることをねらいとする施策は、仕事をする上での障害状態や障害者が職場におい

て直面するバリアーに対処するものではない。障害者差別禁止法は、個々の障害者を保護す

るかもしれず、個々の障害者に固有のニーズが満たされるようにするかもしれないが、仕事

それ自体の構造や職場の組織化に直接に影響を及ぼすことはできない。それゆえ、障害者が

就業するうえでのバリアーを取り除くことによって、障害をもつ労働者の従業員全体に占め

る割合を高めるための措置を講ずるよう雇用主に義務づける就業平等化策(employment 

equity measures)を検討することが重要である。 

 

１５． (Thornton＆Lunt:1995) ｢新しい権利｣は、どこから｢競争力｣のない障害者を取り残す

ことになるのだろうか。例えば、アメリカの ADAに関して予測された主な問題のひとつは、

どのようにして人々に彼らの権利と制度の運用についてうまく知らせるか、という問題だっ

た。明らかに、法律問題に関する抗議をし得る立場に到達するためには、個人は十分な啓発・

訓練・支援サービスを受けていなければならない。場合によっては、擁護やサポートを申し

出る必要があるかもしれない。ADA はすべての障害者の地位を向上させ得るかに関して、

いくつかの文献は疑問を投げかけている（Burkhauser:1992, Jonson&Baldwin:1993）。同

法が障害をもつ人々にとっての雇用機会を増大させることになるかという疑問や、啓発や訓

練の問題を無視することによって、同法は｢クリームスキミング｣へと通じるのではないかと

いう疑問を含め提起されている。 

 

１６． (Thornton＆Lunt:1995) 集団的アプローチから個別的アプローチへの、障害者雇用政

策における移行は、障害の状態や障害者への社会の対応に関する理論上の考え方や文献にお

ける近年の変化と、多くの点で一致する。障害をもつ著述家や活動家は、恩着せがましくて

慈善的な観念を拒絶し、障害者の｢ニーズ(need)｣は何かについての専門職の判断を否定し、

自立を最大化するために資源がどのように使われるかについての個人のコントロール力を
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主張している。これまで、個人の権利の絶え間ない要求と、個性や選択が認知されるべきと

の要望があった。われわれは、自立と個人の責任とを混同しないよう注意しなければならな

い。障害者の自立を推進している最近の政府の政策文書は、個人の責任という考え方をテー

マにしている。権利や個人主義のこうした強調と、社会を構成する全セクターにとっての雇

用機会を増進すべき集団的責任とを調和させることが、課題である。雇用という点で差別さ

れない権利という新しい権利についていうと、雇用主の義務を個人の権利や責任に対置させ

ることの妥当性を問うことができよう。そのような定型的な見方では、制裁が加えられなけ

れば、雇用主は障害者の全体に対する義務を履行することができず、権利を侵害される可能

性がある 1個人に対する義務しか履行することができない。権利とそれに対応する責任のこ

うした｢個別的対応｣（privatization）は、障害者差別禁止法の制約要因となることもあり得

る。障害者の理論とその政策課題は、ある者を他の者と敵対させないで機会と自立をどうや

って調和させるかを考慮に入れなければならない。 

 

３ 安井(1993) 

 

１．  ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）がとりまとめたOECD(1992)などによって、障害者の雇用

率制度について分析した。雇用率制度を持つ各国は、改善策をめぐって、議論を深め、あ

るいは制度的な改善を進めてきている。 

 

２．  雇用率制度は、なんらかの強制的な措置を事業主に課すことから、①職業リハビリテ－

ションのサービス施設と事業主の関係、また、事業主と従業員との関係改善には必ずしも

貢献していないこと、②障害者をどのように定義しても、対象となる障害者を特定化する

ことから、障害者と非障害者を区分することとなること、③その結果として「雇用率制度

は、労働力を正規グループと２軍のカテゴリーに分類することを意味するのみならず、雇

用率制度によって雇用された障害者に烙印を押すことにつながる」（OECD：1992)。 

 

３．  雇用率制度の改善動向をみると、①事業主に対して雇用義務を強化するのではなく、む

しろ、事業主の自主的な努力の促進に重点を置く国（イギリス）、②障害者雇用の代替措

置を導入する国（フランス）、③職業リハビリテ－ション策との統合を強めている国（日

本、フランス、ドイツ）に分けられる。 

 

４．  雇用率－納付金制度は、雇用率を守らない事業主から、雇用義務のない事業主又は雇用

義務を達成しようと努力している事業主へと資金を配分するという枠組みから、職場環境
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改善を含む、より積極的な職業リハビリテ－ションの手段と位置づけられる。この視点か

らすれば、雇用率制度と一体的に運営される納付金システムは、「職業リハビリテ－ショ

ンの特定の発展段階にふさわしい暫定的な措置」（OECD：1992）として位置づけられる。 

 

５．  職業リハビリテ－ションの対象が、精神障害者、精神薄弱者さらにはもっと多様な障害

を持つ対象者へ重点を置かなければならなくなってきている現状において、雇用後におけ

る継続的な支援・援助に重点を置く援助付き雇用の方式は、職業リハビリテ－ションサー

ビスの中で大きな役割を果たすようになるとみられる。一方、障害者政策の展開にあたっ

て、事業主の参加が重要とされるが、援助付き雇用は、サービスが、実際の職場において

実施されることから、職業リハビリテ－ション過程へ事業主を参加させることともなり、

職業リハビリテ－ションのよきパートナーとして事業主の役割が期待される。わが国の納

付金－助成金制度についても、対象者の質的な変化、職業リハビリテ－ションサービスの

方法論の改善、事業主に対する役割の変化に対応した改善・充実のための継続的な努力が

必要とされる。 

 

６．  検討に当たっては、障害者個人を「ノーマル」にすることに重点を置くのではなく、社

会にある障壁をいかに取り除くかに重点を置くノーマライゼーション及び統合という新

しい障害者政策の理念を基礎として、各国の先行的な経験をフォローし、これに学びなが

ら、議論を深めることが望まれる。 

 

４ 手塚(2000) 

 

１．  カナダ・ヨーク大学の、Ｇ・アイソン教授は、１９９１（平成３）年に７週間、１９９

２（平成４）年に４週間にわたって来日し、日本の障害者雇用について実際に即して調査・

研究し、その結果を発表しています（Ison：1992）。アイソン教授は、日本の雇用促進法

の「理念・考え方のあいまいさ」について、次のように指摘しています。「①日本政府の

障害者雇用施策は、明確な目標や倫理的責任を表現しているものではない。とくに重度障

害者（どのように定義されるにせよ）に働く義務はないとする明確な規定はない。したが

って雇用促進法の目的が「障害者のための雇用機会を最大に増やすのか、障害者に働く義

務をつくり出そうとするのか」あいまいである。②雇用促進法は事業主にのみ義務を与え

ている。障害者に対しては、個人的権利を与えていないが、個人に対する雇用の機会をつ

くり出すという期待を抱かせる集団的権利を与えている。しかしながら実際上は法律や施

策は、障害者に対して「働くことへの義務や働かなければならないという圧力」をつくり
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出すことがある。③政府の倫理的表現の欠如は、福祉的就労やリハビリテ－ション過程の

訓練者の役割に不安や戸惑いを与えている。障害者は、何を期待でき、何を期待されてい

るのか、分からないでいる。④「障害者は働きたがっている」と共通していわれている。

この主張は確証のない一般的観念である。人が働くことを欲するかどうかは与えられた選

択肢次第である。⑤雇用促進法の労働倫理の強調は、「働かないことも選択の１つ」とい

う障害者の認識を危うくする。また障害のために労働から締め出されている障害者の心理

的圧迫となる。」 

 

２．  アイソン教授は、千葉市にある「障害者職業総合センター」で講演をしています。その

中で、次のように指摘しています（NIVR：1994）。①日本における雇用率制度は、オイル

ショック以降に作られたものであるが、それ以来、特に目標達成に成功していない事実が

あると思う。どのような経済状況のもとでも、やはり雇用率制度ではあまり障害者雇用は

進んでいかないと思う。②日本の雇用率制度は景気変動に弱いとはいえないが、就労の機

会が増大するという点に関してなにかを達成しているかといえば疑わしいといえる。さら

に、雇用率制度によって障害者に烙印を押すという逆効果がでてしまうことがありがちで

あるといえる。③雇用率制度において、障害者を雇う事業主にとって非常に重荷であると

いった意味合いが底に流れている場合があると考えられる。事業主は強制的に障害者を雇

用しなければいけないという事実は、時には障害者は労働者として不充分であるといった

響きを感じさせる。以上のように、アイソン教授は日本の障害者雇用施策の基本的な考え

方について、かなり厳しい指摘をしています。 

 

３．  日本の障害者雇用施策の基本は「義務雇用制度」と「納付金制度」から成り立っていま

す。 

 

４．  民間企業における障害者雇用の実績は、法定雇用率が適用されるすべての企業を対象と

してみたとき、障害者の雇用数も企業の障害者雇用の状況も期待される数字とはあまりに

もかけ離れているといえないでしょうか。雇用率制度、義務雇用制度は成果をあげている

とはいえない状況です。 

 

５．  義務雇用制度のもと、国外からもっとも綿密な雇用率制度であるといわれる日本の障害

者雇用率制度は一体どうなっているのか、障害者雇用の数的目標はどこにおかれているの

か、その達成度の評価はきちんと行なわれているのか、という大きな問題意識をもちます。

このことは日本の障害者雇用問題の中で基本となる大きな問題です。 
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６．  障害者雇用納付金制度が成り立たなくなると、日本の現行の障害者雇用制度の基本をつ

くる「義務雇用制度」及び「障害者雇用制度を運営していく組織体」が成り立たなくなり

ます。障害者雇用納付金制度は、制度として基本的な問題をもっています。納入される雇

用納付金を財源として、調整筋、報奨金、助成金、制度の運営費等が支出されます。その

目的は障害者の雇用を進めることになります。障害者の雇用が進み、仮に法定雇用率を達

成したら雇用納付金はゼロになります。調整金、報奨金、助成金、制度の運営費等が支出

できなくなります。制度が崩壊します。雇用率が達成できれば目的が達成されたというこ

とにはなりません。達成された雇用率を継続していくにはさらに大きな労力と財源が必要

になるからです。 

 

７．  この雇用納付金制度が、日本の障害者雇用制度の根源をつくる、雇用率制度、義務雇用

制度を基本として支える制度であることを思うと、今後の日本の障害者雇用制度の進展の

上から、かなり抜本的に改正していく必要性があります。先ず、少なくとも制度を維持発

展させていく組織運営上の経費は国の予算によって保障されるべきでしょう。この費用が

支出総額のかなりの部分を占め、今後さらに増加していくことは必至で、国の責任におい

て制度の運営を保障していくことが必要だと考えます。次に、障害者雇用納付金制度は、

「障害者雇用における経費負担の不平等を企業相互間で調整していく」という理論によっ

て成立します。企業で働く障害者を企業にとっては経済的負担ととらえる考え方は、国際

的な動向からみても改革していかなければならないでしょう。 

 

８．  現在の障害者雇用施策の基本をつくっている雇用率制度や雇用納付金制度は、企業に対

しての直接の係わりで、障害者本人に係わっていくということは原則としてはほとんどな

いということになります。したがって、雇用率制度や雇用納付金制度を基本としてきた障

害者雇用施策との関連で、地域における就労支援システムを構築することの難しさは大き

いのではないかと思います。 

 

９．  日本の障害者雇用施策の基本をつくる雇用納付金制度は、障害者を雇用することによる

企業間の経済的負担の不公平さを軽減するという役割であるために、企業内における従業

員が障害者になったとき、その対応は基本としては企業内の問題であり、企業間相互の支

え合いという制度には馴染まないことなどもあって、雇用納付金制度における主要な助成

制度は「採用後障害者」に利用できない状況です。 

 

１０． 障害者雇用施策の基本をつくる雇用率制度は、おおよそ４半世紀にわたる時代の大きな

変化の中で、基本制度をほとんど変化させることなく１９９９年を迎え、そして２１世紀
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へ継続していきます。国際的動向からみて日本の障害者雇用施策は基本的な改革の必要を

もつようになってきています。「障害者権利法」制定とその視点からの障害者雇用施策の

変革への努力、中途障害者の継続雇用への視点の重視等は、その典型的な課題といえます。 

 

１１． 現行の日本の障害者雇用施策は、１９７６（昭和５１）年の義務雇用制度、雇用納付金

制度を根幹として進められてきました。国際的にももっとも綿密な制度といわれてきまし

た。義務雇用制度の成立以来２５年、４半世紀が経過し、この間の日本の障害者雇用を進

める上で大きな役割を果たしてきたことは確かです。しかし、義務雇用制度は、「障害者

雇用の量」を進める上で効果的であっても、「障害者雇用の質」を高める上では、直接効

果があるという施策ではありません。そして制度が綿密で効果的だと思われれば思われる

ほど、それを良しとし、さらに量的に進めることになります。時代の大きな変化の中で日

本社会から、そして国際社会から要請される重要な基本的事項に対する質的変化は、人権

確立の視点に立って抜本的な改正に向けた検討から進めていくことが必要です。 
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